
募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

1 2 はじめに
「非常時の対応に課題がある」とありますが、具体的にどのような
対応に課題があるのかを教示願えないでしょうか。

「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新基本計画」をご確認くださ
い。

2 2 はじめに
甲乙共通の施設などの影響を考慮するために、乙系統の更新着手時
期はいつ頃を予定されているかをご教示願います。

耐震化を予定していますが着手時期は未定です。

3 2 はじめに
甲乙共通の施設などの影響を考慮するために、乙系統の仕様、能
力、施設図面を開示願います。

募集要項P.13の表2-1　事業者の募集及び選定スケジュールの中の
「資料閲覧、現場調査及び技術的対話（第一、二回）」時にご覧く
ださい。

4 5 1 1 (5) ① 施設概要 表1-1

液化炭酸ガスタンクは既設1基であり甲乙共通のタンクで、更新対象
（甲系統）と記載されていますが、将来的に甲系の注入配管を撤
去、乙系のみのタンクとして使い続けると考えてよろしいでしょう
か。また、新甲系浄水場から乙系にまで炭酸注入できるよう施設整
備した方がよろしいでしょうか。

【前段】
ご理解のとおりです。

【後段】
要求水準書P.26「エ 酸剤注入設備」をご覧ください。

5 7 1 1 (5) ① 施設概要 図1-3
既存の排水処理施設の仕様、性能及び配置図等の情報を開示願いま
す。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.3をご参照ください。

6 7 1 1 (5) ① 施設概要 図1-3

既存の処理フロー図では、沈でん池（の出口）で後苛性ソーダを注
入した後は、急速ろ過池の出口あるいは浄水池の入り口では苛性
ソーダを注入していません（pH調整を行っていません）。既存施設
において浄水pHの最終調整は上記の後苛性ソーダの注入で行ってい
るとの理解で宜しいでしょうか。
また、その場合、浄水（pH）の水質管理上、特に問題などは生じて
いないでしょうか。

ご理解のとおりです。現状、浄水（pH）の水質管理上、問題は生じ
ていません。

7 8 1 1 (5) ② 整備対象施設 表1-2

表1-2、No.3浄水処理施設について、活性炭接触池、薬品混和池、フ
ロック形成池、沈でん池、急速ろ過池、その他必要な施設は、必ず
しも全てが一体構造の施設でなくても構わないとの理解で宜しいで
しょうか。

要求水準書で示す要求水準を満たすことが出来れば、必ずしも一体
構造の施設でなくても構いません。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

8 9 1 1 (5) ② 整備対象施設 図1-4

図1-4　河頭浄水場更新後の施設フロー図に関して、
排泥池を設けずに、沈でん池から排泥ポンプで直接汚泥を引抜き、
既存排水処理施設の調整槽へ送泥するフローも認められるでしょう
か。

要求水準書P.24「ケ 排泥池」のとおりとします。

9 9 1 1 (5) ② 整備対象施設 図1-4
図1-4に示して頂いた更新後の施設フロー図は参考図として扱い、民
間提案にて、最適な浄水フローを提案可能という理解で宜しいで
しょうか。

原則として、浄水処理方法は施設フロー図に従ってください。ただ
し、浄水処理方法に関する追加の提案は可能です。
浄水処理方法以外は要求水準書を満足したうえで提案可能です。

10 10 1 1 (6) 事業内容 基本設計図面の開示は可能でしょうか。

基本設計は実施しておりません。
図面等については、実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に
関する説明及び現地見学会時に希望者に配付したDVDをご覧くださ
い。

11 10 1 1 (6) ① 事業方式

運転管理業務や既存の河頭浄水場の維持管理業務は本事業に含まれ
ないとありますが、本事業の維持管理業務と運転管理業務や既存河
頭浄水場の維持管理業務との引継ぎや調整等、必要なものがあれば
教示願えないでしょうか。

引継ぎや調整以外は現時点では想定していません。
事業者が必要とする内容については、相談に応じます。

12 10 1 1 (6) ② ア 設計・建設工事期間
浄水場の建設工事を提案工期より早期に完成させた場合、事業者側
にインセンティブ(例えば、工事成績評定の加点やプロフィットシェ
ア)が与えられますか。

想定しておりません。

13 10 1 1 (6) ② ア 設計・建設工事期間
設計期間と工事期間については、特に指定は無く、段階的な着工な
ど柔軟な対応が可能であるという理解で宜しいでしょうか。

設計・建設工事期間内における設計と工事の期間は、特に指定はあ
りません。
原則、全ての設計が完了後、工事着手とします。ただし、段階的に
実施しても問題ないと水道局が判断したものはこの限りではありま
せん。

14 10 1 1 (6) ② ア 設計・建設工事期間
設計期間と工事期間に明確な区分はありますか（何年までに設計を
完了する等）。民間企業側で適宜、柔軟に対応し工期内に建設が完
了すればよろしいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.13をご参照ください。

15 10 1 1 (6) ② ア 設計・建設工事期間
設計期間と工事期間については、特に指定は無く、段階的な着工な
ど柔軟な対応が可能であるという理解でよろしいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.13をご参照ください。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

16 10 1 1 (6) ② ア 設計・建設工事期間
設計期間と工事期間について、設計期間中でも、設計が終了した工
区を先行着工し工期短縮を図る等柔軟な対応は可能であるという理
解でよろしいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.13をご参照ください。

17 10 1 1 (6) ② イ 維持管理期間

令和32年4月1日～30日は維持管理業務の引継ぎ期間とありますが、
この期間までが本事業の維持管理期間と考えて宜しいでしょうか。
また、本期間の引継ぎ先事業者様との維持管理時の保守点検責任
は、引継ぎ元事業者にあるとの解釈でしょうか。

ご理解のとおりです。

18 10 1 1 (6) ② イ 維持管理期間

令和32年4月1日～30日は維持管理業務の引継ぎ期間とありますが、
この期間までが本事業の維持管理期間と考えて宜しいでしょうか。
また、本期間の引継ぎ先事業者様との維持管理時の保守点検責任
は、引継ぎ元事業者にあるとの解釈でしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.17をご参照ください。

19 10 1 1 (6) ② イ 維持管理期間

設計・建設工事期間について、「早期に完成させることは可とす
る。」と記載がございます。一方で維持管理期間について、「早期
に完成した場合、完成検査合格日～令和17年（2035年）10月1日の間
の維持管理費用は局が負担する。」と記載がございます。早期に完
成した場合は、貴局の維持管理費用の負担が発生すると存じます
が、早期完成に対する貴局のお考えをご教示願います。

令和17年（2035 年）10月1日よりも早期に完成した場合は、事業者
に不利益が生じないように水道局が維持管理費用を負担するとした
ものです。

20 10 1 1 (6) ② イ 維持管理期間
早期に完成した場合の維持管理費用は局が負担するとありますが、
実費ではなく、報酬も含まれると考えて良いでしょうか。

実費と報酬について質問の意図を図りかねますが、早期に完成した
場合の維持管理費用は委託費用として、水道局が負担します。

21 10 1 1 (6) ③ 事業終了時の措置

「事業者は、事業期間終了時に、・・・局の定める引継ぎ時におけ
る施設の要求水準を満足する状態を保って、・・・」とあります
が、要求水準書（案）には「引継ぎ時（維持管理期間終了時）の施
設の要求水準」が記載されていません。
また、維持管理業務には「実用上支障のない状態に維持するための
補修」が含まれています が、施設や設備の修繕や更新は業務範囲外
（貴局が発注）のため、引継ぎ時における施設の要求水準の内容に
よっては事業者の責任では満足できないことが考えられます。
これらを踏まえて、具体的な要求水準についてご教示願えないで
しょうか。

実用上支障のない状態に維持するための補修が維持管理期間終了時
点で生じていない状態です。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

22 10 1 1 (6) ③ 事業終了時の措置

「事業者は、事業終了時に、・・・局の定める引継ぎ時における施
設の要求水準を満足する状態を保って、・・・」とありますが、要
求水準書には「引継ぎ時（維持管理期間終了時）の施設の要求水
準」が記載されていません。
また、維持管理業務には「実用上支障のない状態に維持するための
補修」が含まれていますが、施設や設備の修繕や更新は業務範囲外
（貴局が発注）のため、引継ぎ時における施設の要求水準の内容に
よっては事業者の責任では満足できないことが考えられます。
これらを踏まえて、具体的な要求水準について提示願えないでしょ
うか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.21をご参照ください。

23 10 1 1 (6) ③ 事業終了時の措置

整備対象施設を局の定める引継ぎ時における施設の要求水準を満足
する状態を保ってとありますが、本事業における修繕業務は貴局の
範囲と想定しております。事業者においては、適切な保守を実施す
るのは当然ですが、状態維持の為の修繕業務は本事業外となってお
り、施設の健全性などに対する要求は除外して頂けないでしょう
か。

原文のとおりとします。

24 10 1 1 (6) ③ 事業終了時の措置
「施設の要求水準を満足する状態を保って、後継事業者に引継ぐも
のとする。」と記載が御座いますが、要求水準とは、本事業で求め
る要求水準書という理解でよろしいでしょうか。

ここでの要求水準は、募集要項等及び提案書の記載内容を満足した
上で「実用上支障のない状態に維持するための補修が維持管理期間
終了時点で生じていない状態」となります。

25 11 1 1 (6) ⑤ 事業者の収入
設計・建設工事について、各年度毎の支払(出来高＋前払金)の設定
がされるという理解で宜しいでしょうか。年度の支払回数が決定さ
れておりましたら、ご教示願います。

設計及び建設工事請負契約書（案）をご参照ください。

26 11 1 1 (6) ⑥
局が活用を予定している補助金
について

上下水道一体効率化・基盤強化推進事業費（個別補助）（上下水道
DX推進事業）以外で、想定されている補助金メニューがあれば教示
願えないでしょうか。

現時点では想定していません。

27 12 1 1 (7)
事業スケジュール
表1-4

設計・建設工事期間が、令和9（2027）年3月上旬～令和17（2035）
年10月1日までとなっていますが、このうちの設計期間については事
業者提案との理解で宜しいでしょうか。
その場合、貴市が想定されている年度毎の出来高に影響はしないで
しょうか。

【前段】
募集要項に関する意見、質問への回答
No.13をご参照ください。

【後段】
設計及び建設工事請負契約書（案）第76条第1項で各会計年度「支払
限度額」、第2項で同じく「出来高予定額」を定めるため、定めた出
来高を満足する必要があります。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

28 13 2 2 (1)
事業者の募集及び選定スケ
ジュール 表2-1

提案書の締め切り日が9月11日となっていますが、第二回の技術的対
話期間の～7月14日から2か月弱しかありません（当該期間にはお盆
休みも含まれます）。技術的対話の結果によって提案施設の設計や
提案内容等を変更する必要が生じた場合、2か月弱では図面や資料、
積算等の修正が間に合わないことが考えられるため、提案書提出の
締め切り日を延長していただけないでしょうか。

ご意見を踏まえて、募集要項を変更します。

29 13 2 2 (1)
事業者の募集及び選定スケ
ジュール 表2-1

第二回の技術対話が7月7日～14日に実施されますが、技術対話後に
提案書を検討する時間が必要になるため、提案書の提出時期を延ば
して頂けないでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.28をご参照ください。

30 13 2 2 (1)
事業者の募集及び選定スケ
ジュール 表2-1

R8.2.5の募集要項等の公表から、R8.4.22～28の資料閲覧及び現地調
査までに2か月余りの期間があります。提案施設の設計や提案の内容
等を検討するためには既設図面等の資料や既設運用等の現地状況を
出来るだけ早くに確認したいと考えますので、資料閲覧及び現地調
査の実施時期を前倒ししていただけないでしょうか。

日程上前倒しは困難であるため、原文のとおりとします。

31 18 2 3 (8)
資料閲覧・現場調査・技術的対
話 表3-5

表3-5において「技術的対話の内容については、原則非公開とする
が、技術的対話の結果、全ての応募者に対して共有すべき情報であ
ると局が判断したものは公表する。」という記載が御座いますが、
技術的対話時に事業者より『非公開』を指定することは可能でしょ
うか？また、その回答の結果、該当する技術的対話の内容を取り消
すことは可能でしょうか。

【前段】
原文のとおりです。

【後段】
原則、技術的対話の内容の取消については不可です。

32 18 2 3 (8)
資料閲覧・現場調査・技術的対
話 表3-5

資料閲覧、現場調査、技術的対話の実施日程（希望日時）は同じ日
ではなくても、それぞれ別々の日程（日時）でも構わないでしょう
か。

ご理解のとおりです。

33 18 2 3 (8)
資料閲覧・現場調査・技術的対
話 表3-5

表3-5において「技術的対話の内容については、原則非公開とする
が、技術的対話の結果、全ての応募者に対して共有すべき情報であ
ると局が判断したものは公表する。」という記載が御座いますが、
公表する内容については事前に事業者側に連絡があるものと理解し
てよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

34 19 2 4
提案書に関するプレゼンテー
ション等の実施

プレゼンテーションの発表者について、資格等の条件はなく、また
構成企業からであれば誰が発表しても構わない（代表企業からでな
くても良い）との理解で宜しいでしょうか。

詳細内容（日時、場所及び実施方法等）については、プレゼンテー
ション前に応募者の代表企業に別途通知します。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

35 19 2 4
提案書に関するプレゼンテー
ション等の実施

プレゼンテーション及びヒアリングの出席者について、資格や人数
等の制約条件があれば教示願えないでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.34をご参照ください。

36 19 2 4
提案書に関するプレゼンテー
ション等の実施

プレゼンテーション及びヒアリングとありますが、プレゼンテー
ションとヒアリングは同日に行われる予定でしょうか。別日で行わ
れる予定でしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.34をご参照ください。

37 19 2 5 (1) ⑪ 応募者の構成等

設計建設JVの構成企業は令和7・8年度鹿児島市水道局建設工事競争
入札参加有資格者名簿に登録されている事が条件になっています
が、営業所、代表者、委任先などの変更があった際は、参加申請時
に提出した参加表明書・参加確認申請書・構成企業一覧・委任状の
訂正と、差し替えは必要でしょうか。また、提出期日は変更事項発
生時からの期日はありますか。

訂正および差替えは必要ありません。令和7・8年度鹿児島市水道局
建設工事競争入札参加有資格者名簿の登録変更の手続きを実施して
ください。変更があった際および名簿の登録変更が完了した際に
は、水道整備課河頭浄水場整備係にご連絡をお願いします。

38 21 2 5 (3) ①
設計業務を行う構成企業に必要
な資格

建設工事等競争入札参加資格名簿に、鹿児島事務所（契約委任）と
して登録しております。本業務へは他事業所から参加してもよいの
でしょうか。

募集要項P.21の（３）①のとおり、名簿に登録されていることが資
格要件となります。

39 21 2 5 (3) ⑤
設計業務を行う構成企業に必要
な資格

浄水場設計の要である機電設備の監視制御が含まれていない耐震補
強設計の実績でも浄水場の設計に必要な資格と認められるのでしょ
うか。

原文のとおりとします。

40 22 2 5 (4) ⑤
土木工事を行う構成企業に必要
な資格

『建設業法に従い、監理技術者又は主任技術者を選任で配置する
事。』と記載がございますが、特に施工実績及び従事役職は問わな
いと考えて宜しいでしょうか。

配置する監理技術者等について、必要な資格を有する者であれば施
工実績及び従事役職は問いませんが、優先交渉権者選定において、
従事する責任者の資格及び実績等を評価します。

41 22 2 5 (4) ⑤
土木工事を行う構成企業に必要
な資格

配置予定技術者の申請人数に上限はありますでしょうか。
提案時点での申請人数に上限はありませんが、事業開始後は１名と
してください。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

42 22 2 5 (4) ⑤
土木工事を行う構成企業に必要
な資格

監理技術者のコリンズ（登録内容確認書）登録時期は工事着手時期
と同じと考えて宜しいでしょうか。
また土木、建築の施工時期が異なる場合はそれぞれの着手時期に選
任で配置すれば良いものと考えて宜しいでしょうか。

【前段】
ご理解のとおりです。
なお、工事着手とは水道工事一般仕様書（鹿児島市水道局）に記載
のとおり、工事開始日以降の実際の工事のための準備工事（現場事
務所等の建設又は測量を開始することをいい、詳細設計を含む工事
にあたってはそれを含む）の初日となります。

【後段】
施工時期が異なる場合であっても工事着手時期に監理技術者を配置
してください。

43 22 2 5 (4) ⑤
土木工事を行う構成企業に必要
な資格

工事期間が長期間となる事が予想されます。監理技術者等の途中交
代は可能と考えて宜しいでしょうか。

申請した技術者と同等以上の資格及び実績を有する者であれば変更
可能です。

44 22 2 5 (4) ⑤
土木工事を行う構成企業に必要
な資格

競争参加申請受付時に提出した配置予定技術者を、契約開始時点で
変更可能（同等以上の者）との解釈で宜しいでしょうか。
また、契約時から工事着手時までは設計期間があるため、工事着手
時点においての変更（同等以上の者）は可能でしょうか。
他工種においても同様の理解でよろしいでしょうか。

【前段】
ご理解のとおりです。

【後段】
募集要項に関する意見、質問への回答
No.43をご参照ください。

45 23 2 5 (6) ⑤
機械設備工事を行う構成企業に
必要な資格

建設業法に従い監理技術者等を専任配置と記載がありますが､機械設
備工事に配置する監理技術者等の資格は「機械器具設置」もしくは
「水道施設」のどちらでも宜しいでしょうか。

「機械器具設置」に限ります。

46 23 2 5 (6) ⑤
機械設備工事を行う構成企業に
必要な資格

機械設備工事には工場製作を含みます。工場製作期間の監理技術者
は監理技術者制度運用マニュアルに従い、専任を要しない理解で宜
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

47 23 2 5 (6) ⑤
機械設備工事を行う構成企業に
必要な資格

「監理技術者制度運用マニュアルについて」の二一二（４）①に
「一般的な交代の条件として、工場から現地へ工事の現場が移行す
る場合などが考えられ、注文者と合意がなされた場合に認められ
る」との記載があります。このことから、工場製作期間から現地据
付期間へ移行する際には、同等以上の技術力を有する技術者である
ことを条件として、監理技術者の交代を認めていただけるとの理解
で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

48 23 2 5 (6) ⑤
機械設備工事を行う構成企業に
必要な資格

本事業の設計・建設工事期間は令和9年3月上旬～令和17年10月1日
が予定されており、現地据付期間が複数年に渡るものになっていま
す。申請した監理技術者等の工期途中での変更は可能でしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.43をご参照ください。

49 23 2 5 (6) ⑤
機械設備工事を行う構成企業に
必要な資格

本事業の設計・建設工事期間は令和9年3月上旬～令和17年10月1日が
予定されており、現地据付期間が複数年に渡るものになっていま
す。配置予定の監理技術者等を複数名申請することは可能でしょう
か。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.41をご参照ください。

50 23 2 5 (7) ④
電気設備工事を行う構成企業に
必要な資格

「急速ろ過方式に係る浄水場の集中監視及び計装設備一式等」とあ
りますが、「等」には他にどのような設備が含まれるか教示願えな
いでしょうか。

「等」には、負荷設備、現場操作盤などを含みます。

51 23 2 5 (7) ⑤
電気設備工事を行う構成企業に
必要な資格

参加表明書申請時に提出する配置予定技術者を、契約開始時点で変
更可能（同等以上の者）との理解で宜しいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.43をご参照ください。

52 23 2 5 (7) ⑤
電気設備工事を行う構成企業に
必要な資格

契約時から工事着手時までは設計期間があるため、提案書提出時に
提出する配置予定技術者を工事着手時点において変更する事（同等
以上の者）は可能でしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.43をご参照ください。

53 23 2 5 (7) ⑤
電気設備工事を行う構成企業に
必要な資格

監理技術者について、専任で配置する事の記載がございますが、機
器製作期間と現場期間で分ける事が出来るという理解で宜しいで
しょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.43をご参照ください。

54 23 2 5 (7) ⑤
電気設備工事を行う構成企業に
必要な資格

監理技術者について、専任で配置する事の記載がございますが、機
器製作期間については非専任という理解で宜しいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.46をご参照ください。

55 23 2 5 (7) ⑤
電気設備工事を行う構成企業に
必要な資格

監理技術者について、専任で配置する事の記載がございますが、各
工種の開始時期から各工種の監理技術者を配置するという理解で宜
しいでしょうか。

原則、各工種の施工開始時期が異なる場合であっても、工事着手時
期に専任での監理技術者を配置してください。なお、工事着手とは
水道工事一般仕様書（鹿児島市水道局）に記載のとおり、工事開始
日以降の実際の工事のための準備工事（現場事務所等の建設又は測
量を開始することをいい、詳細設計を含む工事にあたってはそれを
含む）の初日となります。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

56 23 2 5 (7) ⑤
電気設備工事を行う構成企業に
必要な資格

監理技術者と現場代理人は兼任出来るという理解で宜しいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

57 23 2 5 (7) ⑤
電気設備工事を行う構成企業に
必要な資格

「監理技術者又は主任技術者を専任で配置すること。」と記載が御
座いますが、機器製作期間と工事期間において、技術者の変更は可
能であるという理解でよろしいでしょうか。また、専任期間の開始
は各工種開始時という理解でよろしいでしょうか。

【前段】
募集要項に関する意見、質問への回答
No.43をご参照ください。

【後段】
募集要項に関する意見、質問への回答
No.55をご参照ください。

58 23 2 5 (8)
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

参加表明書に添付する技術者と技術提案書に記載する配置予定技術
者は、必ずしも一致しないという理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

59 24 2 5 (8) ②
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

「営業に関し法令上許認可を必要とする場合において、当該許認可
を得ているものであること」とありますが、許認可を必要とする場
合とはどのようなことを想定されておりますでしょうか。
また、当該許認可とはどのような許認可を想定されておりますで
しょうか。

地下燃料タンク点検業務に必要な廃棄物の処理及び清掃に関する法
律の規定に基づく産業廃棄物収集運搬業の許可など、各業務に必要
な許認可を想定しています。

60 24 2 5 (8) ④
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

「水道技術監理者の資格を有する者を1人以上雇用していること」の
条件は、維持管理JVの代表構成員が満たしていなくても、構成企業
の1者が満たしていれば良いとの理解で宜しいでしょうか。

主たる業務を担う構成企業が満たす必要があります。

61 24 2 5 (8) ④
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

「水道法施行令（昭和32 年政令第336 号）第7 条に規定する水道技
術管理者の資格を有する者を1 人以上雇用していること。」との条
件については、業務内容に運転監視操作業務が含まれていないた
め、本業務に求められる資格としては厳しいものと考えます。地元
企業の活用の点からも本資格要件を除外していただけないでしょう
か。

原文のとおりとします。

62 24 2 5 (8) ⑤
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

「学校教育法（昭和22 年法律第26 号）による高等学校以上の学校
において電気又は機械のいずれかに関する学科を修めて卒業してい
ること」との条件については人員確保が困難となる為、除外してい
ただけないでしょうか。

原文のとおりとします。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

63 24 2 5 (8) ⑤
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

「水道法（昭和32 年法律第177 号）第3 条第2 項に規定する水道事
業（ただし、同条第3 項の簡易水道事業を除く。）における浄水施
設又は取水施設の維持管理業務について、3 年以上の実務経験を有
していること」との条件については、本案件では運転管理を行わな
いことと人員確保が困難となることから、除外していただけないで
しょうか。

原文のとおりとします。

64 24 2 5 (8) ⑤,⑥
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

⑤⑥の要件については1人で兼ねることも可能という認識でよいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

65 24 2 5 (8) ⑥
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

現場作業（日常保守点検業務の中で、電気に関する作業に従事する
際に必要に応じて）に配置できることとは、資格者の常駐が要件で
はなく、必要な業務を行う際に配置できるようにすることと理解し
て宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

66 24 2 5 (8) ⑥
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

「次の要件を全て満たす者を1人以上雇用していること」の第3項の
条件に「現場作業に配置できること」とあります。これは、現場作
業に配置できる技術者（資格等は問われない）を1人以上雇用してい
れば良いのか、それとも第1項の資格、第2項の講習終了の条件を満
足する技術者を現場作業に配置する必要があるのか、どちらでしょ
うか。

後段の「それとも」以降のとおりです。

67 24 2 5 (8) ⑥
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

第3項に「現場作業に配置できること」とありますが、本条件は
P11、イ　維持管理業務に記載のどの業務の現場作業に適用されるの
か教示願えないでしょうか。

募集要項に記載のとおり、日常保守点検の中で、電気に関する作業
に従事する際に必要に応じて配置する想定です。

68 24 2 5 (8) ⑦
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

対象となる案件について、本案件同等の業務範囲のみでなく、運転
管理・保守保全を含む維持管理実績との解釈でよろしいでしょう
か。

原文のとおりとしますが、同等以上の実績は可です。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

69 24 2 5 (8) ⑦
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

「過去10 年以内に元請として、水道法第3 条第2 項に規定する水道
事業（ただし、同条第3項の簡易水道事業を除く。）における取水施
設又は浄水施設の維持管理業務について、継続して5 年以上の実績
を有していること」との条件に付きましては、業務内容に運転監視
操作業務が含まれていないため、本業務に求められる資格としては
厳しいものと考えます。地元企業の活用の点からも本要件を除外し
ていただけないでしょうか。
または、「鹿児島市内に営業所・本支店をかまえるもの」もしくは
「鹿児島市水道工事に関する指名競争入札をうけるもの」といった
条件でもお認め頂けるようにしていただけないでしょうか。

原文のとおりとします。

70 24 2 5 (8) ⑧
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

自家用電気工作物点検業務について、「現場責任者として、電気事
業法（昭和 39 年法律第 170 号）第 44 条第 1 項第 1 号から第 3
号に規定する電気主任技術者の資格を有して 3 年以上の者を配置で
きること。」と記載がございますが、電気主任技術者の外部委託承
認制度の使用は可能という理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

71 24 2 5 (8) ⑧
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

本要件については構成企業だけではなく、協力企業もしくは再委託
業者が有することでも可としていただけないでしょうか。

自家用電気工作物点検業務の際に有資格者が配置できることを求め
ているため、協力企業もしくは再委託業者が有することでも可とし
ますが、参加表明書の提出の際には、配置できることが分かる書類
をご提出ください。

72 24 2 5 (8) ⑧
維持管理業務を行う構成企業に
必要な資格

本業務実施時における資格所有者は構成企業が配置できることを要
件としているものであり、構成企業のうちどちらか一社に直接雇用
されているものの配置を求めていないという理解で宜しいでしょう
か。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.71をご参照ください。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

73 24 2 5 (9) 参加資格確認

応募者の参加資格について、参加資格を有しているかについて確認
する。とありますが、確認の為の提出資料の内、技術者の雇用を証
明する書類として、下記①②③の内最も該当する書類をご教授願い
ます。
①雇用保険被保険者資格取得等確認通知書
　雇用年月日（被保険者となった日）、本人氏名あり、事業所の記
載はございます。
　入社時に発行される書類のため、有していることで雇用されてい
ることの証明になりますが、直近の日付等の記載はございません。
 
②健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書
　雇用年月日の記載なし、本人氏名、事業所は番号の記載あり。
　毎年発行されるため令和7年発行のものがあり、直近の日付を確認
できます。
 
③雇用証明書または在籍証明書
　雇用年月日～直近の日付まで網羅していますが、公共機関発行で
はありません。

下記の点が確認出来れば問題ありません。
・雇用年月日(雇用保険の資格取得年月日)、本人氏名、事業所名称
・可能な限り直近まで（概ね1年以内）雇用されていること

①及び②で満足するかと思いますが、②が個人情報等の問題で提出
が出来ない場合は、①及び③の提出で構いません。

なお、マイナポータルでの医療保険の資格情報などで上記が確認出
来る場合は、①、②、③以外の書類の提出でも構いません。

74 24 2 6
地元企業への発注及び市内産品
の活用

「構成企業（地元企業）の分担工事額、協力企業（地元企業）への
工事及び業務の一部の発注額及び地元企業からの資材等の購入額
（いずれも維持管理業務を除く）の合計額が見積金額（設計・建設
工事）の２０％を超えるように努めること。」とあり、努力目標の
ようにも捉えられますが、この地元企業への分担率も設計及び建設
工事請負契約書（案）に記載の違約金に該当するという理解で宜し
いでしょうか。
また、分担率については、結果的に提出書類作成要領及び様式集の
（様式Ⅲ-3-③）設計・建設工事段階における地元企業への分担率に
関する誓約書に記載する内訳と変更になっても、最終的な地元企業
への分担率が20%以上であれば問題ないという理解で宜しいでしょう
か。

２０％は努力目標ですが、「地域貢献への貢献に関する提案」の技
術評価点に影響します。
提案した地元企業への分担率を下回った場合は、設計及び建設工事
請負契約書（案）に記載の要求水準又は提案内容未達の場合の措置
の違約金に該当します。
分担率については、結果的に提出書類作成要領及び様式集の（様式
Ⅲ-3-③）設計・建設工事段階における地元企業への分担率に関する
誓約書に記載する内訳と変更になっても、最終的な地元企業への分
担率が提案した分担率以上であれば問題ありません。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

75 24 2 6
地元企業への発注及び市内産品
の活用

「構成企業（地元企業）の分担工事額、協力企業（地元企業）への
工事及び業務の一部の発注額及び地元企業からの資材等の購入額
（いずれも維持管理業務を除く）の合計額が見積金額（設計・建設
工事）の２０％を超えるように努めること。」とあり、努力目標の
ようにも捉えられますが、この地元企業への分担率も設計及び建設
工事請負契約書（案）に記載の違約金に該当するという理解でよろ
しいでしょうか。また、分担率については、結果的に提出書類作成
要領及び様式集の（様式Ⅲ-3-③）設計・建設工事段階における地元
企業への分担率に関する誓約書に記載する内訳と変更になっても、
最終的な地元企業への分担率が20%以上であれば問題ないという理解
でよろしいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.74をご参照ください。

76 24 2 6
地元企業への発注及び市内産品
の活用

地元企業及び市内産品の活用は、事業者選定の評価対象となるで
しょうか。
対象となる場合、協力企業の数、協力企業への発注金額、市内産品
や地元企業からの資機材の購入金額等、どのような評価基準となる
か教示願えないでしょうか。

評価に関する回答は差し控えます。

77 24 2 6
地元企業への発注及び市内産品
の活用

受注後、諸事象による要因によって、構成企業（地元企業）の分担
工事額、協力企業（地元企業）への工事及び業務の一部の発注額及
び地元企業からの資材等の購入額（いずれも維持管理業務を除く）
の合計見積金額（設計・建設工事）の割合が提案時の割合よりも下
回ってしまった場合の対応についてご教示ください。

提案した地元企業への分担率を下回った場合は、設計及び建設工事
請負契約書（案）に記載の提案内容未達の場合の措置の違約金に該
当します。

78 24 2 6
地元企業への発注及び市内産品
の活用

「地元企業を活用し、構成企業（地元企業）の分担工事額、協力企
業（地元企業）への工事及び業務の一部の発注額及び地元企業から
の資材等の購入額（いずれも維持管理業務を除く）の合計額が見積
金額（設計・建設工事）の２０％を超えるように努めること。 」と
いう記載が御座いますが、２０%を下回る場合のペナルティ・罰則は
無いとの理解でよろしいでしょうか。その代わり、「地域貢献への
貢献に関する提案」の技術評価点が満点３５点のうち０点になると
いう理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

79 25 2 7 (2) 事業費限度額の積算基準日
積算基準日から契約締結まで1年以上ありますが、この間に物価変動
が発生した場合、どのように取り扱うお考えでしょうか。

国の通知等に準じて、対応します。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

80 26 2 8 (5) 審査及び最優秀提案者の選定

「意見聴取委員は・・・専門家としての意見を述べる」、「事業者
選定委員会は・・・提案内容を総合的に評価したうえで最終審査を
行い・・・」とあります。意見聴取委員は技術提案書等の評価（採
点）は行わず、評価（採点）は事業者選定委員会が行うとの理解で
宜しいでしょうか。

評価に関する回答は差し控えます。

81 27 2 8 (10) 提出書類の取扱い

募集要項において、情報公開条例に関する記載が追記されており、
「・・・応募者に対し、意見書を提出する機会を与える・・・」と
あります。
提案書等には事業者の独自提案事項やノウハウ等が含まれるため、
応募者が非開示を要望した情報（提案書の内容や範囲）については
開示されないとの理解で宜しいでしょうか。

意見書で出された意見には配慮しますが、意見書のとおりとなると
は限りません。

82 27 2 8 (10) 提出書類の取扱い

情報公開条例の規定による請求があった場合、「・・・応募者に対
し、意見書を提出する機会を与える・・・」とあります。
提案書等には事業者の独自提案事項やノウハウ等が含まれるため、
応募者が非開示を要望した情報（提案書の内容や範囲）については
開示されないとの理解で宜しいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.81をご参照ください。

83 27 2 8 (10) 提出書類の取扱い

募集要項において、情報公開条例に関する記載が追記されており、
「・・・応募者に対し、意見書を提出する機会を与える・・・」と
あります。提案書等には事業者の独自提案事項やノウハウ等が含ま
れるため、応募者が非開示を要望した情報（提案書の内容や範囲）
については開示をしないようご配慮いただけますでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.81をご参照ください。

84 27 2 8 (10) 提出書類の取扱い

「提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等、日
本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている
事業手法、工事材料、施工方法、維持管理方法等を使用したことに
より生じる責任は、原則として応募者が負う。」と記載がございま
すが、自社ではない第三者の権利対象の工法等の使用によって生じ
る責任を応募者が負うことは難しいため（権利対象ではないた
め）、適宜協議とさせて頂けますでしょうか。

原文のとおりとします。

85 27 2 8 (10) 提出書類の取扱い

「局は、本事業の公表及びその他必要と認めるときには、提案書の
全部又は一部を無償で使用できるものとする。」と記載が御座いま
すが、使用する際には事前に、事業者へ開示する旨をご連絡いただ
けますでしょうか。

原則、水道局の判断で使用します。
ただし、事前に事業者への確認が必要と考えられる場合はその限り
ではありません。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

86 27 2 8 (10) 提出書類の取扱い

「局は・・・提案書の全部又は一部を無償で使用できるものとす
る」とありますが、提案書には事業者の検討事項やノウハウ等が含
まれるため、貴局から事前に事業者に使用する目的、範囲等を提示
していただき、事業者が認めた場合に（事業者が認めた内容、範囲
に限り）使用できるとの理解で宜しいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.85をご参照ください。

87 27 2 8 (10) 提出書類の取扱い
著作権について、提案書の内容を貴局が公表する場合は、事前に応
募者に公表内容について確認があり、双方合意した内容が公表され
るという理解で宜しいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.85をご参照ください。

88 27 2 8 (11) 募集の中止等

「事業者の募集及び優先交渉権者の決定の過程のなかで、応募者が
いない、あるいは局がプロポーザルを公正に執行することができな
いおそれがあると判断した場合には、すでに公表もしくは通知した
事項の変更又は本事業を延期もしくは中止することがある。」と記
載がございますが、応募者が1グループであった場合は本事業は延期
または中止されますでしょうか。

応募者が1グループという理由のみで本事業の延期または中止はあり
ません。

89 27 2 8 (11) 募集の中止等
応募者が1グループの場合でも、プロポーザルは執行されるとの理解
で宜しいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.88をご参照ください。

90 28 2 9 (1) 事業契約の締結

「優先交渉権者決定の通知日の翌日から上記契約の締結までの間、
優先交渉権者が参加資格要件を欠くに至った場合、局は優先交渉権
者と事業契約を締結しない場合がある」とありますが、事業契約を
締結しない場合として、どのような条件を想定されているのか教示
願えないでしょうか。

参加資格要件を欠くに至った場合、個別の事案を勘案して判断しま
す。

91 29 3 1 基本的な考え方

「不可抗力等の当事者の責に帰すことのできないないリスクについ
てはこの限りでない」とありますが、住民反対運動による工事の中
断に起因する工期延伸や工事費の増大はこの場合に該当し、設計変
更協議の対象であるとの理解で宜しいでしょうか。

本事業の実施そのものに対する住民反対運動が発生したことにより
工事の中断が生じた場合、工期や工事費は設計変更協議の対象とな
ります。

92 29 3 2 予想されるリスクと責任分担
発注者から開示された資料からは読み取れない情報に起因する条件
変更や、情報の不適合が生じた場合は発注者負担と考えてよろしい
でしょうか。

事業者は、水道局が開示した募集要項等の情報に限らず、予見する
ために必要な情報を入手して事業の遂行をお願いします。
そのうえで発生した条件変更等が合理的に予見できない事象に起因
するものである場合は事業者の帰責事由にはなりません。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

93 29 3 3 事業の実施状況のモニタリング
貴局が実施するモニタリングについて、貴局自体で行うのか、ある
いは第三者に委託するのか、どちらでしょうか。

検討中です。

94 29 3 3 事業の実施状況のモニタリング
貴局のモニタリング体制・頻度（タイミング）についてご教示くだ
さい。
また、モニタリングの一部を民間企業に委託されるのでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.93をご参照ください。

95 29 3 3 (1) 設計・建設工事段階

設計業務に関して定期及び随時検査を行う旨の記載がございます
が、部分的な設計が完了し、残りの設計業務に影響のない場合は、
合格した対象部分から工事着工できるものと考えてよろしいでしょ
うか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.13をご参照ください。

96 29 3 3 (2) 維持管理段階
サービス対価の減額処置を行うとありますが、その手法や金額割合
などについてご教授願います。

維持管理業務委託契約書（案）をご参照ください。

97 31 4 1 ②
更新用地
(図4-1：赤色部分)

更新用地と記載された斜面部分の用途をご教示ください。 用途は更新のための用地です。具体的な用途は提案となります。

98 その他
貴局の施工管理体制についてご教示ください。
また、施工管理業務を民間企業に委託されるのでしょうか。

検討中です。

99
別紙1
想定する事業実施体制

協力企業は複数の応募グループに加わることができるとの理解で宜
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

100
別紙1
想定する事業実施体制

事業者によるSPC（特別目的会社）設立は任意とするとありますが、
SPC設立費や運営費はPSCとして計上していないが、設立による運営
の安定性は評価するという認識でよろしいでしょうか。PSCとして計
上しておらず、評価をされない場合は、削除していただきたいと思
います。

評価についての回答は差し控えます。

101
別紙2 リスク分担表 1/4
契約手続き

「事業者の責めに帰すべき事由による契約締結の遅延、中止」につ
いて具体的にご教示いただけますでしょうか。

一例として、社内決裁の遅延、提出書類の不備、虚偽報告、不祥
事、倒産等によるものです。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

102
別紙2 リスク分担表 1/4
終了手続き

「契約終了手続きに伴う、諸費用の発生及び事業会社の清算手続き
に関するもの」について具体的にご教示いただけますでしょうか。

一例として、SPCの解散に伴う手続き等によるものです。

103
別紙2 リスク分担表 1/4
法制度

法制度の新設・変更によるリスクは、全て局という理解でよろしい
でしょうか。ご教示ください。

本事業に係るものは水道局ですが、本事業によらず企業として順守
すべき法制度に関するものは事業者となります。

104
別紙2 リスク分担表 1/4
法制度

「上記以外の法制度の新設・変更によるもの」について具体的にご
教示いただけますでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.103をご参照ください。

105
別紙2 リスク分担表 1/4
法制度

本事業以外の法制度の新設・変更に伴う費用は事業者負担と理解し
ております。一方で、法制度の新設・変更について、合理的な回避
手段が無く、かつ費用インパクトが一定値を超える場合に協議とす
る運用基準の設定の検討可否についてご教示願います。

原文のとおりとします。

106
別紙2 リスク分担表 1/4
法制度

「上記以外の法制度の新設・変更によるもの」が事業者の分担に
なっていますが、上記以外のもの全てが事業者の責では、事業者側
が過度なリスク計上を行うことに繋がるため、事象の内容に応じて
協議し、局・事象者どちらが負担するという事に変更いただけない
でしょうか。

原文のとおりとします。

107
別紙2 リスク分担表 1/4
法制度

本事業に直接関わらない法制度についても事業者側ではリスクを想
定することは困難なため、貴局側のリスクとしていただけないで
しょうか。

原文のとおりとします。

108
別紙2 リスク分担表 1/4
税制変更

税制度の新設・変更によるリスクは、全て局という理解でよろしい
でしょうか。ご教示ください。

事業者が負担すべき税を水道局が負担することはございません。

109
別紙2 リスク分担表 1/4
第三者賠償リスク

不可抗力に起因した第三者災害は、局がリスクを負担する理解でよ
ろしいでしょうか、ご教示ください。

不可抗力に起因した第三者災害は想定が困難であるため、事象によ
り判断いたします。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

110
別紙2 リスク分担表 1/4
第三者賠償リスク

事業者が行う業務により第三者に損害等を与えた場合及び契約不適
合責任期間中の施設の契約不適合により第三者に損害等を与えた場
合の賠償責任について、事業者負担が原則と理解しました。一方、
予見不可能な地中障害や第三者による加害行為など、事業者に帰責
性がない場合に、損害発生時の費用・工期等（保険てん補後の超過
分の取り扱いを含む）について限定的な協議事項として個別にご検
討頂くことは可能でしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.109をご参照ください。

111
別紙2 リスク分担表 1/4
住民対応

「事業者が行う業務（調査・設計・工事・維持管理）に関する地元
合意形成等であって、事業者の責めに帰すべき事由によるもの」に
ついて、地元合意形成は通常発注者である局の責任と考えますが、
事業者の責とする具体例をご教示いただけますでしょうか。

一例として、工事による騒音、振動等に対する地域住民への配慮・
ご意見への対応等が考えられます。

112
別紙2 リスク分担表 1/4
住民対応

「事業者が行う業務（調査・設計・工事・維持管理）に関する地元
合意形成等であって」とありますが地元合意形成等の「等」とあ
り、その「等」にはお知らせや説明が想定されると思いますが、他
に何を想定されているのかご教示願います。それ以外に想定される
業務がない場合には「等」を削除いただくことは可能でしょうか。

「等」は、事業者提案や地元からの要望により想定以外のものも発
生する可能性があることから、原文のとおりとします。

113
別紙2 リスク分担表 1/4
想定外業務

事業者が善良な管理者として注意を払っても避けられず想定外業務
による損害は局のリスク分担とすべきではないでしょうか。

想定外業務による損害は想定が困難であるため、事象により判断い
たします。

114
別紙2 リスク分担表 1/4
想定外業務

事業者の管理義務の不履行等により発生した第三者の加害行為によ
る事業変更・施設運転停止・事業継続の不履行に対し、事業者のリ
スクに▲がついていますが、具体的にどのようなものを貴局として
想定しているのでしょうか。

一例として、事業者の施錠忘れによる第三者の侵入等が想定されま
す。

115
別紙2 リスク分担表 1/4
安全確保

「事業者が行う業務（調査・設計・工事・維持管理）における安全
性の確保」で事業者側のリスクとなっていますが、工事段階中に市
の職員の現場立ち入りや電気保安協会・埋設企業の点検業務で、事
業者の責に無い事故が発生した場合は、各人の所属機関の責である
との理解で宜しいでしょうか。

事業者が実施すべき安全性の確保がされた状態で事業者の責に無い
事故が発生した場合は、ご理解のとおりです。

116
別紙2 リスク分担表 1/4
物価変動

別紙2リスク分担表1/4にある「物価変動」に関し、2/4の表外に※2
として「一定の割合を超える費用負担は局、それ以上は事業者が負
担する」とありますが、一定の割合について具体的にご教示願いま
す。

設計及び建設工事請負契約書（案）並びに維持管理業務委託契約書
（案）をご参照ください。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

117
別紙2 リスク分担表 1/4
物価変動

「事業期間中（維持管理を含む）の物価変動」について、一定の割
合を超える費用負担は局、それ以外は事業者が負担するとあります
が、「一定の割合」の規準をご教示ください。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.116をご参照ください。

118
別紙2 リスク分担表 1/4
物価変動

【共通－資金－物価変動】に関して、※2に記載の「一定の割合」に
ついて、「一定の割合」の規準をご教示ください。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.116をご参照ください。

119
別紙2 リスク分担表 1/4
物価変動

物価変動について、内閣府ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン
（令和６年改定版 ）の通り、物価変動対応の基準値（事業費の何%
以上で対応等）、対象となる基準日（提案書提出日、契約時等）を
明確にして頂きますようにお願い致します。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.116をご参照ください。

120
別紙2 リスク分担表 1/4
物価変動

「※2 一定の割合を超える費用負担は局、それ以外は事業者が負担
する。」と記載が御座いますが、提案時のリスク費として計上する
ため公平性の観点から上限額をご教示ください。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.116をご参照ください。

121
別紙2 リスク分担表 1/4
物価変動

物価変動について、内閣府ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン
（令和６年改定版 ）の通り、予定価格に最新の実勢価格や統括管理
等に要する費用を適切に反映させるほか、契約金額改定の基準とな
る物価指数として市場価格への感応度が高いものを採用するなど、
物価変動への適切な対応を含め適正な価格の算出をお願い致しま
す。

双方協議により決定します。

122
別紙2 リスク分担表 1/4
各種負担金等

本事業に係る負担金等とありますが、貴局で想定されている負担金
があればご教示いただけないでしょうか。

現時点での事業者負担は、事業を進める中で申請が必要となる建築
基準法に基づく構造計算適合性判定や公共下水道区域外接続分担金
などを想定しております。なお、これらの費用は本事業の事業費限
度額の中で算定しております。

123
別紙2 リスク分担表 2/4
計画変更

原水水質の急変（施設の処理能力を超えた場合）とありますが、施
設の処理能力を超えなくても原水水質の急変、ならびにその継続に
よって設備の負荷が増加し、それに起因して要求水準以上の維持管
理業務が必要になる可能性も懸念されますが、そういった場合の負
担者は貴局であるという認識でよろしいでしょうか。

過去の実績から予見できない原水水質の急変に起因するものは、水
道局のリスクとなります。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

124
別紙2 リスク分担表 2/4
関係機関等の調整

「事業者の責めに帰すべき事由による事業の延期等に関するもの
（建築確認申請、電気・ガス事業者との調整等）」についてです
が、事業者は関連調整はしますが、電気事業者等の責による延期の
場合は責任を負いかねますがいかがでしょうか。

必要な調整を適切に行ったうえで、電気事業者等の責による延期の
場合は水道局のリスクとなります。

125
別紙2 リスク分担表 2/4
事業の中断等

「事業者の責めに帰すべき事由による事業の中断（事業者の経営破
綻、又は事業者の提供するサービス水準が一定のレベルを下回った
場合等）」とありますが、「一定のレベル」とは具体的どのような
ものを想定していますでしょうか。

要求水準書に示す条件となります。

126
別紙2 リスク分担表 2/4
不可抗力

別紙2（※3）にある「不可抗力は基本的に局負担だが、内容に応じ
て協議し事業者に一部負担を求める」について、想定さている事例
などをご教示いただけますでしょうか。

不可抗力事象の内容は想定が困難であるため、事象により判断いた
します。

127
別紙2 リスク分担表 2/4
不可抗力

「＊３基本的に局がリスクを負担するが、不可抗力事象の内容に応
じて協議し、事業者に一部負担を求める。」とありますが、想定さ
れる事業者側が負担するのはどの不可抗力事象の内容なのかご提示
いただけないでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.126をご参照ください。

128
別紙2 リスク分担表 2/4
不可抗力

例えば、原水に油分が混入しておりそれを処理してしまった場合、
設備修復等のリスクを抱えることとなります。事業者側でコント
ロールできない事象であるため、油分混入により設備修復等が発生
した場合は不可抗力として取り扱っていただけるという認識でよろ
しいでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.126をご参照ください。

129
別紙2 リスク分担表 2/4
不可抗力

事業者に一部負担を求める不可抗力事象とはどのようなものを想定
していますでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.126をご参照ください。

130
別紙2 リスク分担表 2/4
不可抗力

【共通－変更・中断－不可抗力】に関して、※3に「事業者に一部負
担を求める」とありますが、事業者の負担割合や負担内容等につい
て、具体的に提示していただけないでしょうか。

設計及び建設工事請負契約書（案）、維持管理業務委託契約書
（案）をご参照ください。

131
別紙2 リスク分担表 2/4
不可抗力

「※3 基本的に局がリスク負担するが、不可抗力事象の内容に応じ
て協議し、事業者に一部負担を求める。」と記載が御座いますが、
提案時のリスク費として計上するため公平性の観点から上限額をご
教示ください。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.130をご参照ください。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

132
別紙2 リスク分担表 3/4
測量・調査

トンネル部の地質調査結果が提示されていません。前提条件として
提示をお願いいたします。

トンネル部周辺の地質調査結果は、実施方針等に関する閲覧資料及
び募集要項等に関する説明及び現地見学会時に希望者に配付したDVD
の資料をご覧ください。
また、配付したDVDの中にある調査結果以外のものは、募集要項P.13
の表2-1　事業者の募集及び選定スケジュールの中の「資料閲覧、現
場調査及び技術的対話（第一、二回）」時にご覧ください。

133
別紙2 リスク分担表 3/4
測量・調査

トンネル部分の地質調査結果をご提示願います。
募集要項に関する意見、質問への回答
No.132をご参照ください。

134
別紙2 リスク分担表 3/4
測量・調査

トンネル部の地質調査結果につきまして、地質調査の結果が提示さ
れておりません。地質調査結果の御提示をお願いします。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.132をご参照ください。

135
別紙2 リスク分担表 3/4
測量・調査

「上記以外の測量・調査に関するもの」が事業者の分担になってい
ますが、上記以外のもの全てが事業者の責では、事業者側が過度な
リスク計上を行うことに繋がるため、「事業者の責めに帰すべき事
由によるもの」に変更いただけないでしょうか。

原文のとおりとします。

136
別紙2 リスク分担表 3/4
設計

「事業者の提案による変更又は事業者が実施した設計の不備による
もの」に以下の文章を追記いただきたく事は可能でしょうか。
「ただし、その他の諸官庁等の指導で条件が付されたことにより、
設計・建設内容に追加や変更が生じた場合は、局がリスクを負担す
る。」

原文のとおりとします。

137
別紙2 リスク分担表 3/4
用地

「事業用地以外の建設に要する用地の追加的確保」についてです
が、追加的確保とは具体的どのようなものを想定していますでしょ
うか。

現時点では、現場事務所、作業員駐車場、資材置き場等の設置に必
要な用地を想定しております。

138
別紙2 リスク分担表 3/4
用地

「土壌汚染、地中障害物（残置廃棄物、不発弾等）、既存資料（地
下埋設物、撤去対象施設等）及び現地で把握あるいは予見が不可能
な地下埋設部に関するもの。」に以下の文章を追記いただく事は可
能でしょうか。
「なお、地下埋設物には自然由来の岩や転石等を含む」

原文のとおりとします。

ページ 21 / 87



募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

139
別紙2 リスク分担表 3/4
工事費増大

「上記以外の事由による工事費増大」についてですが、物価上昇な
ど事業者の責めに帰さない事由により工事費が増大した場合は局の
リスク分担とさせていただけますでしょうか。

個別の事案を勘案して、双方協議により判断します。

140
別紙2 リスク分担表3/4
工事費増大

「上記以外の事由による工事費増大」が事業者の分担になっていま
すが、上記以外のもの全てが事業者の責では、事業者側が過度なリ
スク計上を行うことに繋がるため、「事業者の責めに帰すべき事由
によるもの」に変更いただけないでしょうか。

原文のとおりとします。

141
別紙2 リスク分担表 3/4
工事監理・工事現場監督

「工事監理業務」は水道局にて行うこととなっておりますが、国土
交通省の官庁営繕事業において、「設計意図伝達業務」は設計業務
が終了しないと委託すべき業務内容や業務量が決まらないため、設
計業務と別契約と定められています。「設計意図伝達業務」は別契
約と考えて宜しいでしょうか。

本事業に含まれます。

142
別紙2 リスク分担表 4/4
要求水質の未達成
要求水量の未達成

【維持管理－要求水質・要求水量の未達成】に関して、本事業の維
持管理業務には運転管理業務や施設・設備の修繕・更新は含まれず
保守点検業務等のみであるため、事業者の責任で要求水質・要求水
量を担保することは困難と考えます。
事業者の責に帰すべき事由として、どのような事項を想定されてい
るのか教示願えないでしょうか。

要求水準書に示す点検頻度及び点検内容が適切に履行されなかった
ことに起因する機器の故障により、要求水質・要求水量が要求水準
で示した条件を満たせなかった場合等を想定しています。

143
別紙2 リスク分担表 4/4
施設性能（新設施設）

更新後、部分引渡しを行う可能性はございますでしょうか。可能性
がある場合は別途、維持管理上のリスク分担についてご教授願いま
す。

部分引渡しを行う可能性はあります。引渡した設備等のリスク分担
については個別に協議及び方針決定します。

144
別紙2 リスク分担表 4/4
施設の損傷

「上記以外の施設の損傷に関するもの」は貴局が負担者になってお
ります。維持管理業務について、貴局と事業者が共同で実施する項
目があるかと存じますので、明らかに事業者の責めに帰すべき事由
でなく、責任の所在が不明な場合は、貴局に負担して頂けるという
理解で宜しいでしょうか。

責任の所在が不明な場合の想定が困難であるため、事象により判断
します。
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募集要項に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

145
別紙2 リスク分担表 4/4
事業終了時の施設の状況

【維持管理－契約終了段階－事業終了時の施設の状況】に関して、
「事業終了時の施設状況の要求水準の未達成が事業者負担となって
いますが、要求水準書には「事業終了時（維持管理期間終了時）の
施設状況の要求水準」が記載されていません。
また、維持管理業務には「実用上支障のない状態に維持するための
補修」が含まれていますが、施設や設備の修繕や更新は業務範囲外
（貴局が発注）のため、事業終了時における施設状況の要求水準の
内容によっては事業者の責任では達成できないことが考えられま
す。
これらを踏まえて、具体的な要求水準について提示願えないでしょ
うか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.21をご参照ください。

146
別紙2 リスク分担表
項目外

別紙２リスク分担表には、金利確定前後の金利変動の取扱いに関す
る記載がありません。以下の点について基準をお示し頂くことは可
能でしょうか。
・基準金利の確定時点と、その前後での金利変動リスクの取扱いに
係る線引きについて。例えば、基準金利の確定前は一定幅を超えた
大きな変動があった時に協議し、確定後は原則事業者負担とする
等。
・通常合理的に予見可能な水準を超える金利変動について、統一的
なトリガーの設定。例えば、長期スワップ指標に対する±●bp超、
資金調達コストの●％超増加 等。

原文のとおりとします。

147
別紙2 リスク分担表
項目外

事業者は開示資料を基に技術検討を行い、提案設計を行い応札額を
決定します。しかしながら、事業者に選定された後、追加調査を行
い、あらためて技術検討と基本・実施設計を行った結果、どうして
も提案設計の内容を変更する必要性が生じ、想定された事業費を増
加せざるを得ないケース（例：基礎の種類、範囲や深さ等）もあり
ます。こういった場合、設計変更の対象となるという理解でよろし
いでしょうか。

提案段階で予見できない事象については、設計変更の対象となりま
す。ただし、事業者の提案時の検討が不十分であった場合やミスに
よる変更については事業者の責となります。

148 別紙3
別紙3（PDFファイル）のCADデータ（DWG, DXFファイル等）をご提供
いただくことは可能でしょうか。

CADデータは、実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に関する
説明及び現地見学会時に希望者に配付したDVDの資料をご覧くださ
い。

149 別紙3
測量結果を踏まえた更新用地平面図の図面データ（CADデータ）を提
供願えないでしょうか。

募集要項に関する意見、質問への回答
No.148をご参照ください。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

1 2 1 2 (8) 遵守すべき関係法令等

「下請け契約又は再委託契約においては、当該許認可を有する者に
発注又は委託すること」とありますが、本事業における下請け契約
又は再委託契約で許認可が必要となる工事や業務として、どのよう
なものが該当すると想定されているでしょうか。

設計建設業務では測量調査や地質調査など、維持管理業務では地下
燃料タンク点検の産業廃棄物処理などが該当すると想定していま
す。

2 4 1 2 (9) 健康診断
記載の従事者は、現場常駐者と同義である理解でよろしいでしょう
か。

水道法第21条の規定によります。

3 4 1 2 (9) 健康診断
健康診断の対象となる従事者の条件をご教示ください。例えば、浄
水場内連続〇日以上滞在等。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.2をご参照ください。

4 4 1 2 (9) 健康診断

事業者は、本事業開始前に1回、本事業開始後は概ね6ヵ月に1回、水
道法施行規則第16 条の規定による赤痢、腸チフス、パラチフス菌、
サルモネラ菌及び腸管出血性大腸菌O157の検査を従事者等に行わ
せ、その結果を局に提出すること。従事者等に異動があった場合
は、その都度、本事業への従事前に実施すること。とありますが水
道法21条の「水道の取水場、浄水場又は配水池において業務に従事
している者」という前提で、既設の浄水場内に出入りしない従事者
は対象外という理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
ただし、更新用地にあっても試運転期間以降については対象となり
ます。

5 5 2 1 (1) ①
安全・安心な水を供給できる浄
水場

「浄水水質の過去10ヵ年の実績最高値以内を確保すること」とあり
ますが、「粉末活性炭処理＋凝集沈でん＋急速ろ過」方式では除去
できない重金属等の水質項目が原水に要求水準以上の濃度で含まれ
る場合には、要求水準を超過したとしても事業者の責任にはならな
いとの理解で宜しいでしょうか。

原水水質が別紙2及び実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に
関する説明及び現地見学会時に希望者に配付したDVDの資料に示す日
報データの実績を超過した場合は、浄水水質が要求水準を超過して
も事業者の責任にはなりません。

6 5 2 1 (1) ①
安全・安心な水を供給できる浄
水場

「本事業の浄水水質要求水準として、既存の河頭浄水場（以下「既
存浄水場」という。）における浄水水質の過去 10ヵ年の実績最高値
以内を確保することとする。」とありますが、浄水処理では除去で
きない水質項目（例：ナトリウム及びその化合物、塩化物イオン
等）が原水水質変動により過去10カ年の実績最高値を超えた場合、
浄水水質要求水準を満足できません。
浄水処理では除去できない水質項目の浄水水質要求水準は、法令に
よる水質基準値以下と考えてよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

7 6 2 2 (3) 前提条件

「石井手取水場と小野取水場からの導水先については、新設着水井
と既存沈砂池を電動弁によって選択」とありますが、電動弁を採用
されている理由をご教示ください。所定の条件等に応じて自動切替
などを想定されているのでしょうか。

【前段】
集中監視制御設備及び現場操作盤等にて、職員の判断に基づく開閉
操作を行うためです。

【後段】
想定しておりません。

8 6 2 2 (3) 前提条件

「石井手取水場と小野取水場からの導水先については、新設着水井
と既存沈砂池を電動弁によって選択できるようにすること。」とあ
ります。導水先切替用の電動弁に加えて、電動弁の補修等のため、
手動弁（元弁）の設置も必要との理解で宜しいでしょうか。

当該配管は断水が可能なため、必ずしも手動弁は必要ありません。

9 6 2 2 (7) 前提条件
「河頭配水池、石井手配水池にそれぞれ計画水量（69,400m3/日）を
送水できること」と記載がありますが、同時にそれぞれの配水池へ
は送水しないという理解でよろしいでしょうか。

それぞれの配水池への送水量合計が、計画水量（69,400m3/日）以下
となるように水量を分けて同時に送水することはあります。

10 6 2 2 (7) 前提条件

計画水量について、「送水先は河頭配水池、石井手配水池とし、そ
れぞれに計画水量(69,400m3/日)を送水できること。」と記載がござ
いますが、合計すると138,800m3/日となります。一方で、要求7ペー
ジ「図2-1　河頭浄水場更新後の施設フロー図」に「一日最大取水量
110,000m/3日」と記載がございます。今回、取水口の変更は無いこ
とから、最大取水量を超えない範囲で送水できるようにするという
理解で宜しいでしょうか。

河頭配水池と石井手配水池にそれぞれ甲系統の浄水施設の計画水量
（69,400m3/日）を送水できる能力として下さい。ただし、両配水池
へ計画水量（69,400m3/日）を超えて同時に送水することは想定して
いません。

11 6 2 2 (9) 前提条件
試運転時に浄水を提供していただくことは可能でしょうか。可能な
場合の提供可能水量をご教授下さい。

可能です。提供可能水量につきましては、時間帯や時期等によって
も異なるため、双方協議によって決定します。

12 6 2 2 (11) 前提条件

「・・・生活関連等施設に該当するため、警備の強化や安全の確保
に関し、必要な措置を講じること」とありますが、「武力攻撃事態
等における国民の保護のための措置に関する法律」における必要な
措置として、本事業で具体的にどのような措置を想定されているか
教示願えないでしょうか。

要求水準書P.11 「（９）テロ対策等」をご参照ください。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

13 6 2 2 (11) 前提条件

「河頭浄水場は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措
置に関する法律」において、生活関連等施設に該当するため、警備
の強化や安全の確保に関し、必要な措置を講じること。」と記載が
ございますが、既存浄水場でのこの法律への対策についてご教示願
います。

平日日中の警備員配置、物理的センサー等による侵入者検知を行っ
ています。

14 6 2 2 (11) 前提条件

「河頭浄水場は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措
置に関する法律」において、生活関連等施設に該当するため、警備
の強化や安全の確保に関し、必要な措置を講じること。」と記載が
御座いますが、これは、P.11（９）テロ等対策の項に記載されいて
いる内容と理解でよろしいでしょうか。
そうでない場合は、「必要な措置を講じること。」に対しての具体
的な内容をご教示ください。（この部分の予算内訳を開示願いま
す。）

ご理解のとおりです。
ただし、記載の内容以外の事業者提案を妨げるものではありませ
ん。

15 6 2 2 (12) 前提条件
乙系統の耐震化工事期間中は新/旧甲系統を併用して運用することに
なりますが、その際、新甲系統は計画水量である69,400m3/日の送水
量で運用する、という理解で宜しいでしょうか。

検討中です。

16 6 2 2 (12) 前提条件

整備対象施設の供用開始後に乙系統の耐震化工事を予定しておりと
ありますが、既にスケジュールは決まっておりましたらご教授願い
ます。また、上記以外にも関連する別途工事が決まっておりました
ら、スケジュールをご教授願います。

【前段】
耐震化工事の着手時期は未定です。

【後段】
R8年度に旧発電機室解体工事、既存場内支障物件等移設工事を発注
予定です。

17 8 2 3 (2) 地質状況

既設のボーリングデータがない部分については既往の調査結果から
想定される地盤条件を明示して提案し、その上で事前調査により発
生した条件変更等が合理的に予見できない事象に起因するものであ
る場合は協議の対象という理解でよろしいでしょうか。

地質調査データが不足する箇所は、既往の調査結果から想定される
地盤条件を明示して提案してください。その上で事前調査により発
生した条件変更等が合理的に予見できない事象に起因するものであ
る場合は協議の対象となります。

18 8 2 4 (1) 計画浄水量

「計画浄水量は、70,000m3/日」とありますが、新甲系統浄水施設の
更新後の浄水量（年間における月毎あるいは季節毎の変動）につい
て、平均浄水量と最小浄水量を教示願えないでしょうか（最大浄水
量は、70,000m3/日と理解します）。

平均浄水量と最小浄水量については、実施方針等に関する閲覧資料
及び募集要項等に関する説明及び現地見学会時に希望者に配付した
DVDの資料に示す日報データを参照してください。なお現時点では、
新甲系統の浄水施設は現状（令和7年度）と同様な水運用とする予定
です。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

19 8 2 4 (1) 計画浄水量

新甲系統浄水施設の更新後の浄水量に関して、1日の中で浄水量の変
動はあるでしょうか。
有りの場合、その変動範囲（例えば、日中●●,●●●m3/日、夜間
▲▲,▲▲▲m3/日など）を教示願えないでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.18をご参照ください。

20 8 2 4 (1) 計画浄水量

乙系統の耐震化工事時に新旧甲系統の両施設を運用することになり
ますが、その際に新旧施設のそれぞれで何m3/日ずつ処理するのか教
示願えないでしょうか。
また、変動がある場合、両施設の変動範囲（月間・季節間の変動、
日間（日中と夜間等）の変動）についても教示願います。

【前段】
要求水準書に関する意見、質問への回答
No.15をご参照ください。

【後段】
要求水準書に関する意見、質問への回答
No.18をご参照ください。

21 8 2 4 (3) 浄水水質要求水準

「本事業の浄水水質要求水準は、表 2-3 に示す既存浄水場の浄水水
質の過去 10 ヵ年の実績最高値以内を確保することとする。」とあ
りますが、原水水質は別紙2の「過去 10 ヵ年の原水水質」を超えな
い範囲に限るという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。原水水質は別紙2及び実施方針等に関する閲覧
資料及び募集要項等に関する説明及び現地見学会時に希望者に配付
したDVDの資料に示す日報データから、既存浄水場の運転時の最も悪
い条件に対応できるよう設計してください。

22 8 2 4 (3) 浄水水質要求水準
別紙2の過去10ヵ年の原水水質では濁度の最大値が24.0度となってい
ます。一方で、降雨による濁度上昇への対策を行うこととあります
が、原水濁度の設計最大値について教示願えないでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.21をご参照ください。

23 8 2 4 (3) 浄水水質要求水準

「表2-3に示す既存浄水場の浄水水質の過去10ヵ年の実績最高値以内
を確保すること」とありますが、本事業は施設整備と維持管理業務
（保守点検業務等）であり運転管理業務は含まれないため、前述の
浄水水質を確保できる施設を整備し、確保できるように維持管理す
ることが事業者が満足すべき要求水準であり、施設を運転し浄水水
質を確保すること自体は貴局の負担との理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

24 8 2 4 (3) 浄水水質要求水準

農薬類による汚染への対策を行うこととありますが、表2-3の浄水水
質の過去10ヵ年の実績最高値に農薬類が含まれていません。浄水水
質の農薬類に関する要求水準値は求められないとの理解で宜しいで
しょうか。

農薬類に関しては、環境省の示す水質管理目標設定項目の目標値以
内とします。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

25 8 2 4 (3) 浄水水質要求水準

「河頭浄水場の水源である甲突川は、降雨による濁度の上昇や油類
の流出による水質汚染、～それらによる汚染への対策を行うこ
と。」と記載がございますが、油類対策として粉末活性炭処理した
実績はありますでしょうか。ある場合、粉末活性炭はどの程度注入
したのでしょうか。

実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に関する説明及び現地
見学会時に希望者に配付したDVDに示す日報データをご確認くださ
い。

26 8 2 4 (3) 浄水水質要求水準

「河頭浄水場の水源である甲突川は、降雨による濁度の上昇や油類
の流出による水質汚染、また、上流域に広がる水田への農薬散布の
影響で農薬類が検出される時期があることから、それらによる汚染
への対策を行うこと。」と記載がございますが、既設浄水場におい
て濁度の上昇や油類の流出による水質汚染の過去実績と対策につい
てご教示願います。

濁度の実績については、実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項
等に関する説明及び現地見学会時に希望者に配付したDVDの資料に示
す日報データを参照してください。
油類の流出による水質汚染については、粉末活性炭処理により対応
しています。

27 8 2 4 (3) 浄水水質要求水準

「河頭浄水場の水源である甲突川は、降雨による濁度の上昇や油類
の流出による水質汚染、また、上流域に広がる水田への農薬散布の
影響で農薬類が検出される時期があることから、それらによる汚染
への対策を行うこと。」と記載ございますが、上流域に広がる水田
への農薬散布の影響で農薬類が検出される時期（期間）と既設浄水
場での対策についてご教示願います。

現状では、農薬散布の影響で農薬類が検出される時期は5～10月頃と
なります。
既設浄水場では粉末活性炭処理により対応しています。

28 10 2 4 (4) 浄水処理

「浄水処理に係る薬品注入点、サンプリング点については別紙 3 の
とおりとするが、処理方法の提案内容に伴う位置変更は認める。」
と記載がございますが、処理方式が異ならない場合（既設と同じ処
理方式）は、薬品注入点、サンプリング点の変更は認められないと
いう理解でよろしいでしょうか。

薬品注入点、サンプリング点の変更提案は可能ですが、技術的対話
時に資料を揃えて協議してください。

29 10 2 4 (7) 降灰対策 降灰の温度は常温程度と考えて宜しいでしょうか。 ご理解のとおりです。

30 11 2 4 (12) 新技術の活用
「AI や IoT などの新技術を活用」と記載がございますが、今まで
に納入実績が無い新技術内容を貴局と共同研究を実施することを想
定に入れ、提案することは可能という理解で宜しいでしょうか。

共同研究の内容を技術的対話にて確認したうえで判断します。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

31 12 2 4 (13) 目標耐用年数 表2-5

表2-5において機電設備の耐用年数について記載がありますが、これ
らは適切な維持管理や部品交換等を行ったうえでの目標年数であ
り、保証年数ではない、という理解で宜しいでしょうか。また、目
標耐用年数を維持するために必要な修繕（機器または装置の交換を
含む）は本事業とは別に貴局が発注されると理解してよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

32 12 2 4 (13) 目標耐用年数 表2-5
土木構造物・建築施設の目標耐用年数はそれぞれ120年、75年との理
解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

33 12 2 4 (13) 目標耐用年数 表2-5

土木構造物・建築敷設の「目標耐用年数」を確保するためには、
「法定耐用年数」を満たす一般的な構造物よりもコストがかかる対
策（鉄筋のかぶり厚さを確保する、またはライニングを行う等）が
必要となります。これらを含んだ積算単価とされているとの理解で
よろしいでしょうか。

積算に関する質疑については、回答を差し控えさせていただきま
す。

34 12 2 4 (13) 目標耐用年数 表2-5

表2-5において土木構造物全般の「法定耐用年数の2倍」と記載がご
ざいますが、地方公営企業法施行規則別表第二号（第十四条及び第
十五条関係）によると浄水設備は60年と記載されているため、土木
構造物の目標耐用年数は120年という理解で宜しいでしょうか。その
場合、その仕様を保証することは困難であると考えるため、適切な
点検、管理を行い修繕対応を行って対応する年数との理解で宜しい
でしょうか。なお、修繕対応は本事業範囲外との理解で宜しいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

35 12 2 4 (13) 目標耐用年数 表2-5

「水道施設更新・長寿命化計画（令和4年２月鹿児島市水道局）」を
満足するために、土木構造物・建築敷設・機械設備・電気設備の目
標耐用年数が定められていると思います。土木構造物・建築敷設に
おいても、施設供用開始後も予防・保全対策工も考慮した上での目
標耐用年数との理解でよろしいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.34をご参照ください。

36 12 2 4 (13) 目標耐用年数 表2-5
表2-5 目標耐用年数における区分：土木構造物、対象設備：全般に
は、側溝・擁壁等のコンクリート二次製品は含まれますでしょう
か。

二次製品も含まれます。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

37 12 2 4 (13) 目標耐用年数 表2-5

表2-5において電気設備の目標耐用年数について記載がございます
が、構成機器全てを目標耐用年数に対応させるのは困難であると考
えるため、適切な点検、管理を行い部品交換等の修繕対応を行って
対応する年数との理解で宜しいでしょうか。なお、修繕対応は本事
業範囲外との理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

38 12 2 4 (13) 目標耐用年数 表2-5

表2-5において計装設備の目標耐用年数が20年と記載がございます。
特にセンサー関係については単品購入品となる場合が多く、部品交
換や修理対応ができない場合があることや、耐用年数が使用環境に
大きく左右されるなど、場合によっては目標耐用年数内での更新が
必要となることが想定されます。その場合、明らかな事業者瑕疵が
ない場合は、本事業範囲外での修繕工事（単品更新含む）を実施頂
けるとの理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

39 12 2 4 (13) 目標耐用年数 表2-5

「構造物及び設備については、表2-5に示す局の目標耐用年数が維持
できる仕様とすること。なお、以下の目標耐用年数が達成できるよ
う定めた局の水道施設更新・長寿命化計画を資料閲覧（DVD等による
配布）にて提示する」とあります。長寿命化対策工事や機能維持に
必要な修繕は貴局が実施することから、貴局が水道施設更新・長寿
命化計画を満足できなかった場合、事業者が建設・納入する構造物
及び設備は表2-5の目標耐用年数を達成できない恐れがある、との理
解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

40 12 2 4 (13) 目標耐用年数 表2-5

「表 2-5 に示す局の目標耐用年数が維持できる仕様とすること。」
とありますが、目標耐用年数を維持するために必要な修繕（機器ま
たは装置の交換を含む）は本事業とは別に貴局が発注されると理解
してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

41 12 2 4 (14) ①
事業期間終了時における施設の
状態

導水ポンプ設備など建設工事終了前の部分引渡しがあれば、そこか
ら1年以内が保証範囲と考えて宜しいでしょうか。

部分引き渡しの施設は、部分引き渡し後1年以内とします。

42 12 2 4 (14) ①
事業期間終了時における施設の
状態

要求水準を下回った場合の立証は局にて行い、官民合意した場合に
限り、事業者負担にて修繕を実施すると理解して宜しいでしょう
か。

双方協議により合意の上で修繕を行うものとします。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

43 12 2 4 (14) ①
事業期間終了時における施設の
状態

建設工事期間終了後1年以内に整備対象施設が要求水準を下回った場
合、事業者は自らの費用負担にて修繕を行うものとするとあります
が、要求水準が下回っていることの立証は貴局が行い、かつ官民合
意の上、事業者が修繕を行うという認識でよろしいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.42をご参照ください。

44 12 2 4 (14) ①
事業期間終了時における施設の
状態

「建設工事期間終了後 1年以内に整備対象施設が本書に示された要
求水準を下回った場合（局の責めに帰すべき事由に起因する場合を
除く）、事業者は自らの費用負担にて修繕を行う」と記載してあり
ますが、「局の責めに帰すべき事由に起因する場合を除く」は、
「事業者の責めに帰すべき事由に起因する場合に限る」にご変更い
ただけないでしょうか。不可抗力による場合でさえ事業者の自己負
担のように読み取れるからです。

原文のとおりとします。

45 13 2 5 (1) 水位関係 図2-2

図2-2　各施設の水理条件に関して、
小野取水場及び石井手取水場の、それぞれの取水ポンプの仕様（ポ
ンプ形式、吐出量、全揚程、電動機出力、台数（常用及び予備））
について教示願えないでしょうか。

実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に関する説明及び現地
見学会時に希望者に配付したDVDの資料「(H20)小野取水場導水ポン
プ設備工事」及び「(H10)石井手取水場機械設備工事」等を参照くだ
さい。

46 14 2 5 (2)
既存施設との接続位置
（別紙４　既存との接続）

既存施設との接続位置が別紙４の詳細図に明示されていますが、機
能・性能が確保される場合、接続位置を変更することは可能でしょ
うか。

機能・性能が確保される場合は変更可能です。

47 14 2 5 (2) 既存施設との接続位置

接続に関して、断水施工が可能か、不断水での接続の判断は事業者
提案という理解で宜しいでしょうか。
また接続予定箇所の管種、管径、土被り、水圧、断水可能時間等に
ついてご提示お願いします。

【前段】
導水管は断水施工が可能ですが、送水管は断水時間の制約が6時間以
内であるため原則、不断水工法とします。また、配水管は協議とし
ます。

【後段】
実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に関する説明及び現地
見学会時に希望者に配付したDVDの資料「(H17)河頭浄水場送配水管
布設工事（その１）」、「(H18)河頭浄水場送配水管布設工事（その
２）」等をご参照ください。

48 14 2 5 (2) ②
導水管（石井手取水場・小野取
水場から新設着水井）

既存石井手・小野導水管への接続について、断水にて接続可能との
理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

49 14 2 5 (2) ③ 送水管（河頭配水池向け）
既存河頭配水池付近の送水管への接続について、不断水による接続
が必要との理解で宜しいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.47をご参照ください。

50 14 2 5 (2) ④ 送水管（石井手配水池向け）
既存石井手配水池向け送水管への接続について、不断水による接続
が必要との理解で宜しいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.47をご参照ください。

51 14 2 5 (2) ⑤ 排泥管（河頭排水処理場向け）
既存送泥管への新設排泥管の接続について、断水にて接続可能との
理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

52 14 2 5 (2) ⑥ サンプリング管
着水井には新設洗浄排水池からの返送水も流入するため、着水2のサ
ンプリング水には新設洗浄排水池からの返送水も含まれるという認
識でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

53 14 2 5 (2) ⑥ サンプリング管

着水１（石井手取水場＋小野取水場からの原水）、着水２（既設沈
砂池＋石井手取水場＋小野取水場からの原水）のサンプリング箇所
は、返送ポンプによる返送水が合流する前との理解で宜しいでしょ
うか。

着水１は返送水の合流前としてください。着水２は返送水が合流し
た後としてください。

54 14 2 5 (2) ⑦ ケーブル類
「必要に応じて予備ケーブルを設けること」とありますが、予備
ケーブルの考え方については、その必要性を含め、事業者提案、と
いう理解で宜しいでしょうか。

技術的対話時に資料を揃えて協議してください。

55 14 2 5 (3)
整備対象施設からの排水
（別紙４　既存との接続）

排水の接続位置が別紙４の詳細図に明示されていますが、既設の排
水能力が確保される場合、接続位置を変更することは可能でしょう
か。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.46をご参照ください。

56 14 2 5 (3) ① 整備対象施設からの排水

新設洗浄排水池、排水ピットから河頭排水処理場への送水接続位置
のご提示がありませんが、既存送泥管接続位置と同じ位置への接続
と考えてよろしいでしょうか。また、既存送泥管に接続する排泥管
を併用してもよろしいでしょうか。

ご理解のとおりですが、送泥管の口径や排水ポンプの能力等は、ポ
ンプの同時運転等を考慮したものとしてください。

57 14 2 6 (1) セルフモニタリング

「局が募集要項等において示すモニタリング基本計画に基づき」と
ありますが、過剰なセルフモニタリングは、資料作成等に余分な費
用や時間を費やすことから、適切な頻度を示していただけますと幸
いです。

モニタリング基本計画をご参照ください。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

58 15 2 6 (3) セルフモニタリング

「局が必要と認めた場合は、事業者へセルフモニタリングの内容等
の追加を指示できるものとする。」と記載がございますが、追加の
ご指示により人件費等が増加する場合には、別途精算対象として設
計変更協議を行って頂けるという理解で宜しいでしょうか。
性能発注でのセルフモニタリングと理解しているため、事業者提案
以上のご要望に対しては主観的要素が大きいと理解しており、事業
開始後において、貴局との認識が違うものは全て追加指示となって
しまうことを懸念しております。既に必須項目等があれば要求水準
書に示して頂けますでしょうか。

モニタリング基本計画をご参照頂き、必要なコストを見込んでくだ
さい。

59 15 2 6 (3) セルフモニタリング

「局が必要と認めた場合は、事業者へセルフモニタリングの内容等
の追加を指示できるものとする。」と記載が御座いますが、その場
合セルフモニタリングの範囲を超えていると考えますので、貴局想
定のモニタリング項目、方法をご指示ください。その内容でコスト
を積算いたします。

想定している範囲は、モニタリング基本計画に示しているとおりで
す。事業者提案により、内容が変更となる可能性があります。

60 15 2 7 (1) 統括責任者の配置
設計・建設工事期間が長期間にわたるため、設計期間から建設工事
期間に移行する際や建設工事期間中に、統括責任者を交代すること
は可能でしょうか。

ご理解のとおりです。

61 15 2 7 (1) 統括責任者の配置
統括責任者は、監理技術者又は主任技術者が兼任することは可能で
しょうか。また、事業期間中の監理技術者の変更は可能でしょう
か。

【前段】
兼任可能です。

【後段】
申請した技術者と同等以上の資格及び実績を有する者であれば変更
可能です。

62 15 2 7 (1) 統括責任者の配置
設計建設JVの代表企業から選出する統括責任者は設計・建設期間に
おける配置予定者（監理技術者又は主任技術者）と兼任できるもの
という理解でよろしいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.61をご参照ください。

63 15 2 7 (1) 統括責任者の配置 統括責任者に求められる資格要件は御座いますでしょうか。
資格要件はありませんが、事業全体を統括する責任者という職務を
考慮して選任してください。

64 15 2 7 (1) 統括責任者の配置
維持管理期間中の統括責任者の配置について、非常駐という理解で
よろしいでしょうか。

事業者提案によります。

ページ 33 / 87



要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

65 15 2 7 (1) 統括責任者の配置

統括責任者を配置するとありますが、統括責任者の必要とする資格
や条件はありますでしょうか。条件は例えば、他との兼務が可能
か、代表企業から選任しなければいけないのか、非常駐でも良いの
か等で、その他にもありましたらご教示いただけますでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.61～64をご参照ください。

66 15 2 7 (1) 統括責任者の配置

統括責任者は、設計建設JV の代表企業から1名選任し、建設工事終
了時点で、維持管理JV の代表企業から1名選任し、業務を引き継ぐ
としていますが、設計建設JVと維持管理JVのどちらにも参画してい
る企業であれば、統括責任者を交代せず事業期間を通して選任する
ことも可能でしょうか。

ご理解のとおりです。

67 15 2 7 (1) 統括責任者の配置
維持管理JVの代表企業の統括責任者は、資格などの要件を満たせ
ば、従事者を兼務できるという理解でよろしでしょうか。

ご理解のとおりです。

68 15 2 7 (1) 統括責任者の配置
維持管理JVの代表企業の統括責任者は、資格などの要件を満たせ
ば、保守点検業務を実施できるという理解でよろしでしょうか。

ご理解のとおりです。

69 15 2 7 (2) ② 局との調整 イ
定例会議について月の始め、終わり、曜日など現段階で決定してい
る事項があればご教示いただけないでしょうか。

モニタリング基本計画をご参照ください。なお、開催時期等につい
てはモニタリング実施計画策定時に決定します。

70 15 2 7 (2) ② 局との調整 イ
要求水準に記載のない事項の事業者提案等を局と事業者との協議と
ありますが、設計変更による増額が認められるものと考えてよろし
いでしょうか。

個別の事案を勘案して、双方協議により判断します。

71 15 2 7 (2) ② 局との調整 イ
調整の結果、要求水準書や提案書の内容から変更となる場合は設計
変更の対象という理解でよろしいでしょうか。

個別の事案を勘案して、双方協議により判断します。

72 15 2 7 (2) ④ 業務報告書の作成
「設計業務、建設工事及び維持管理業務における各種提出書類等を
とりまとめ、定例会議等で局に提出・報告すること。」と記載が御
座いますが、提出頻度と業務報告書のひな形をご教示ください。

詳細はモニタリング実施計画策定時に決定します。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

73 17 3 2 (1) 事前調査業務

「事前調査業務は、契約後に整備対象施設の設計業務及び建設工事
を行う上で必要となる測量、地質調査及び地下埋設物調査等を行う
業務である。」と記載が御座いますが、貴市実施済の調査結果につ
いて現状開示されている物が全てで契約後に、これら調査内容と現
地の状況に相違があった場合や調査内容に不足があった場合は、設
計変更対象という理解でよろしいでしょうか。

局の調査結果と現地の状況に相違があった場合や局の調査結果から
の想定と事前調査業務での調査結果との相違があった場合は、設計
変更の協議対象となります。

74 17 3 2 (1) 事前調査業務

「事前調査業務は、契約後に整備対象施設の設計業務及び建設工事
を行う上で必要となる測量、地質調査及び地下埋設物調査等を行う
業務である。」と記載が御座いますが、貴市実施済の調査結果につ
いて現状開示されている物が全てで契約後に、これら調査内容と現
地の状況に相違があった場合や調査内容に不足があった場合は、設
計変更対象という理解で宜しいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№73をご参照ください。

75 17 3 2 (1) ① イ 地質調査 貴局で実施されている地質調査結果を提示願えないでしょうか。

実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に関する説明及び現地
見学会時に希望者に配付したDVDの資料「(H28)河頭浄水場ほか地質
業務委託」、「(R4)犬迫町ほか地質調査業務委託」、「(H19)河頭浄
水場場内整備工事（図書内にボーリングデータを含む）」等をご参
照ください。
また、配付したDVDの中にある資料以外のものは、募集要項P.13の表
2-1　事業者の募集及び選定スケジュールの中の「資料閲覧、現場調
査及び技術的対話（第一、二回）」時にご覧ください。

76 17 3 2 (1) ① ウ 地下埋設物調査
更新用地及び既設浄水場内の地下埋設物に関する現況図面を提示願
えないでしょうか。

実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に関する説明及び現地
見学会時に希望者に配付したDVDの資料「01完成図面－河頭浄水場、
更新用地廻り配管図」等をご参照ください。
また、配付したDVDの中にある資料以外のものは、募集要項P.13の表
2-1　事業者の募集及び選定スケジュールの中の「資料閲覧、現場調
査及び技術的対話（第一、二回）」時にご覧ください。

77 17 3 2 (1) ① ウ 地下埋設物調査

「現況図面をもとに現地調査し、埋設位置図の作成を行うこと。必
要に応じて埋設位置確認のため、試掘調査を行うこと。 」と記載が
ございますが、ご提案時は貴局公表資料を基に設計・積算致しま
す。ご契約後の調査において貴局公表資料と相違があった場合は、
追加精算対象として設計変更協議を実施頂けるという理解で宜しい
でしょうか。

事業者は、水道局が開示した情報に限らず、予見するために必要な
情報を入手して事業の遂行をお願いします。
そのうえで発生した条件変更等が合理的に予見できない事象に起因
するものである場合は協議の対象となります。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

78 17 3 2 (1) ① エ 土壌汚染調査
貴局にて土壌汚染調査は実施済みでしょうか。
実施済みの場合、調査結果を提示願えないでしょうか。

実施済みです。募集要項P.13の表2-1 事業者の募集及び選定スケ
ジュールの中の「資料閲覧、現場調査及び技術的対話（第一、二
回）」時にご覧ください。

79 17 3 2 (1) ① エ 土壌汚染調査

事業者にて土壌汚染調査を行った結果、汚染除去等の対策が必要と
なった場合には、その対策は貴局が実施する（事業者が対策を実施
する場合は貴局がその費用を負担する（金額変更の対象））との理
解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

80 17 3 2 (1) ① エ 土壌汚染調査
土壌汚染が判明した場に生じるリスクの負担原則は貴局にあるとい
う理解で宜しいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.79をご参照ください。

81 17 3 2 (1) ① エ 土壌汚染調査

「必要に応じて、土壌汚染対策法に基づき調査を行うこと。 」と記
載がございますが、ご提案時は土壌汚染はないものとして調査費用
のみ積算し計上致します。ご契約後の土壌汚染調査において汚染土
が確認された場合は、追加精算対象として設計変更協議を実施頂け
るという理解で宜しいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.79をご参照ください。

82 17 3 2 (1) ① エ 土壌汚染調査
土壌汚染調査の結果により予期せぬ汚染土が発生した場合の除去費
用については変更対象と判断して良いでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.79をご参照ください。

83 17 3 2 (1) ① キ 電波障害調査

事前調査において電波障害が判明した場合、既存設備や周辺施設が
発生源となっているケースが想定されます。その場合、電波障害に
対する対策については、本事業範囲外、という理解で宜しいでしょ
うか。

ご理解のとおりですが、本事業により電波障害が悪化した場合は、
必要な対策を実施してください。

84 17 3 2 (1) ① ク アスベスト調査
アスベスト含有が確認された場合の除去・処分の負担原則は貴局と
いう理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

85 17 3 2 (1) ① ク アスベスト調査

事業者にてアスベスト調査を行った結果、対策が必要となった場合
には、その対策は貴局が実施する（事業者が対策を実施する場合は
貴局がその費用を負担する（金額変更の対象））との理解で宜しい
でしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№84をご参照ください。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

86 17 3 2 (1) ① ク アスベスト調査
貴局にてアスベスト調査は実施済みでしょうか。
実施済みの場合、調査結果を提示願えないでしょうか。

実施済みのものについては、募集要項P.13の表2-1　事業者の募集及
び選定スケジュールの中の「資料閲覧、現場調査及び技術的対話
（第一、二回）」時にご覧ください。

87 17 3 2 (1) ① ク アスベスト調査
過去にアスベスト調査をおこなった結果は、ご提示頂けるという理
解で宜しいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№86をご参照ください。

88 17 3 2 (1) ① ク アスベスト調査
既設躯体の貫通箇所や機械電気設備の設置予定構造物を対象としま
すが、スクリーニング調査を実施し、年代により含有の可能性のあ
るものに対して採取し調査を行う方針で良いでしょうか。

関連法規に基づき、アスベスト調査を実施してください。

89 17 3 2 (1) ① ク アスベスト調査

「必要に応じてアスベスト調査を実施し、アスベストの含有が確認
された場合は対策を講じること。なお、本事業の対象範囲としては
調査まで実施することとする。」と記載がございますが、事業者が
実施するアスベスト調査の範囲は書面調査までであり、検体の採
取・分析、アスベストが検出された場合の除去は対象外という理解
で宜しいでしょうか。

要求水準書で示す調査とは、書面調査、検体の採取及び分析が対象
範囲となります。

90 17 3 2 (1) ① ク アスベスト調査

「必要に応じてアスベスト調査を実施し、アスベストの含有が確認
された場合は対策を講じること。なお、本事業の対象範囲としては
調査まで実施することとする。」と記載が御座いますが、調査に
よって対象構造物にアスベストが含有していることが判明し、撤去
工事をおこなう事で工期に影響がある場合は工期について協議対象
になるという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

91 17 3 2 (1) ①
ケ 上記のほか、本事業を行う
に当たり必要な調査

PCB含有機器が判明した場合、電路から外した後、事業者が事業場内
保管場所へ移動を行い、PCB含有機器処分については貴局で行うとい
う理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

92 17 3 2 (1) ①
ケ 上記のほか、本事業を行う
に当たり必要な調査

環境省のポリ塩化ビフェニル（PCB)早期処理情報サイトに高濃度PCB
廃棄物の処分期間が記載されております。
「高濃度PCB廃棄物の変圧器・コンデンサーについては令和4年3月31
日まで、安定器及び汚染物質については令和5年3月31日までが処分
期限」となっています。以上より、市様保有の高濃度PCB機器は処分
済みという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

93 17 3 2 (1) ①
ケ 上記のほか、本事業を行う
に当たり必要な調査

貴市ホームページに「低濃度PCB廃棄物の処分期限は令和9年3月31日
まで」と記載が御座います。
要求水準書の事業スケジュールでは、事業契約の締結は令和8年3月
を予定されておりますが、機器更新作業は令和9年3月31日以降にな
ると考えます。本事業については低濃度PCB機器処分期限は変更とな
るという理解でよろしいでしょうか。

令和9年3月31日までに低濃度PCB機器は局にて処分する予定です。

94 17 3 2 (1) ①
ケ 上記のほか、本事業を行う
に当たり必要な調査

「ケ　上記のほか、本事業を行うに当たり必要な調査」となってい
ますが、PCBや水銀等処理が困難な物質が発見された場合、貴局と協
議の上、費用は全て設計変更の対象となるという理解でよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

95 17 3 2 (1) ②
事前調査業務の実施に当たって
の留意事項

工学的基盤面の定義については「耐震設計上の基盤面」でしょう
か。あるいは「支持層　N値30以上」のことでしょうか。

工学的基盤面の定義については、水道施設耐震工法指針・解説2022
年版をご参照ください。

96 17 3 2 (1) ②
事前調査業務の実施に当たって
の留意事項

「ウ 貸出する既存図面は、必ずしも最新の状況を反映しているもの
ではないため、現地調査を行う際にはこの点に留意すること。」と
記載が御座いますが、提案時は既存図面が正しいものとして設計、
施工計画立案、積算いたします。契約後の調査において既存図面と
異なることが判明した場合は、別途設計変更対象として、発生する
費用の精算や工期の延長等の協議を行っていただけるという理解で
よろしいでしょうか。

事業者は、水道局が開示した情報に限らず、予見するために必要な
情報を入手して事業の遂行をお願いします。
そのうえで発生した条件変更等が合理的に予見できない事象に起因
するものである場合は協議の対象となります。

97 17 3 2 (1) ②
事前調査業務の実施に当たって
の留意事項

「必ずしも最新の状況を反映しているものではない」とあります
が、既存図面に記載がなかったり、異なっていたりして、提案時に
は想定できなかった地下埋設物が判明し撤去や移設等が必要となっ
た場合には、その対応に要する費用は貴局の負担（金額変更の対
象）との理解で宜しいでしょうか

要求水準書に関する意見、質問への回答
№96をご参照ください。

98 18 3 3 (1) ③ 各種申請書類の作成

「建設工事着手までに水道事業変更認可等の申請に必要な書類の作
成、各種申請書等の作成、関係機関との協議等を行うこと。 」と記
載がございますが、ご提案時に建築指導課や所轄消防署等と事前協
議を行っても宜しいでしょうか。

事前協議を実施していただくことは可能です。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

99 18 3 3 (1) ③ 各種申請書類の作成

「建設工事着手までに水道事業変更認可等の申請に必要な書類の作
成、各種申請書等の作成、関係機関との協議等を行うこと。 」と記
載がございますが、ご提案時は建築指導課や所轄消防署等と事前協
議を行うことが不可の場合、ご契約後に各関係機関からの指導事項
へ対応は追加精算対象として設計変更協議を実施頂けるという理解
で宜しいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№98をご参照ください。

100 18 3 3 (1) ④ 設計図書の提出
設計図書の提出後に、局の承諾を受ける期間としては「提出から●
週間後に承諾」といった具体的な期間があればご教示いただけない
でしょうか。

内容等により必要な承諾期間が変動するため、具体的な期間は協議
によって決定します。

101 18 3 3 (1) ④ 設計図書の提出
詳細設計の審査機関や審査に要する想定期間について、ご教示くだ
さい。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№100をご参照ください。

102 18 3 3 (1) ④ イ 詳細設計

「詳細設計図及び詳細設計報告書は、設計・建設工事段階の承諾図
書をまとめたものに加え、施設完成時点で体系的に取りまとめた成
果品を提出すること」とありますが、これは建設工事完了（施設完
成）時点で、工事関連の図書類に加えて、詳細設計報告書や詳細設
計図面から施工段階で変更や修正を行った図面等を体系的にとりま
とめて成果品として提出するということでしょうか。

ご理解のとおりです。

103 19 3 3 (1) ④ イ 詳細設計

「詳細設計図書の仕様、部数、様式等は局の指示に従うこと。」と
記載がございますが、ご提案時は事業者側が想定する仕様、部数、
様式等で積算致します。追加のご指示により追加費用が発生する場
合には、別途精算対象として設計変更協議を実施頂けるという理解
で宜しいでしょうか。

双方協議により決定します。

104 19 3 3 (2) 基本設計業務
基本設計の概要版については局との協議により仕様決定で良いで
しょうか。（A-3　●枚、PPTなどイメージがあればご教示いただけ
ないでしょうか。）

ご理解のとおりです。

105 19 3 3 (2) 基本設計業務
「～また、説明に利用できる概要版の作成を行うこと。」と記載が
御座いますが、誰が誰に説明することを想定しているかご教示くだ
さい。

水道局が市内部や市議会等に説明することを想定しております。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

106 19 3 3 (3) ① 共通事項

掘削時に設置する山留めは構造上撤去が不可能な形式(SMW等)を採用
することは問題ないでしょうか。
また撤去が可能な形式（鋼矢板等）においても正当な理由がある場
合、存置することは可能でしょうか。
また、存置する際も、上部の撤去が必要であれば撤去範囲をご教示
ください。

構造上撤去が不可能な形式(SMW等)での山留めは原則不可とします。
また、撤去が可能な形式（鋼矢板等）においても原則全撤去とし、
正当な理由により部分的に存置する際には、個別の事案を勘案し
て、双方協議により判断しますので、技術的対話時に資料を揃えて
協議してください。

107 19 3 3 (3) ① 共通事項
山留にアンカーを採用する場合、更新用地・道路への存置可能で
しょうか。また部分的な存置が可能な場合、撤去範囲をご教示くだ
さい。

更新用地への山留めは原則全撤去とし、正当な理由により部分的に
存置する際には、個別の事案を勘案して、双方協議により判断しま
すので、技術的対話時に資料を揃えて協議してください。なお、道
路については道路管理者との協議により判断となります。

108 19 3 3 (3) ① 共通事項 イ

予備系列等の容量は全体の有効容量として含めないの考え方につい
て教えてください。例えば、着水井を2池整備するとして、停止を考
慮し1池が要求水準の滞留時間1.5分以上を満たすように整備しま
す。その際本来ならば2池分が有効容量（通常時は滞留時間3分の着
水井がある）と考えますが、1池分しか有効容量がない（滞留時間
1.5分分の容量）と考えるという事でしょうか。

「予備系列等の容量は全体の有効容量として含めない。」とは容量
計算における考え方を示しています。着水井を例として示された
「着水井を2池整備するとして、停止を考慮し1池が要求水準の滞留
時間1.5分以上を満たすように整備します」の考え方で要求水準を満
たします。

109 19 3 3 (3) ① 共通事項 イ

共通事項に「予備系列等を確保」とありますが、着水井など予備系
列の具体的な考え方（例えば予備率）はありますか。もしくは提案
事項でしょうか。ただ、提案によってはそのまま要求水準不達とな
る可能性があるので出来れば具体的に提示していただくことは可能
でしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№108をご参照ください。

110 19 3 3 (3) ① 共通事項 イ

予備系列を確保する設備は、薬品混和池、フロック形成池、沈澱
池、ろ過池等の主要な池とポンプ類という理解でよろしいでしょう
か。配管等をすべて2条化する必要はないと理解でよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

111 19 3 3 (3) ① 共通事項 エ
出入口は既存道路の高さに合わせるため、浸水想定深以上にならず
ともよろしいでしょうか。

既存道路の擦りつけ（通路脇も含む）に必要な範囲は浸水想定深以
上となる必要はありません。ただし、門扉などの施設は浸水想定深
以上の箇所に設置してください。
なお、未利用地は浸水想定深以上となる必要はありません。
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112 19 3 3 (3) ① 共通事項 オ
維持管理に必要なゲートやバルブについては手動を基本とし、電動
化する場合は協議要望により決定する方針で良いでしょうか。現段
階でお考えがあればご教示ください。

点検・修繕や清掃等の維持管理に必要なものは手動で構いません
が、日常の運転に必要なものは電動としてください。

113 19 3 3 (3) ① 共通事項 キ
「キ 土木構造物は、原則として鉄筋コンクリート造とし、上屋を設
けること。」と記載が御座いますが、上屋は例えば鉄骨＋ALC造など
でも良いという理解でよろしいでしょうか。

上屋は原則、鉄筋コンクリート造とします。鉄骨＋ALC造は認められ
ません。

114 19 3 3 (3) ① 共通事項 ス
速やかに底部までの・・・とありますが、「速やかに」とはどれく
らいの時間を想定していますでしょうか。

3時間を想定しています。

115 20 3 3 (3) ① 共通事項 ソ

「使用する水道用資機材の規格は、JWWA規格を採用すること。JWWA
規格に規定されていない場合は、JIS規格とすること」とあります
が、配管材料の証明提出書類は以下の理解で宜しいでしょうか。
・鋳鉄管、弁類の水協規格品：水協証明書
・鋼管、ステンレス管：材料証明書（ミルシート）

ご理解のとおりです。
なお、詳細は承諾図等でも確認します。

116 20 3 3 (3) ① 共通事項 ツ

「躯体貫通部は、原則として露出部はステンレス配管」と記載がご
ざいますが、屋内と屋外の躯体貫通部に限りとの理解でよろしいで
しょうか。また、薬品やサンプリング等の小配管も対象外との認識
でよろしいでしょうか。

【前段】
屋内と屋外の躯体貫通部に限らず、躯体貫通部は全て、ステンレス
配管としてください。

【後段】
躯体貫通部は、原則としてステンレス管とします。ただし、薬注配
管については機械・電気設備工事一般仕様書（鹿児島市水道局）に
準拠する各種の薬品に耐食性のある管種とします。なお、薬注配管
及びサンプリング配管は、可能な限り躯体を避け、箱抜き等での配
管としてください。
躯体貫通部の配管の管種について、具体的な確認が必要と考えられ
るものは、技術的対話時に資料を揃えて協議してください。

117 20 3 3 (3) ① 共通事項 ツ
躯体貫通部の前後が両方露出の場合はステンレス管、一方が埋設の
場合はダクタイル鋳鉄管という理解でよろしいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№116をご参照ください。

118 20 3 3 (3) ① 共通事項 ヌ
飲用共用施設のほかに、ハード面の対策として屋外では維持管理、
見学者ルートに熱中症対策を目的とした屋根の設置が考えられます
が、費用を掛けても積極的に対策を行う考えでしょうか。

事業者提案とします。
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119 20 3 3 (3) ② ア 導水ポンプ設備

既存取水ポンプ設備の更新について、逆止弁及び電動吐出弁は更新
範囲に含まれるでしょうか。
また、躯体埋込管以降の地下埋設管部分（躯体埋込管も含む）は更
新対象外との理解で宜しいでしょうか。

【前段】
逆止弁及び電動吐出弁は更新範囲に含まれます。

【後段】
ご理解のとおりです。

120 20 3 3 (3) ② ア 導水ポンプ設備
導水ポンプは原則としてインバーター制御とありますが、VVVF盤の
新設は既存電気室と考えて良いでしょうか。

ご理解のとおりです。

121 20 3 3 (3) ② ア 導水ポンプ設備
導水ポンプは原則としてインバーター制御とありますが、熱量の確
認に伴い換気設備の増強が必要となった場合は変更対象でしょう
か。

個別の事案を勘案して、双方協議により判断します。

122 21 3 3 (3) ② ア 導水ポンプ設備
メーターリレーとは何のことでしょうか。電磁流量計の信号のこと
でしょうか。

接点付電流計のことです。

123 21 3 3 (3) ② ア 導水ポンプ設備 i

空転検知が目的であれば、対象負荷の電流値で検知する方法も考え
られますが、“接点付逆止弁等”との記載があることから、空転検
知方法については事業者提案、という理解で宜しいでしょうか。ま
た、メーターリレーを併用する理由についてもご教示ください。

【前段】
原則として接点付逆止弁とします。同等の検知方法であれば提案可
能ですが、個別の事案を勘案して、双方協議により判断しますの
で、技術的対話時に資料を揃えて協議してください。

【後段】
併用する理由は、ポンプの無送水を接点付逆止弁で物理的に検知
し、メータリレーで電流値低下を電気的に検知することで、二重に
保護するためです。

124 21 3 3 (3) ② イ 導水管 c
導水管の埋設深度についても提案事項と考えてよろしいでしょう
か。

場内埋設配管については土被りを600mm以上確保してください。

125 22 3 3 (3) ③ 浄水施設設計
着水井、活性炭接触池、薬品混和池、フロック形成池、沈でん池、
急速ろ過池の上屋は、鉄筋コンクリート造との理解で宜しいでしょ
うか。

ご理解のとおりです。

126 21 3 3 (3) ③ ア 着水井
排泥池の上澄水については、「返送の対象外」、「排水池経由での
返送」、「提案事項」なのか、考え方があればご教示いただけない
でしょうか。

排泥池に流入した汚泥は全て河頭排水処理場へ送泥してください。

ページ 42 / 87



要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

127 22 3 3 (3) ③ ア 着水井 i

「i 石井手取水場、小野取水場からの導水は別紙3に示すように着水
井内で整流壁にて囲い、河頭取水ロからの導水とは別にサンプリン
グが可能な構造とすること。」とありますが、着水１（石井手取水
場＋小野取水場からの原水）と着水２（既存沈砂池＋石井手取水場
＋小野取水場からの原水）を個別にサンプリングする目的が達成で
きれば、着水井の構造は別紙3と異なっても構わないとの理解で宜し
いでしょうか。

サンプリングについてはご理解のとおりです。
着水井の構造については、河頭取水口、石井手取水場、小野取水場
から流入する原水を確実に混和できる構造としてください。

128 22 3 3 (3) ③ ア 着水井 i

「i 石井手取水場、小野取水場からの導水は別紙3に示すように着水
井内で整流壁にて囲い、河頭取水ロからの導水とは別にサンプリン
グが可能な構造とすること。」とありますが、着水１（石井手取水
場＋小野取水場からの原水）と着水２（既存沈砂池＋石井手取水場
＋小野取水場からの原水）を個別にサンプリングする目的が達成で
きれば、着水井の構造は別紙3と異なっても構わないとの理解で宜し
いでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№127をご参照ください。

129 22 3 3 (3) ③

ア 着水井
イ 活性炭接触池
ウ 薬品混和池
エ フロック形成池
オ 沈でん池

「池数は事業者提案とするが予備系列等を確保すること」とありま
すが、予備系列確保の考え方として、着水井、活性炭接触池、薬品
混和池、フロック形成池、沈でん池については、1池が清掃や設備更
新等で休止した場合に、それぞれ残りの池数で計画浄水量に対し
て、要求水準書に記載の滞留時間を確保すれば良いとの理解で宜し
いでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№108をご参照ください。

130 22 3 3 (3) ③ イ 活性炭接触池、以降全て
「ｅ 池内に設備を設置する場合は耐震性のあるものとする」と記載
がありますが、設備設置の無い施設において耐震設計を推奨する場
合は局との協議が必要でしょうか。

質問の意図を図りかねますが、設備の設置がない施設において設備
の耐震性は不要です。

131 23 3 3 (3) ③ エ フロック形成池 f

「越流設備等を設け、スラッジやスカムが容易に除去できること」
とありますが、「スカムの除去」については、除去方法だけに限ら
ず発生抑制の方法も認められ、それらの方法は事業者提案によると
の理解で宜しいでしょうか。

発生抑制の方法を採用した場合もスカムを除去する必要があるた
め、水面浮遊物を容易に除去できる越流設備等は設置して下さい。
スカムの発生抑制については提案可能です。技術的対話時に資料を
揃えて協議してください。

132 23 3 3 (3) ③ オ 沈でん池
池内に設備を設置する場合は耐震性のあるものとすることとありま
すが、傾斜板でも傾斜管でも耐震性があれば提案しても良いとの理
解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

133 23 3 3 (3) ③ カ 急速ろ過池
多層式ろ過とありますが、ろ層の構成、ろ層の材料については事業
者提案との理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

134 23 3 3 (3) ③ カ 急速ろ過池 c

「池数は事業者提案とするが、・・・1池洗浄、1池予備とした残り
の池で計画浄水量を満足すること」とありますが、「残りの池で計
画浄水場を満足する」とは、1池洗浄、1池予備とした（2池が休止の
場合に）残りの池数で計画浄水量を処理する場合のろ過速度が240m/
日以下であれば良いとの理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

135 23 3 3 (3) ③ カ 急速ろ過池 f

原水渠の越流、排水は新設排水ピットに送ることとなっています
が、ろ過池の排水渠を経由して洗浄排水池に送ることでも宜しいで
しょうか。洗浄排水池からはポンプによって新設排水ピットに送る
ことが可能です。
（要求水準書より、洗浄排水池からは新設着水井への返送あるいは
新設排水ピットへの送水の選択を可能とするため。）

原水渠の越流、排水はろ過池排水渠を経由せず、直接新設排水ピッ
トに送ってください。

136 23 3 3 (3) ③ キ 浄水池 c

「池数は事業者提案とするが予備系列は必要としない」とあります
が、例えば2池とした場合、2池で滞留時間を1時間以上確保すれば良
く、1池が清掃や補修等で休止した場合には、滞留時間が半分になっ
ても構わないとの理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

137 24 3 3 (3) ③ ク 洗浄排水池 a
排泥池とともに「密閉構造」とありますが、これは降灰対策が目的
と考えて良いでしょうか。それ以外の理由であればご教示ただけな
いでしょうか。

洗浄排水池への流入水は着水井へ返送するため、火山灰等の混入や
テロ行為により浄水処理に支障を及ぼすことを懸念して密閉構造と
しています。

138 24 3 3 (3) ③ ケ 排泥池 d
既設河頭排水処理場調整槽への送水の送水量調整のための貯留設備
が必須と考えて良いでしょうか。（排泥ポンプでの直送は不可で
しょうか。）

【前段】
ご理解のとおりです。

【後段】
排泥ポンプでの直送は不可とします。

139 24 3 3 (3) ③ コ 排水ピット
排水ピットを設けずに、洗浄排水池に各池のドレン排水や管廊内の
床排水、オーバーフローを受け入れることは認められるでしょう
か。

原文のとおりとします。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

140 25 3 3 (3) ④ ア 共通事項 d

資料閲覧（DVD 等による配付）（過去 5ヵ年）を拝見すると、2024
年4月から2025年10月（追加分）の薬品注入率が、2018年4月から
2023年12月までの実績と比較して大きく異なる薬品が見受けられま
す。この期間のデータを設計条件として採用した場合、通常期の実
績に対して注入率を過大に見積もることとなり、過大な薬品貯蔵設
備となります。その結果、通常期の薬品貯蔵日数が長くなり薬品の
劣化等が懸念されますので、2024年4月から2025年10月（追加分）の
データを異常値として、設備設計条件から除外してよろしいでしょ
うか。

技術的対話時に具体的な資料を揃えて協議してください。

141 25 3 3 (3) ④ ア 共通事項 e

「最大注入量から最小注入量まで常時安定して精度よく注入できる
こと」とありますが、ここでいう精度とは、注入制御全般の正確性
のことを指すのか、あるいは、注入設備を構成する機器（ポンプ
等）単体の精度を指すのか、どちらを意図したものでしょうか。ま
た、どの程度の精度を要求されるか、具体的な基準値等があればあ
わせてご教示ください。

【前段】
ここで言う精度とは、制御、機器を含む注入設備のプロセス全体の
正確性のことを指します。

【後段】
精度の具体的な基準値等はありませんが、薬品注入設備は、薬品注
入量の過不足により水質基準（残留塩素、pH、凝集性能等）に影響
を及ぼさないよう、必要な注入精度および再現性を確保してくださ
い。

142 25 3 3 (3) ④ ア 共通事項 e
最小浄水量を設定いただけないでしょうか。
ご設定がない場合、薬品注入設備の最小注入量は、「計画浄水量×
最小薬品注入率」と考えてもよろしいでしょうか。

最小浄水量は実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に関する
説明及び現地見学会時に希望者に配付したDVDの資料に示す日報デー
タ等から事業者にて設定してください。

143 25 3 3 (3) ④ ア 共通事項 h
2乗化した注入配管の切替は手動で行う、との理解で宜しいでしょう
か。

事業者提案とします。

144 26 3 3 (3) ④ ア 共通事項 j
既設浄水場で使用している各薬品の最短受入頻度についてご教示い
ただけないでしょうか。

実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に関する説明及び現地
見学会時に希望者に配付したDVDの資料「薬品受入データ(2018～
2025.10)」等をご参照ください。

145 26 3 3 (3) ④

イ 凝集用薬品注入設備 b
ウ アルカリ剤注入設備 b
エ 酸剤注入設備 b
オ 活性炭注入設備 b
カ 消毒設備 b

各薬品貯蔵槽の容量に関して、薬品貯蔵槽の合計容量が計画浄水量
に対して平均注入率で当該日数分以上となるように設定するとの理
解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

146 26 3 3 (3) ④ ウ アルカリ剤注入設備 b
凝集剤、アルカリ剤、酸剤、活性炭、次亜塩素酸ナトリウムの容量
（貯留日数）はタンクの総数で満たせていればよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

147 26 3 3 (3) ④ オ 活性炭注入設備 g
「注入状況が目視で確認できること」とありますが、パイプ注入は
不可という考え方で良いでしょうか。

ご理解のとおり、注入点での注入状況が目視できないことから、パ
イプラインへの圧入は不可とします。

148 27 3 3 (3) ⑤ ア 送水ポンプ a

「a 石井手配水池、河頭配水池それぞれに送水」について、水量が
同一で揚程が16.6m程度の違いはありますが、運用・送水頻度によっ
ては同一ポンプでの運用も考えられます。ポンプは共用することは
可能と判断して良いでしょうか。

既設甲系送水ポンプ（５台）は、当初河頭配水池に全量送水してお
りました。石井手向送水開始により１号、２号を河頭向け、４号、
５号を石井手向け、３号を共通予備として基本運用しております。
石井手向送水は、運転台数に合わせて、バルブによる流量調整を
行っており、電力損失が発生しています。流量調整の失敗による過
電流でのポンプ損傷事例もありました。
全台同能力とする案は、石井手向送水における現状と同様の問題が
発生します。
現状の問題を解消させるため、各配水池向け送水ポンプについて
は、適正な能力のポンプ選定をお願いします。

149 27 3 3 (3) ⑤ ア 送水ポンプ a

「原則として石井手配水池、河頭配水池それぞれに計画水量
（69,400m3/日）全量を送水できること」とありますが、それぞれ常
用機の2台（16.7m3/min×2台×60×24＝48,096m3/日）では全量を送
水できません。
計画水量全量を送水する場合は、予備機も含めて3台を稼働させると
いう考えで宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

150 27 3 3 (3) ⑤ ア 送水ポンプ b

「b 制御方法は原則として台数制御」とありますが、原則外となる
場合はVVVF制御での提案も考えられますが、この原則外の必要性の
判断を行うための水量配分に対する考え方があればご教示いただけ
ないでしょうか。

配水池水位による台数制御を想定しています。

151 27 3 3 (3) ⑤ ア 送水ポンプ b
「b 制御方法は、原則として台数制御とすること。」と記載が御座
いますが、インバータ制御はいかなる理由があっても不可という理
解でよろしいでしょうか。

合理的な理由があれば提案可能です。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

152 27 3 3 (3) ⑤ ア 送水ポンプ e
「ウォーターハンマに対して、十分な検討を行うこと」とありま
す。検討を行うため、既存の河頭配水池向け送水管、及び石井手配
水池向け送水管の管路縦断図を提示願えないでしょうか。

送水管及び導水管については、実施方針等に関する閲覧資料及び募
集要項等に関する説明及び現地見学会時に希望者に配付したDVDの資
料「(H17)河頭浄水場送配水管布設工事（その１）」、「(H18)河頭
浄水場送配水管布設工事（その２）」等をご参照ください。

153 27 3 3 (3) ⑤ ア 送水ポンプ h
「水密性を要する配管貫通部は SUS304-TP（パドル付き）とするこ
と」と記載がありますが、池の壁を貫通する配管が対象との理解で
よろしいでしょうか。

降雨及び地下水の影響を受ける壁を貫通する配管も対象となりま
す。

154 28 3 3 (3) ⑥ イ 連絡用通路兼管廊
新設浄水場側入口は構造物スラブが想定浸水深（T.P.=+20.90m）以
上であれば、地下構造物内に設置しても問題ないでしょうか。

水密性を確保できる構造であり、管廊から出入口へ繋がる通路が確
保されていれば問題ありません。
なお、建築基準法上の建築物に該当する場合は、建築基準法の規制
等によりプランが変更となる可能性があるため、要求水準書に関す
る意見・質問への回答№98に記載のとおり、事前協議をしてくださ
い。

155 28 3 3 (3) ⑥ イ 連絡用通路兼管廊 b
連絡通路は幅員0.8m以上、高さ2.0m以上確保とありますが、今後建
築申請等でこれ以上の要求が生じた場合は、設計変更の対象と考え
て宜しいでしょうか。

連絡通路兼管廊は土木構造物に該当することから、建築確認申請の
適用は受けないと考えておりますが、関係法令等については、要求
水準書に関する意見・質問への回答№98に記載のとおり、事前協議
をしてください。

156 28 3 3 (3) ⑥ ウ 外構施設 a
スペースの確保のみと考えますが、スペースだけでなく建築物が必
要な場合、室の大きさは何名程度を想定すれば良いでしょうか。

既設同等として４ｍ×３ｍ程度のスペースを確保してください。

157 28 3 3 (3) ⑥ ウ 外構施設 a
スペースの確保のみと考えますが、スペースだけでなく建築物が必
要な場合は、便所の設置が必要でしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№156をご参照ください。

158 28 3 3 (3) ⑥ ウ 外構施設 f
ｆに「幹線道路に接する正門」と記載があります。正門の位置は市
道五反田線（別紙６）に接することが条件でしょうか。事業者の提
案で別の箇所とすることは可能でしょうか。

場内へは市道五反田線からの進入を原則とします。

159 29 3 3 (3) ⑥ ウ 外構施設 j
ｊの管理用通路（別紙６）で、北西側は同一道路上に里道の記載が
あります。この部分は対象外と考えてよろしいでしょうか。

原則対象外となりますが、管理用道路と一体となっているため、管
理用道路と合わせた整備が必要となる可能性はあります。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

160 29 3 3 (3) ⑥ ウ 外構施設 k

新設浄水場内に大型バスの駐車場の確保が困難な場合、新設浄水場
内には車寄せのみを設け、大型バスは既設浄水場内に駐車させる
（見学者を新設浄水場で降車させて、見学中は既設浄水場内で待
機、見学終了後に新設浄水場へ移動し乗車させる）ことは認められ
るでしょうか。

要求水準書に記載のとおり、大型バス、タンクローリー車などの長
時間の駐車が見込まれる場所は、専用の駐車場所を確保してくださ
い。

161 30 3 3 (3) ⑥ ウ 外構施設 o
建物の汚水・雑排水は市の排水施設（汚水圧送管）への接続は許可
されていると理解してよろしいでしょうか。

局にて事前協議を実施しておりますが、詳細設計時に改めて協議を
行い接続申請を行う必要があります。

162 31 3 3 (3) ⑦ ア 共通事項 m
「廊下幅は、原則として、2,100㎜以上とすること」と記載がござい
ますが、居室エリアの廊下のみが対象となるという理解でよろしい
でしょうか。（機械室、管廊等の通路部分は対象外）

居室のみではなく、非居室に至るための廊下については、原則とし
て、有効で2,100mm以上とします。ただし、機械室内等のメンテナン
スのための通路等については作業に支障のない幅員とします。な
お、詳細については、技術的対話時に具体的な資料を揃えて協議し
てください。

163 31 3 3 (3) ⑦ ア 共通事項 n
階段室からの屋上への侵入は扉の施錠で管理できますが、他に想定
されている対策があればご教示いただけないでしょうか。

関係者以外の者が屋上へ侵入しないための対策
であれば施錠以外の方法も可能です。

164 31 3 3 (3) ⑦ ア 共通事項 n 外部からの侵入（外壁を昇って侵入）も対策が必要でしょうか。 外壁を登っての侵入は想定していません。

165 31 3 3 (3) ⑦ ア 共通事項 q

「q 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に準拠
すること。」と記載が御座いますが、対象施設には該当しない場合
は、準拠しなくてもよいという理解でよろしいでしょうか。
部分的に準拠する必要がある場合は、その範囲をご指定ください。
（P.43の見学者コースのみでしょうか。）

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に準拠すべ
き範囲は、見学者コース及び関連諸室等を想定しております。

166 31 3 3 (3) ⑦ ア 共通事項 r
防虫網の取外しができるような工夫を行うという理解で良いでしょ
うか。

換気口を通じて小動物、昆虫及び雨水等の侵入
がないような工夫を行ってください。

167 31 3 3 (3) ⑦ ア 共通事項 s

設備機器等の搬出入について、「設備機器等の搬出入に必要な開口
部及び水平移動が可能なクレーン（レールは、原則としてステンレ
ス製とする。）を設置すること。また、機器等の搬出入時は、移動
区間を全てクレーン作業で行えること。」と記載がございますが、
電気室内の設備(例えば高圧受変電盤など)について、電気室内はク
レーン以外の作業でも宜しいでしょうか。

容易に搬出入が可能と局が認めた機器等（サンプリングポンプ等）
については、横引き等の搬出入方法の採用も認めます。なお、その
場合は、設備の更新時に既存配管等で横引きが困難とならないよ
う、設計してください。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

168 31 3 3 (3) ⑦ ア 共通事項 s
機器等の搬出入時は、移動区間を全てクレーン作業で行えることと
ありますが、移動する対象機器は事業者提案と考えて宜しいでしょ
うか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№167をご参照ください。

169 32 3 3 (3) ⑦ ア 共通事項 y
対象建物は機械電気棟のみで、プラント諸室及び電気室を除いた居
室部分が計算対象となると理解してよろしいでしょうか。

延べ面積が300㎡以上のもので居室を有する建築物の場合について
は、１の建築物内にあるプラント諸室や電気室等の非居室を含む建
築物全体で要求水準を満たす必要があります。

170 32 3 3 (3) ⑦ イ 浄水施設の上屋 a
窓の障子にアルミパネルを使用し、通常は窓を閉じて採光を行わな
い状態として、見学、清掃時に開閉するという理解で良いでしょう
か。

ご理解のとおりです。

171 32 3 3 (3) ⑦ ウ 機械電気棟 a
表3-2　必要書室一覧における休憩室・更衣室等について、貴局用と
事業者用とで分ける事を検討しておりますが、分ける事業者提案は
認めて頂けますでしょうか。

事業者提案とします。

172 32 3 3 (3) ⑦ ウ 機械電気棟 a
表3-2　必要書室一覧について、工作室を設ける事を検討しておりま
すが、工作室を設ける事業者提案は認めて頂けますでしょうか。

事業者提案とします。

173 32 3 3 (3) ⑦ ウ 機械電気棟 b
表3-2において電気室の必要面積は200m2と記載がございますが、不
活性ガス消火設備（又はハロゲン化物消火設備）が設置不要な200㎡
未満の電気室を複数室施設する配置としても宜しいでしょうか。

事業者提案とします。

174 32 3 3 (3) ⑦ ウ 機械電気棟 f

「階数が3以上の場合は、エレベーター（車いす対応）を設置するこ
と」と記載がございますが、地下階が居室でない機械室の場合は車
いす対応用のエレベータを停止させないという理解でよろしいで
しょうか。

階数3以上で、エレベーター（車いす対応）を設置した場合は、地下
階の用途に関わらず、全ての階で停止する必要があります。

175 32 3 3 (3) ⑦ ウ 機械電気棟 j 上屋の材質は、事業者提案との理解でよろしいでしょうか。 原文のとおりとします。

176 33 3 3 (3) ⑦
表3-2 必要諸室一覧
多目的トイレ

多目的トイレは、男女別に設置が必要でしょうか。 事業者提案とします。

ページ 49 / 87



要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

177 33 3 3 (3) ⑦ エ 発電機棟 a
浄水施設とは別棟とすることとありますが、発電機棟と縁を切る形
でも宜しいでしょうか。

施設配置計画上、やむを得ず合棟（一体構造）とする場合は、発電
機の配置場所、燃料保管場所及び燃料の漏洩対策など、合棟（一体
構造）しても浄水施設に影響がないことを確認しなければ判断でき
ないため、技術的対話時に具体的な資料を揃えて協議してくださ
い。

178 33 3 3 (3) ⑦ エ 発電機棟 c
非常用自家発電設備の将来更新時の仮設スペースの確保について、
発電機棟内に確保した場合でも要求水準未達にはならないという理
解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

179 34 3 3 (3) ⑦ カ 建築付帯設備 d

「d 大会議室及びサーバー室に WAN 使用環境を整備することとし、
引込方法等については設計業務時に局と協議し承諾を受けるこ
と。」と記載が御座いますが、庁内LANの引き込みを想定されている
場合は、その取り合い点をご教示ください。

詳細設計時に協議し、決定します。

180 34 3 3 (3) ⑦ カ 建築付帯設備 h
「整備対象施設全体の避雷対策を行うこと。」と記載がございます
が、建築基準法上、該当する構造物（高さ20m以上）について、避雷
設備を設置するという理解で宜しいでしょうか。

一般社団法人公共建築協会発行の「建築設備計画基準」及び「公共
建築工事標準仕様書（電気設備工事編）」等に基づき、避雷設備を
設置してください。

181 34 3 3 (3) ⑦ カ 建築付帯設備 h
「整備対象施設全体の避雷対策を行うこと」と記載がございます
が、法律上（建築基準法・消防法危険物規則）設置義務がない建物
は雷保護設備を設置しないと理解してよろしいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№180をご参照ください。

182 34 3 3 (3) ⑦ カ 建築付帯設備 j

「給気口等は降灰対策及び昆虫等の侵入対策をすること」と記載が
ございますが、維持管理が出来る位置に防虫網を設置する等の対策
をすれば、必ずしもフィルターを設ける必要はないと理解してよろ
しいでしょうか。

原文のとおりとします。

183 34 3 3 (3) ⑧ ア 受変電設備 a

「a 受電は高圧 1 回線受電とし、受電点は電力会社と協議の上、決
定すること。なお、電力の契約は局が行う。」と記載が御座います
が、提案時に電力会社と個別に協議を行ってもよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

184 34 3 3 (3) ⑧ ア 受変電設備 a

「a 受電は高圧 1 回線受電とし、受電点は電力会社と協議の上、決
定すること。なお、電力の契約は局が行う。」と記載が御座います
が、提案時に電力会社と個別協議が不可の場合、受電点をご指示く
ださい。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.183をご参照ください。

185 35 3 3 (3) ⑧ イ 非常用自家発電設備 d
「燃料は調達の容易なものを選定すること。」と記載がございます
が、既設浄水場で選定されてる燃料をご教示願います。

特Ａ重油となります。

186 35 3 3 (3) ⑧ イ 非常用自家発電設備 e
燃料タンクについて、地下タンク／地上据付タンク（災害対策検討
を踏まえ）どちらの用途でも良いという理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

187 35 3 3 (3) ⑧ イ 非常用自家発電設備 g

「g　低騒音パッケージに収納し屋内では機側1m で80dB 以下とす
る。」と記載がありますが、発電装置単体で機側1m 80dB 以下の発
電装置を設置する場合でも工場や現場では室内反響音や給換気ファ
ン駆動音との合成騒音を計測することになりますので、計測結果は
80dB以下にならないことが想定されます。自家発電装置単体の騒音
値は発電装置製造業者による騒音値計算書類にてご承諾いただける
と考えてよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

188 35 3 3 (3) ⑧ イ 非常用自家発電設備 h
「設置に際し、消防局等関係機関との協議を行うこと。」と記載が
ございますが、ご提案時に所轄消防署と事前協議を行っても宜しい
でしょうか。

ご理解のとおりです。

189 35 3 3 (3) ⑧ イ 非常用自家発電設備 h

「設置に際し、消防局等関係機関との協議を行うこと。」と記載ご
ざいますが、ご提案時は消防局等関係機関と事前協議を行うことが
不可の場合、ご契約後に消防局等関係機関からの指導事項へ対応
は、追加精算対象として設計変更協議を行って頂けるという理解で
宜しいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.188をご参照ください。

190 35 3 3 (3) ⑧ イ 非常用自家発電設備 h

「h 設置に際し、消防局等関係機関との協議を行うこと。」と記載
が御座いますが、提案時に所轄消防局等関係機関と個別に協議を行
い指導された内容が契約後に変更になった場合は、別途設計変更対
象として、かかる費用の精算や工期の延長等の協議を行っていただ
けるという理解でよろしいでしょうか。

受注者の責によらない変更は、設計変更の協議対象とします。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

191 35 3 3 (3) ⑧ イ 非常用自家発電設備 k

「燃料配管はピット内へ露出にて布設し、適切な支持を行うこと。
また、漏洩検知が早期に可能な構造とすること。」と記載がござい
ますが、漏洩検知についての記載は地下燃料タンクの漏洩検知とい
う理解で宜しいでしょうか。

燃料タンク以外からの漏洩も検知出来る仕組みとしてください。

192 35 3 3 (3) ⑧ イ 非常用自家発電設備 k
漏洩検知が早期に可能な構造とすることなっていますが、現状貴局
が実施されている漏洩検知方法と内容（燃料タンク以外からの漏洩
検知も含む）についてご教示ください。

燃料小出槽廻りの防液堤および燃料配管のピット内に検知器を設置
し、中央管理室に警報が発報するようになっております。なお、地
下燃料タンクは、定期的に漏洩検査管を点検しており、地下燃料タ
ンク以外は日常点検時に目視で確認を行っております。

193 35 3 3 (3) ⑧ ウ 再生可能エネルギー設備 b
「太陽光発電設備を設置すること。設置場所は原則として屋上」と
の記載がございますが、『設置場所や太陽光発電で最低現必要な出
力容量』は事業者提案と考えて宜しいでしょうか。

設置場所は事業者提案とします。再生可能エネルギーとして最低限
必要な出力は297kW以上です。

194 35 3 3 (3) ⑧ ウ 再生可能エネルギー設備 i
再生可能エネルギー設備は、太陽光発電設備しか認めないという理
解でよろしいでしょうか。

募集要項のとおり太陽光発電設備以外の事業者提案も可能です。

195 36 3 3 (3) ⑧ オ 負荷設備 b
「既存取水ポンプ盤及びケーブル類は撤去すること。」と記載がご
ざいますが、撤去に伴う監視設備の機能増設は本事業範囲外との理
解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

196 36 3 3 (3) ⑧ オ 負荷設備 b

「導水ポンプ盤へ更新すること。」とありますが、導水ポンプの更
新によって発生する既存設備への機能増設等(例：監視制御設備の信
号項目追加・修正等)は本項に含まれるものと理解してよろしいで
しょうか。

既存設備の機能増設は水道局発注のため、内容については双方協議
により決定します。

197 36 3 3 (3) ⑧ カ 計装設備 a
「計装設備の精度は既存浄水場同等以上」とあります。既存浄水場
の各計装設備の精度を教示願えないでしょうか。

実施方針等に関する閲覧資料及び募集要項等に関する説明及び現地
見学会時に希望者に配付したDVDの資料「既設計装機器一覧（参
考）」等をご参照ください。

198 36 3 3 (3) ⑧ カ 計装設備 a
「計装設備の精度は既存浄水場同等以上であること」とあります
が、既存浄水場で使用されている計器の精度をご教示ください。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No197をご参照ください。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

199 36 3 3 (3) ⑧ カ 計装設備 b

「導水流量計は電磁式とすること。その他の流量計は、原則として
口径 300mm以下を電磁式、口径 300mm を超えるものは超音波式とす
ること。ただし、口径300mm を超えるもので直管延長が確保できな
い等の理由がある場合は電磁式も認める」との記載がございます
が、口径300mm以下で、直管延長が確保できない等の理由がある場合
は超音波式も認めるという理解で宜しいでしょうか。

電磁式を基本としますが、詳細については技術的対話時に具体的な
資料を揃えて協議してください。

200 36 3 3 (3) ⑧ カ 計装設備 b
口径300mm以下で直管延長が確保できない場合、超音波式の採用を認
めていただけるでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.199をご参照ください。

201 36 3 3 (3) ⑧ カ 計装設備 d

「d 各池の水位計は投込圧力式、薬品タンク液位計は電波式とする
こと 」とあります。床排水ピットや着水井等の水位計のように、床
排水ポンプやサンプリングポンプのON/OFFの目的で設置される水位
計に関しては、水位の計測（アナログ信号発信タイプの水位計）は
不要で、電極式レベルスイッチを採用できるとの理解で宜しいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

202 36 3 3 (3) ⑧ カ 計装設備 f

「着水１、未ろ水及びろ水は新設生物水槽室に監視用水槽を設け、
生物等による安全確認ができること」とあります。未ろ水は中次亜
を注入した後の塩素を含んだサンプル水ですが、生物による監視は
可能でしょうか（塩素水で生物が死んでしまわないでしょうか）。
（既存施設で、同様のサンプル水で生物による安全確認を行ってい
る場合、上記のような事象が生じていないか、教示願えないでしょ
うか。）

既存施設でろ水の生物監視をしておりますが、チオ硫酸ナトリウム
（ハイポ）を水に溶かし点滴しています。次亜を中和することで生
物監視は可能です。

203 37 3 3 (3) ⑧
カ 計装設備 表3-3
計装項目一覧

表3-3　計装項目一覧に関して、
設置場所：活性炭接触池の計測項目に活性炭注入量とスラリー注入
量がありますが、両者の違いは何でしょうか。

「スラリー濃度」＝「計測値」、「スラリー注入濃度」＝「設定
値」と使い分けています。

204 37 3 3 (3) ⑧
カ 計装設備 表3-3
計装項目一覧

表3-3　計装項目一覧に関して、
設置場所：活性炭接触池の計測項目に活性炭注入量がありますが、
活性炭注入量はスラリー濃度とスラリー注入量から演算で求めた値
（活性炭注入量＝スラリー濃度×スラリー注入量）を計測値とする
ことで、活性炭注入量を個別に計測する必要はないとの理解で宜し
いでしょうか。

ご理解のとおりです。
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№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

205 37 3 3 (3) ⑧
カ 計装設備 表3-3
計装項目一覧

表3-3　計装項目一覧に関して、
設置場所：原水渠の計測項目に原水渠水位とありますが、急速ろ過
池の原水渠の水位が変動しないろ過方式を提案する場合には、水位
計の設置及び計測は不要と考えますが宜しいでしょうか。

ろ過方式の提案内容により、計測機器は必要な個所に設置すること
としてください。

206 37 3 3 (3) ⑧
カ 計装設備 表3-3
計装項目一覧

ろ過池原水渠水位、洗浄排水池水位、排泥池水位、排水ピット水位
等のように、ポンプのON-OFF制御で使用し、水の連続監視までは必
要がないと考えられるものについては、水位の連続計測（アナログ
信号）は不要で、電極式レベルスイッチ（接点信号）でも構わない
との理解で宜しいでしょうか。

ろ過池原水渠水位、洗浄排水池水位は水位の連続監視が可能なもの
にしてください。排泥池水位、排水ピット水位については事業者提
案とします。

207 37 3 3 (3) ⑧
カ 計装設備 表3-3
計装項目一覧

浄水の水質に関する計測項目が浄水残塩のみとなっています。既存
施設では、浄水水質の計測項目は残塩だけで、水質計器による濁
度、pHの計測は行っていないのでしょうか。
また、その場合、浄水（濁度、pH）の水質管理上、特に問題などは
生じていないでしょうか。

【前段】
ご理解のとおりです。

【後段】
特に問題は生じておりません。

208 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (a)

「整備対象施設の一元的な監視・操作・制御ができるシステム構築
を行うこと。」とありますが、制御機能を水道標準PF上に回路を構
築してしまうと使用する容量が膨大となり、水道標準PFの金額も高
価になる事が予想されます。ランニングコスト低減の観点から、浄
水場側のシステムにて制御回路を構築すると考えてよろしいでしょ
うか。

事業者提案によります。

209 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (e)
「簡易なエンジニアリング」とは具体的にどういった機能のことを
指すのでしょうか。

画面の表示値の追加、演算方法の定数等の変更、帳票の追加などを
想定しておりますが、事業者提案によります。

210 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (f)

「PLC 等については、原則として汎用機器を採用。汎用機器とは、
その製造メーカーの独占販売ルートに限らず一般流通され、特定の
業者以外でもそのエンジニアリング及びメンテナンス行為を実施で
きる」との記載がございますが、公平性の観点も考慮し、PLCの汎用
機器採用に関して、製造メーカのPLCに縛りを与えず、一定数の納入
台数が認められるPLCは、どこのメーカのPLC納入も認めて貰えると
の理解で宜しいでしょうか。

原文のとおりとします。

211 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (h)
遠隔（リモート操作）により、具体的にどういった保守点検を想定
されているのでしょうか。

デモ信号の送信等を想定しております。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

212 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (h)
「遠隔（リモート操作）による簡易な保守点検を可能とする」と
は、どの様な保守点検の内容を想定されていますでしょうか。想定
されている内容をご提示いただけないでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
NO.211をご参照ください。

213 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (i)
「必要なウイルス対策を実施すること。」と記載がございますが、
必要なウイルス対策は貴局にて特定の最低基準等は設けず、事業者
提案によるものという理解で宜しいでしょうか。

要求水準書P.38 （j）に記載のとおりです。

214 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (j)

「水道標準PFのセキュリティー要件及び鹿児島市の情報セキュリ
ティに関する規則等を遵守すること。また、規則等を遵守するため
の局の指示に従うこと」と記載がございますが、「鹿児島市の情報
セキュリティに関する規則等」の具体的な規則についてご教示願い
ます。

「鹿児島市の情報セキュリティに関する規則等」は公開不可のた
め、契約後に局が指示します。

215 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (j)
鹿児島市様の情報セキュリティに関する規則等をご提示いただけな
いでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
NO.214をご参照ください。

216 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (k)

(j)にて「上下水道一体効率化・基盤強化推進事業費（個別補助）
（上下水道DX推進事業）の活用を予定」と記載が御座います。導入
支援事業の採択基準
（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/content/00175
0535.pdf）に「おおむね令和7年度までに水道情報活用システムの導
入事業を開始すること。」と記載が御座いますが、本事業は本基準
に該当するという理解でよろしいでしょうか。

令和４年度より場外系監視制御設備工事を行っており、本事業は、
場外系を含めた監視制御設備工事として補助採択を受けておりま
す。

217 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (k)

(j)にて「上下水道一体効率化・基盤強化推進事業費（個別補助）
（上下水道DX推進事業）の活用を予定」と記載が御座います。導入
支援事業の採択基準
（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/content/00175
0535.pdf）に「複数の事業者間システム又はアプリケーションを対
象とする連携によりデータの利活用を図ること。」と記載が御座い
ますが、今回の要求水準書ではアプリケーションとしては「監視制
御アプリ」のみ要求されているという理解でよろしいでしょうか。
仮に、監視制御アプリ以外で想定されているアプリケーションがあ
ればご教示ください。

令和４年度より場外系監視制御設備工事を行っており、本事業は、
場外系を含めた監視制御設備工事として補助採択を受けておりま
す。当時の採択基準には「複数の事業者間システム又はアプリケー
ションを対象とする連携によりデータの利活用を図ること。」はあ
りません。本事業では複数の事業者間システム又はアプリケーショ
ンとの連携は予定していません。
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218 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (k)

(j)にて「上下水道一体効率化・基盤強化推進事業費（個別補助）
（上下水道DX推進事業）の活用を予定」と記載が御座います。導入
支援事業の採択基準
（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/content/00175
0535.pdf）に「複数の事業者間システム又はアプリケーションを対
象とする連携によりデータの利活用を図ること。」と記載が御座い
ますが、本事業で採用するアプリケーションが「監視制御アプリ」
のみの場合、導入支援事業の採択基準を満たすには「複数の事業者
間システムによる連携」が必要となると考えます。これは、すでに
導入済みの場外系向け監視制御アプリとのデータ連携を想定されて
おりますでしょうか。その場合、既設監視制御アプリ側で改造が必
要となった際には、鹿児島市様からご発注いただける理解でよろし
いでしょうか。

【前段】
要求水準書に関する意見、質問への回答
No.217をご参照ください。

【後段】
場外系監視制御アプリとのデータ連携を想定していません。ただ
し、事業者提案を妨げるものではありません。

219 38 3 3 (3) ⑧ キ a 基本事項 (k)

(j)にて「上下水道一体効率化・基盤強化推進事業費（個別補助）
（上下水道DX推進事業）の活用を予定」と記載が御座います。導入
支援事業の採択基準
（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/content/00175
0535.pdf）に「複数の事業者間システム又はアプリケーションを対
象とする連携によりデータの利活用を図ること。」と記載が御座い
ますが、既設の場外系用監視制御アプリと本事業で納入する監視制
御アプリのデータ連携を行う場合、インターフェース仕様を合わせ
る必要があります。既設の場外系用監視制御アプリは「標準イン
ターフェイス」「標準汎用イーターフェイス」どちらを採用してお
りますでしょうか。

【前段】
要求水準書に関する意見、質問への回答
No.217をご参照ください。

【後段】
場外系監視制御アプリは「標準汎用インターフェイス」を採用して
おります。

220 39 3 3 (3) ⑧ キ c 監視操作機能 (a)

「以下に示す画面から運転停止や設定値変更等の監視操作ができる
こと。 （系統監視画面、トレンド監視画面、発生中警報画面、機器
操作画面、 設定制御画面、警報履歴画面、状態履歴画面、操作履歴
画面、帳票画面、計測値一覧画面、積算値一覧画面、稼働実績画面
等）」と記載がございますが、一覧画面を全て要求されると対応可
能な企業が制限され、参入障壁となる可能性があるため、要求水準
書より削除頂きたくお願い致します。

原文のとおりとします。
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221 39 3 3 (3) ⑧ キ c 監視操作機能 (a)

「以下に示す画面から運転停止や設定値変更等の監視操作ができる
こと。 （系統監視画面、トレンド監視画面、発生中警報画面、機器
操作画面、 設定制御画面、警報履歴画面、状態履歴画面、操作履歴
画面、帳票画面、計測値一覧画面、積算値一覧画面、稼働実績画面
等）」と記載がございますが、（）内の画面は例であり、詳細仕様
は選定業者決定後の基本設計／詳細設計にて協議する形と考えて宜
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
なお、画面構成が完全に一致する必要はありません。

222 39 3 3 (3) ⑧ キ c 監視操作機能 (a)

「以下に示す画面から運転停止や設定値変更等の監視操作ができる
こと。 （系統監視画面、トレンド監視画面、発生中警報画面、機器
操作画面、 設定制御画面、警報履歴画面、状態履歴画面、操作履歴
画面、帳票画面、計測値一覧画面、積算値一覧画面、稼働実績画面
等）」と記載がございますが、稼働実績画面とは機器の運転時間等
を表示する画面という理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

223 39 3 3 (3) ⑧ キ c 監視操作機能 (b)

「薬品注入率等の演算機能を有すること」と記載がございますが、
水道標準PF側との通信回線が切れた場合も運転継続する必要がある
ため、薬品注入率制御自体はPLC側で行い、注入率等の目標値設定の
み監視操作AP側で行うという理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

224 39 3 3 (3) ⑧ キ c 監視操作機能 (b)
薬品注入率等の演算機能は、浄水場側のシステムで実現すると考え
てよろしいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No.223をご参照ください。

225 39 3 3 (3) ⑧ キ d トレンドデータ
トレンドデータの保存について、浄水場側のシステムで保存対応す
ると考えてよろしいでしょうか。（1秒間データ10日分、1分間デー
タ4年分、1年間データ10年分）

PF側となります。浄水場側システムの保守用端末にて、過去30日以
上の保存も必要です。

226 39 3 3 (3) ⑧ キ e 帳票 (a)
水道標準PFのアプリでは、日報、月報及び年報の印刷はファイルダ
ウンロード後に印刷する手順となります。帳票の自動印刷は浄水場
側のシステムにて実施する考えでもよろしいでしょうか。

事業者提案としますが、各監視操作端末から設定が可能で、任意の
プリンタにて印刷可能なものを構築してください。

227 39 3 3 (3) ⑧ キ e 帳票 (b)
「計測データと演算式により算出したデータを表示」は、浄水場側
のシステムで実現すると考えてよろしいでしょうか。

事業者提案とします。

228 39 3 3 (3) ⑧ キ e 帳票 (c)
帳票の保存について、浄水場側システムで保存対応すると考えてよ
ろしいでしょうか。

PF側となります。浄水場側システムの保守用端末にて、過去30日以
上の保存も必要です。
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229 39 3 3 (3) ⑧ キ f 水道標準PFの設定 (c)

「監視操作 AP で利用するデータ（加工値を含む）は、冗長化する
こと。不具合が発生した場合においてもデータを喪失することがな
く、かつ監視操作に支障がないようにすること」と記載がございま
すが、加工値の冗長化を要求されると対応可能な企業が制限され、
参入障壁となる可能性があるため、要求水準書より削除頂きたくお
願い致します。

原文のとおりとします。

230 39 3 3 (3) ⑧ キ f 水道標準PFの設定 (c)

「監視操作 AP で利用するデータ（加工値を含む）は、冗長化する
こと。不具合が発生した場合においてもデータを喪失することがな
く、かつ監視操作に支障がないようにすること」と記載がございま
すが、保守用端末側でもデータを保存し冗長化を図るという理解で
宜しいでしょうか。なお、加工されたデータとは何を指しているか
ご教示願います。

PF側での冗長化を意味します。
加工値とは、演算データや入力による代替値などを指します。

231 39 3 3 (3) ⑧ キ f 水道標準PFの設定 (d)

「水道標準PF に登録・蓄積された監視操作項目情報は、水道標準PF
の データ抽出サービスにより、CSV 形式でデータを取得できるこ
と。」と記載がございますが、監視操作APの機能にて実現すること
もご了承頂けますでしょうか。

原文のとおりとします。
監視操作APの機能実現は事業者提案となります。

232 40 3 3 (3) ⑧
キ g 水道標準PFへの接続回線
(b)

「バックアップ手段としてプラットフォーマーが提供するLTEモバイ
ル回線（閉域網）を有するものとし、回線異常時及び復旧時には、
自動で切り替わること。」とありますが、本機能は水道標準PFが提
供可能な機能を使用することであると理解してよろしいでしょう
か。

プラットフォーマーが提供する通信網の機能を使用するという意味
です。

233 40 3 3 (3) ⑧ キ j 監視操作APへのアクセス

標準的なブラウザで監視操作できることとし、ベンダー依存のソフ
トウェアは使用しないこと。 」と記載がございますが、ここでのソ
フトウェアとはあくまでも監視操作端末内のブラウザに関するソフ
トウェアの事であり、監視操作AP側のソフトウェアは対象外との理
解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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234 40 3 3 (3) ⑧ キ k 監視操作端末 (a)

「監視操作に十分な容量及び能力を有する汎用デスクトップ型パソ
コン（Windows 系 OS（最新版））を、既存管理室及びサーバー室に
各 2 台以上設置すること。 」と記載がございますが、監視操作端
末に採用するOSは事前に動作確認・検証を実施した上で選定する必
要があります。Windows系OSはMicrosoft側のタイミングで最新版が
発売されるため、民間事業者がOSを最新版で対応することに若干の
ズレが生じ、常に最新版に対応することは困難と考えます。民間事
業者もOSを最新版で対応するよう善処していきますので、「OS は設
計業務時に局と協議し承諾を受けること。」との理解と考えて宜し
いでしょうか。

ご理解のとおりです。

235 40 3 3 (3) ⑧ キ k 監視操作端末 (d)

「保守用端末のクライアント機能を有すること。」と記載がござい
ますが、システム的には監視操作端末は監視操作APサーバのクライ
アントという位置づけになります。ここで記載の「クライアント機
能を有すること」とは、保守用端末でも監視操作端末同様（一部画
面仕様の相違は許容される）の機能を有し、データ保存も行うとい
う理解で宜しいでしょうか。もし、上記認識と違う場合、具体的な
クライアント機能についてご教示願います。

APサーバのクライアントという位置付けはご理解のとおりです。
標準PF停止時は、保守用端末で監視操作を行います。その際は、監
視操作端末は、保守用端末のクライアントという位置付けになりま
す。保守用端末でデータ保存も行います。

236 40 3 3 (3) ⑧ キ l タブレット端末 (b)

「OS は設計業務時に局と協議し承諾を受けること。」と記載がござ
いますが、民間事業者は採用するOSは事前に動作確認・検証を実施
した上で選定する必要があります。Windows系OSはMicrosoft側のタ
イミングで最新版が発売されるため、民間事業者がOSを最新版で対
応することに若干のズレが生じ、常に最新版に対応することは困難
と考えます。民間事業者もOSを最新版で対応するよう善処していき
ますので、常に最新版に対応することが困難であることをご了承頂
けますでしょうか。

ご理解のとおりです。

237 40 3 3 (3) ⑧ キ m 保守用端末

事業者提案のシステム構成でゲートウェイ装置との信号授受をPLC経
由で限定されると、対応可能な企業が制限され、参入障壁となる可
能性があるため、保守用端末経由で実施する構成を認めて頂きたく
お願い致します。

事業者提案とします。

238 41 3 3 (3) ⑧ キ m 保守用端末 (a)

事業者提案のシステム構成でゲートウェイ装置との信号授受をPLC経
由ではなく保守用端末経由で実施する構成はご了承頂けますでしょ
うか。その場合、堅牢化を考慮し保守用端末を冗長化することをご
了承頂けますでしょうか。

事業者提案とします。
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239 41 3 3 (3) ⑧ キ m 保守用端末 (b)

「OS は設計業務時に局と協議し承諾を受けること。」と記載がござ
いますが、民間事業者は採用するOSは事前に動作確認・検証を実施
した上で選定する必要があります。Windows系OSはMicrosoft側のタ
イミングで最新版が発売されるため、民間事業者がOSを最新版で対
応することに若干のズレが生じ、常に最新版に対応することは困難
と考えます。民間事業者もOSを最新版で対応するよう善処していき
ますので、常に最新版に対応することが困難であることをご了承頂
けますでしょうか。

ご理解のとおりです。

240 41 3 3 (3) ⑧ キ m 保守用端末 (g)

「監視操作に必要な各種設定値等は、水道標準PF と相互に変更を反
映し、常に同じ値とすること。」と記載がございますが、各種設定
値とは制御等に使用する目標設定値、運転モード設定との理解で宜
しいでしょうか。

事業者提案によりますので必要な機能を設けてください。

241 41 3 3 (3) ⑧ キ n プリンタ
水道標準PFの帳票･ハードコピーの印刷はブラウザの印刷機能により
印刷すると考えてよろしいでしょうか。

監視操作APにて構築ください。

242 41 3 3 (3) ⑧
キ o 場内機器及び信号伝送
(b)

「信号の伝送は、オープンプロトコルの光通信(FL-NET等)とし、ベ
ンダー依存のないものとする」とありますが、設備機器の部品点数
の削減、ケーブル工量の低減を目的にコントローラ～各負荷設備間
は、メーカー専用の伝送信号を使用してもよろしいでしょうか。

伝送信号はオープンプロトコルの光通信(FL-NET等)とし、メーカー
専用の伝送信号は使用しないでください。

243 41 3 3 (3) ⑧
キ o 場内機器及び信号伝送
(b)

「(b) 信号の伝送は、I/O 及びオープンプロトコルの光通信（FL-
net 等）とし、ベンダー依存のないものとする。」と記載がござい
ます。別紙７システム構成図（案）では光ケーブルの記載と共に、
オフライン回線と記載がございますが、光ケーブルにてFL-netを使
用するとの理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
オープンプロトコルの光通信(FL-NET等)であれば構いません。

244 41 3 3 (3) ⑧ キ q システムへ信号取込 (b)

「上記信号の集約及び中継端子盤の設置は、別途工事とし局が発注
する予定である。」と記載がございますが、本事業の事業者が決定
後に既設メーカと協議の上、別途工事が発注されるという理解で宜
しいでしょうか。

別途工事は局が発注しますが、詳細なスケジュールは未定です。

245 41 3 3 (3) ⑧ キ q システムへ信号取込 (b)

「上記信号の集約及び中継端子盤の設置は、別途工事とし局が発注
する予定である。」と記載がございますが、上記の別途工事以外に
も既設メーカの改造が発生する場合は、別途工事が発注されるとい
う理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

ページ 60 / 87



要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

246 41 3 3 (3) ⑧ キ q システムへ信号取込 (b)

「上記信号の集約及び中継端子盤の設置は、別途工事とし局が発注
する予定である。」と記載がございますが、中継端子盤（別途工
事）から伝送装置盤（本事業範囲）までの伝送ケーブル布設は本事
業範囲外という理解で宜しいでしょうか。

中継端子盤から伝送装置盤までの伝送ケーブル布設及び接続は本事
業の範囲内です。

247 41 3 3 (3) ⑧ キ q システムへ信号取込 (c)

「中継端子盤から、光ケーブルで整備対象施設へ信号伝送するこ
と。」記載がございますが、光ケーブルについて同管理室内である
ため距離を考慮して通常のLANケーブルやメタルケーブルでも宜しい
でしょうか。光ケーブルにする理由がございましたらご教示願いま
す。

中継端子盤は既存管理室付近に設置予定であり、整備対象施設の
サーバー室までは距離があるため光ケーブルでの伝送が必要です。

248 41 3 3 (3) ⑧ キ q システムへ信号取込 (c)
中継端子盤と伝送装置盤の信号授受がFL-net等の伝送となる場合、
別途工事にて中継端子盤内にPLCが設けられるという理解で宜しいで
しょうか。

別途工事では、中継端盤内の端子台にI/０信号として、既設信号の
取り出しを予定しています。なお、端子台以降の信号伝送は本事業
に含みます。

249 41 3 3 (3) ⑧ キ r 薬品注入演算用の水質
新浄水場以外の信号が必要となる場合、信号授受に伴う既設側の改
造は別途工事との理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

250 41 3 3 (3) ⑧
キ r 薬品注入演算用の水質 表
3-4 新システムへ取込信号一覧
（想定）

q　システムへ信号取込、表3-4　新システムへ取込信号一覧（想
定）に関して、配水池水位として河頭1～3号及び石井手1、2号のア
ナログ信号が示されていますが、デジタル信号が示されていませ
ん。
河頭配水池向け及び石井手配水池向けの新設送水ポンプの運転
ON/OFF及び運転台数を制御するための水位接点（デジタル信号）の
取り込み（設定）は可能でしょうか。

ポンプ運転制御のデジタル信号はありません。

251 41 3 3 (3) ⑧
キ r 薬品注入演算用の水質 表
3-4 新システムへ取込信号一覧
（想定）

河頭配水池及び石井手配水池の既設の水位信号に関して、表3-4では
デジタル信号がありません。
送水ポンプを配水池水位による台数制御を行う場合、制御のための
デジタル信号（接点）が必要と考えますが、既設の河頭配水池及び
石井手配水池それぞれの各池に、送水ポンプを運転制御するための
水位電極（レベルスイッチ）を、本事業で新たに設ける必要がある
との理解で宜しいでしょうか。

既設の河頭配水池及び石井手配水池に水位電極はありませんが、本
事業にて電極を設置する必要はありません。
ただし、ポンプ制御は、各配水池の水位計アナログ信号制御及び水
位電極制御を選択可能なものとし、水位電極を設置した場合にも取
込可能なシステムとしてください。
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252 42 3 3 (3) ⑧
キ r 薬品注入演算用の水質 表
3-4 新システムへ取込信号一覧
（想定）

q　システムへ信号取込、表3-4　新システムへ取込信号一覧（想
定）に関して、空転防止水位として導水ポンプ井のデジタル信号が2
点示されています。
2点とは、導水ポンプ井2池分の空転防止水位との理解で宜しいで
しょうか。
また、導水ポンプのチャタリング防止のため、空転防止水位とは別
途、運転開始のための水位（空転防止水位より高水位）の接点（デ
ジタル信号）取り込み（設定）は可能でしょうか。

導水ポンプは手動運転のため、運転開始の接点は必要ありません。

253 42 3 3 (3) ⑧
キ r 薬品注入演算用の水質 表
3-4 新システムへ取込信号一覧
（想定）

表 3-4 新システムへ取込信号一覧（想定）の欄外に
「※ 局との協議等により信号点数の追加が発生した場合は事業者の
責任において対応すること。」と記載が御座いますが、貴局からの
信号点数の追加指示による対応について、システムの責任は事業者
側で対応できますが、別途設計変更対象として、発生する費用の精
算や工期の延長等の協議を行っていただけるという理解でよろしい
でしょうか。

信号一覧は想定のため、信号の増減については、設計変更の対象と
しません。

254 42 3 3 (3) ⑧
キ r 薬品注入演算用の水質 表
3-4 新システムへ取込信号一覧
（想定）

「＊局との協議等により信号点数の追加が発生した場合は、事業者
の責において対応すること」となっていますが信号点数の上限はア
ナログ、デジタルで各何点を想定しているのかご提示いただけない
でしょうか。又、その点数を超えた場合、設計変更の対象となると
いう理解でよろしいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№253をご参照ください。

255 42 3 3 (3) ⑧
キ r 薬品注入演算用の水質 表
3-4 新システムへ取込信号一覧
（想定）

表3-4の信号項目に排水処理場の信号が含まれておりませんが、アナ
ログ信号、デジタル信号の追加があった場合、設計変更の対象とな
るという理解でよろしいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№253をご参照ください。

256 43 3 3 (3) ⑧ ケ その他 d

「d 必要に応じ照明設備の点灯、消灯及び自動設定等の操作ができ
ること。対象となる照明設備は設計業務時に局と協議し承諾を受け
ること。」と記載が御座いますが、提案時から変更になった場合
は、別途設計変更対象として、発生する費用の精算や工期の延長等
の協議を行っていただけるという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりですが、変更協議の対象とするには、提案時にそれ
ぞれの設備の詳細設定がわかるようにする必要があります。

257 43 3 3 (3) ⑨ 見学者対応設備設計 オ
大会議室はパーテーション等で分割して使用できるようにするた
め、備品である机や椅子は固定ではなく持ち運び可能な物を選定す
るという理解でよろしいでしょうか？

ご理解のとおりです。
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258 43 3 3 (3) ⑨ 見学者対応設備設計 カ

「見学者対応の各種付帯設備（説明用の動画、パネル、パンフレッ
ト、鳥観パース、航空写真及び浄水場の模型など）を作成するこ
と。」と記載がございますが、航空写真はドローン撮影によるもの
でも宜しいでしょうか。

航空写真はドローン撮影によるものを認めます。

259 43 3 3 (3) ⑨ 見学者対応設備設計 ケ
見学者向けの使用言語（案内表示や説明パネル含む）として日本語
以外に想定されているものはございますでしょうか。

事業者提案とします。

260 45 3 4 (1) 建設工事の内容

「既存浄水場においては、必要に応じて改造工事を実施すること」
とありますが、想定される具体的な事象をご教示ください。なお、
改造工事に関わる追加の設計と工事の費用負担は局である理解でよ
ろしいでしょうか。

要求水準書に示した設計業務及び建設工事を遂行するにあたり必要
となる改造工事（要求水準書に示す別途工事を除く）について、個
別の事案を勘案して、双方協議により判断しますが、原則として事
業者負担となります。

261 45 3 4 (2) ① 工事全般 カ
工事の施工で貴局用地の使用が認められた場合、無償で貸与いただ
けるとの理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

262 45 3 4 (2) ① 工事全般 ケ
本事業で残土が発生した場合は、自由処分もしくは指定処分でしょ
うか。

現時点では、処分場は事業者の責任において選定してください。

263 45 3 4 (2) ① 工事全般 シ

「電気主任技術者は、事業者が試運転等の必要な時期に選任し、対
象設備の完成引渡しまで業務に従事すること。 」と記載がございま
すが、電気主任技術者の外部委託承認制度の使用は可能という理解
で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

264 45 3 4 (2) ① 工事全般 ソ

「各設備の製作が終了した時点で工場検査を行う。工場検査対象の
設備項目については局との協議により決定する。工場検査は必ず局
が立ち会うこととする。」と記載が御座いますが、工場立会検査対
象として想定されている設備がございましたらご教示ください。

導水ポンプ設備、水処理機械設備、送水ポンプ設備、集中監視制御
設備及び受電・配電・制御における盤等を想定しています。詳細は
局との協議によります。

265 45 3 4 (2) ① 工事全般 チ
工事期間中の既設浄水場敷地内において、工事車両の搬入出制限
（車両数、時間、大きさ等）はありますでしょうか。

既存浄水場の運転・維持管理の支障とならないことが原則ですが、
詳細は局との協議によります。

266 46 3 4 (2) ② ア 試運転業務
試運転期間については、6か月以上であれば事業者提案と考えてよろ
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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267 46 3 4 (2) ② ア 試運転業務
総合試運転時は排水先として河頭１号配水池を利用することとあり
ますが、その後の配水池清掃は事業範囲外と考えてよろしいでしょ
うか。

配水池清掃は本事業に含みます。試運転時排水に伴う異物除去等の
作業は事業者の責任で実施してください。

268 46 3 4 (2) ② イ 運転指導業務
保守点検や運転管理マニュアルの作成に参考とするため、現状のマ
ニュアルの開示をお願いします。

開示の予定はありません。

269 46 3 4 (2) ② イ 運転指導業務
「･･･局職員への運転指導等を行うこと。  」と記載がございます
が、対象となる貴局職員は何名程度を想定しておりますでしょう
か。

河頭浄水場(20名)と水質係(10名)の職員30名程度を想定していま
す。

270 46 3 4 (2) ④
完成図書及び各種申請図書の提
出 イ

「仕様、部数、様式、提出時期等は、局の指示に従うこと。 」と記
載がございますが、現時点で想定している仕様、部数等についてご
教示願います。

完成図書類については、現在電子納品への移行期間中であるため、
「水道局機械電気一般仕様書」等の最新版に準拠することとしま
す。

271 47 3 4 (2) ⑤ 工事期間中の対応

試運転ではろ材の初期洗浄等で浄水を使用しますが、試運転で必要
な浄水についても無償で提供していただける（浄水を新設浄水場に
引き込むための仮設配管等の設置は事業者負担）との理解で宜しい
でしょうか。

ご理解のとおりです。

272 49 4 1 (4) ② 業務体制

「本業務を遂行する上で必要な組織、業務分担及び緊急体制等を記
載すること」と記載が御座いますが、24時間の機器故障対応（エレ
ベーター設備以外）については本業務対象外という理解でよろしい
でしょうか。

「要求水準書P.53（5）②ア　集中監視制御設備に障害が発生した場
合は、速やかに適切な対応を行うこと。」については、既存浄水場
の業務内容と同等の24時間365日の障害受付、故障時の速やかな技術
員の派遣を含みます。

273 50 4 1 (8) ② 点検頻度
法令に定める点検について、本事業外で再委託されるという理解で
宜しいでしょうか。

要求水準書に対象範囲として示す業務以外の法令点検については水
道局で実施します。

274 50 4 1 (8) ② 点検頻度
本業務の対象範囲として示されていないメーカー点検について、本
業務の対象外と理解して宜しいでしょうか。

要求水準書に対象範囲として示す業務以外のメーカー点検について
は原則、水道局で実施します。
メーカー点検範囲については、事業者提案の内容に伴い必要となる
点検は原則、事業者負担となります。
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275 50 4 1 (8) ② 点検頻度
表4－2に示された(1)日常保守点検業務のうち施設及び設備等の日
常・定期巡視の「毎日」とは 365日/年との認識であり、かつ、夜間
を除く日中のみ（例えば、8時～17時）との認識で良いでしょうか。

ご理解のとおりです。

276 50 4 1 (8) ② 点検頻度
表4－2に示された(1)日常保守点検業務のうち施設及び設備等の日
常・定期巡視の「毎日」とは365日/年との認識で良いでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№275をご参照ください。

277 50 4 1 (8) ② 点検頻度
表4－2に示された(1)日常保守点検業務のうち施設及び設備等の日
常・定期巡視の頻度が「毎日」とありますが、夜間を除く日中のみ
（例えば、8時～17時）との認識で良いでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№275をご参照ください。

278 51 4 1 (9) 報告書類の提出
報告書類の提出について、データによる提出や共有（メール送付
等）は認められますでしょうか。

契約後の協議事項とします。

279 51 4 1 (9) 報告書類の提出
報告書類の提出について、紙媒体以外のデータによる提出や共有
（メール送付等）による運用は認められますでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№278をご参照ください。

280 51 4 1 (10) 施設・備品等の貸与
「業務遂行上必要な施設・備品については、～」と記載があります
が、具体的にどのような施設・備品を想定されているでしょうか。

作業員事務所、工事完成図書及び工具等を想定しています。なお、
貸与品（施設・備品）については、事業者が作成する業務計画書の
業務遂行方法に記載のうえ局の承諾を受けることとします。

281 51 4 1 (14) 産業廃棄物等処理

要求水準記載の産業廃棄物処理の範囲として、保守点検業務に関し
て発生する廃棄物を対象とされており、建築付帯設備などから発生
する消耗品類などの廃棄は貴局側で実施されると考えて宜しいで
しょうか。

ご理解のとおりですが、建築付帯のうち、事業者の使用範囲の事務
室等の消耗品類の処分については事業者負担とします。

282 51 4 1 (14) 産業廃棄物等処理

受託者による産業廃棄物処理の範囲とは、保守点検業務に関して発
生する廃棄物および、事業者の事務室等で発生する消耗品等であ
り、建築付帯設備などから発生する消耗品類などの廃棄物は含まれ
ないとの認識で宜しいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№281をご参照ください。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

283 52 4 2 (1) ② ア

本業務は、運転管理を除く業務との認識ですが、要求水準書の50
ページ記載の「表4-2  既存浄水場の点検頻度 等」において毎日実
施する「(1)日常保守点検業務」は、運転管理業務の一環とも考えら
れま
す。日常保守点検業務について、常に貴局に同行せず、単独で日常
保守点検を行うという理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

284 52 4 2 (1) ② ア

記載されている業務内容について、運転管理を除く業務となってお
りますが、要求水準書の50ページ記載の「表4-2　既存浄水場の点検
頻度等」において毎日実施する「(1)日常保守点検業務」は、運転管
理業務の一環とも考えられます。日常保守点検業務について、常に
貴局に同行せず、単独で日常保守点検を行うという理解で宜しいで
しょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№283をご参照ください。

285 52 4 2 (1) ② ア

記載されている業務内容について、運転管理を除く業務となってお
りますが、要求水準書の50ページ記載の「表4-2　既存浄水場の点検
頻度等」において毎日実施する「(1)日常保守点検業務」は、運転管
理業務の一環とも考えられます。保守点検業務との業務区分につい
て、具体的にお示し頂けますでしょうか。

要求水準書P.52 第４章２．（１）②業務内容等をご参照ください。

286 52 4 2 (1) ② ア
法令点検について、本事業外で再委託されるという理解で宜しいで
しょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No273をご参照ください。

287 52 4 2 (1) ② ア
メーカー点検について、本事業外で再委託されるという理解で宜し
いでしょうか。再委託される場合は、再委託範囲をご教示願いま
す。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No274をご参照ください。

288 52 4 2 (1) ② ア
日常保守点検、運転管理業務等については、基本的に常駐者を複数
名従事させることを想定しておりますが、365日を保守点検を従事す
ることを想定されておりますでしょうか。

ご理解のとおりです。

289 52 4 2 (1) ② ア
日常保守点検、運転管理業務等については、基本的に常駐者を複数
名従事させることを想定しておりますが、365日を保守点検を従事す
ることを想定されておりますでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№288をご参照ください。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

290 52 4 2 (1) ② ア b 簡易な故障修理
建築附帯設備における消耗品交換なども簡易な故障修理に含まれる
という理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

291 52 4 2 (1) ② ア b 簡易な故障修理
簡易な故障修理とは、グランドパッキン、圧力計等の交換など特殊
工具を使用せず足場等の設置を伴わない修理を想定していますがこ
の認識で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

292 52 4 2 (1) ② ア b 簡易な故障修理
簡易な故障修理を行う場合、消耗品類は、貴局より提供いただくと
いう理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

293 52 4 2 (1) ② ア b 簡易な故障修理
今回の建設事業範囲には建築物も含まれると想定しておりますが、
建築附帯設備における消耗品交換なども簡易な故障修理に含まれる
理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

294 52 4 2 (1) ② ア b 簡易な故障修理
簡易な故障修理とは具体的にどのような作業を想定されております
でしょうか。

グランドパッキン、圧力計等の交換などの作業を想定しています。

295 52 4 2 (1) ② ア b 簡易な故障修理

簡易な故障修理の内容が曖昧となっており、貴局で実施される修繕
業務などとの業務が重複することが想定されます。提案段階での価
格想定が難しく、機器の小修繕などを含む場合は、年間上限金額な
どを設定して頂けないでしょうか。

【前段】
要求水準書に関する意見、質問への回答
No294をご参照ください。

【後段】
維持管理に係る機器の修繕は局が別途発注します。

296 52 4 2 (1) ②
ア c 設備、機器周辺の清掃及
び補修塗装

補修塗装については、タッチアップ程度との認識であり分解塗装は
含まないという認識で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

297 52 4 2 (1) ②
ア c 設備、機器周辺の清掃及
び補修塗装

補修塗装については、タッチアップ程度との認識でよいでしょう
か。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No296をご参照ください。

298 52 4 2 (1) ② ア d 各池等の清掃

本業務は日常の巡回点検時に行る軽微なスカム除去等の作業であ
り、各池の水抜きやピット内における壁面や床面等の清掃作業は含
まない、日常点検業務で本事務所に常駐する配置予定従事者で対応
可能な業務範囲との理解して宜しいでしょうか。

「g 局が行う維持管理作業の補助」として各池の壁面や床面等の清
掃作業の補助は含みます。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

299 52 4 2 (1) ② ア e 浄水施設の清掃
日常の巡回点検時に行る軽微な清掃であり、ワックスがけや窓ふき
等の高所作業は含まないものと理解してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

300 52 4 2 (1) ②
ア g 局が行う維持管理作業の
補助

各池の清掃作業における機器や設備の停止状態の確認や再起動時に
おける通常状態への復旧の確認などの作業であり、池清掃等の清掃
作業や機器の据え付け調整作業の実施は伴わないものとの理解でよ
ろしいでしょうか。（緊急災害時を除く）

機器や設備の停止、復旧の確認などの作業及び各池の清掃作業の補
助は業務に含みます。機器の据付調整作業は含みません。

301 52 4 2 (1) ②
ア g 局が行う維持管理作業の
補助

「g 局が行う維持管理作業の補助」との記載がございますが、具体
的にどのような業務を想定しているかをご教示願います。

機器や設備の停止、復旧の確認などの作業及び各池の清掃作業等の
補助を想定しています。

302 52 4 2 (1) ②
ア g 局が行う維持管理作業の
補助

「局が行う維持管理作業の補助」とありますが、具体的にどのよう
な作業を想定されておりますでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
No301をご参照ください。

303 52 4 2 (1) ② ア j その他必要な業務
その他必要な業務とはどのような業務を想定されておりますでしょ
うか。

現時点での想定はありませんが、提案内容により発生する可能性が
あります。

304 52 4 2 (1) ② ア j その他必要な業務
その他必要な業務とはどのような業務を想定されておりますでしょ
うか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№303をご参照ください。

305 52 4 2 (1) ② エ

従事者は、以下の要件を全て満たした者とすると、a～cの要件が示
されていますが、日常保守点検業務の従事者が複数人の場合、その
内の1人がa～cの全要件を満たしていれば良いとの理解で宜しいで
しょうか。

必ず1人は全ての要件を満たした従事者を常駐させてください。

306 52 4 2 (1) ② エ
従事者を複数名配置する場合、a,b,cの要件を満たす従事者は、1名
で宜しいでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№305をご参照ください。

307 52 4 2 (1) ② エ

エ　従事者は、以下の要件を全て満たした者とすると、a～cの要件
が示されていますが、日常保守点検業務の従事者が複数人の場合、
その内の1人がa～cの全要件を満たしていれば良いとの理解で宜しい
でしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№305をご参照ください。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

308 52 4 2 (1) ② エ a
従事者が、専門学校の電気又は機械のいづれかに関する学科を卒業
している場合、高等学校以上の電気又は機械のいづれかに関する学
科の卒業要件を満たしている理解で宜しいでしょうか。

学校教育法による専修学校の電気又は機械のいずれかに関する学科
を卒業している場合は要件を満たしますが、詳細については技術的
対話時に資料を揃えて協議してください。

309 52 4 2 (1) ② エ a

「学校教育法（昭和 22年法律第 26号）による高等学校以上の学校
において電気又は機械のいずれかに関する学科を修めて卒業してい
ること」との条件については、人員確保が困難となるため除外して
いただけないでしょうか。

原文のとおりとします。

310 52 4 2 (1) ② エ b

「水道法（昭和 32年法律第 177号）第 3条第 2項に規定する水道事
業（ただし、同条第 3項の簡易水道事業を除 く。）における浄水施
設又は取水施設の維持管理業務について、3年以上の実務経験を有し
ていること」との条件については、本案件では運転管理を実施しな
いことと人員確保が困難となることから、除外していただけないで
しょうか。

原文のとおりとします。

311 53 4 2 (5) ② 業務内容等 エ
「エ 局の指示による簡易なエンジニアリング及び水道標準PFへの
データ登録等は業務に含めること。」とありますが登録すべきデー
タ項目及びその頻度をご提示いただけないでしょうか。

システムへの追加信号を定期点検等の際にデータ登録する想定で
す。

312 55 4 3 (3) その他実施する上で必要な業務
「業務の性質上当然必要と判断される業務」とは、具体的にどのよ
うな業務を想定されておりますでしょうか。

現時点での想定はありませんが、提案内容により発生する可能性が
あります。

313 55 4 3 (3) その他実施する上で必要な業務
「業務の性質上当然必要と判断される業務」とありますが、具体的
にどのような業務を想定されておりますでしょうか。

要求水準書に関する意見、質問への回答
№312をご参照ください。

314 別紙2 原水水質

原水のPFOS及びPFOA濃度が、令和2～6年度のいずれにおいても
0.000005mg/L（5ng/L）未満で、令和8年4月からの水質基準値である
0.00005mg/L（50ng/L）を下回っていることから、本事業で建設する
浄水施設で、PFOS及びPFOAは浄水処理の対象外との理解で宜しいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

315
別紙3 薬品注入点及びサンプリ
ング点

沈でん処理水サンプルと未ろ水サンプルの違いは、中塩素及び後苛
性ソーダの注入前後の水との理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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要求水準書に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

316
別紙3 薬品注入点及びサンプリ
ング点

新設機械電気棟（水質分析計室）及び既存管理本館に送る着水１、
２のサンプルは、いずれも前前塩素注入前のサンプルとの理解で宜
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

317 別紙6 管理用道路
対象敷地の甲突川側の道路について、時間制限や日時指定等により
一時的な使用は可能でしょうか。

必要に応じて、関係機関と協議ください。

318 別紙7 システム構成図（案）
本システム構成図（案）は1例であり、システム構成は事業者提案範
囲という理解で宜しいでしょうか。

要求水準を満たす範囲で事業者提案とします。

319 別紙7 システム構成図（案）

PLCと汎用PLC間の伝送がFL-netとなる場合、相互間のルータは不要
との理解で宜しいでしょうか。なお、光ケーブルを採用する場合
は、光信号を変換するメディアコンバータが必要になると考えま
す。

システム構成については、要求水準を満たす範囲で事業者提案とし
ます。

ページ 70 / 87



提案書類作成要領及び様式集に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

1 5 1 (3) ② 技術提案書
様式Ⅳ-2から様式Ⅳ-19までの合計ページ数80ページ以内には、イン
デックスは含まないとの理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

2 6 1 (3) ② 2 設計・建設工事に関する事項
様式Ⅳ-11添付書類一覧表の監理技術者について、技術提案書類の提
出時に特定出来ない場合は、複数の候補技術者をもって提案書類を
提出することは可能でしょうか。

ご理解のとおりです。なお、事業開始後は１名としてください。

3 8 1 (3) ② 4 地域経済・地域活動への貢献
（１）地域経済への貢献に関する提案の様式及びページ数がありま
せんが、自由提案ということでよろしいしょうか。

様式はありません。
（１）地域経済への貢献に関する提案の評価は様式Ⅲ-３-③にある
分担率を使用し、定量評価を行います。

4 8 1 (3) ② 5 添付資料

５．添付資料を、様式Ⅲ-1、様式Ⅲ-4、様式Ⅲ-5、様式Ⅳ-1、様式
Ⅳ-2～様式Ⅳ-19の提案書本文と分けて、別冊にしても構わないで
しょうか。
また、別冊を可とした場合、提案書本文と添付資料とで、それぞれ
で通しページ番号を記載（提案書本文で1/●●～、添付資料で1/◆
◆～）することでも構わないでしょうか。

問題ありません。

5 8 1 (3) ② 5 添付資料

５．添付資料を、様式Ⅲ-1、様式Ⅲ-4、様式Ⅲ-5、様式Ⅳ-1、様式
Ⅳ-2～様式Ⅳ-19の提案書本文と分けて、別冊にしても構わないで
しょうか。
また、別冊を可とした場合、提案書本文と添付資料とで、それぞれ
で通しページ番号を記載（提案書本文で1/●●～、添付資料で1/◆
◆～）することでも構わないでしょうか。

提出書類作成要領に関する意見、質問への回答
No.4をご参照ください。

6 8 1 (3) ② 5 添付資料

５．添付資料を、様式Ⅲ-1、様式Ⅲ-4、様式Ⅲ-5、様式Ⅳ-1、様式
Ⅳ-2～様式Ⅳ-19の提案書本文と分けて、別冊にしてよろしいでしょ
うか。
また、別冊を可とした場合、提案書本文と添付資料とで、それぞれ
で通しページ番号を記載（提案書本文で1/●●～、添付資料で1/◆
◆～）してよろしいでしょうか。

提出書類作成要領に関する意見、質問への回答
No.4をご参照ください。

7 8 1 (3) ② 5 添付資料
電子媒体は、提案書を綴じ込んだファイルに同梱させずに、独立し
た資料として提出するという理解でよろしいでしょうか。

どちらでも可です。
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提案書類作成要領及び様式集に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

8 8 1 (3) ② 5 添付資料
電子媒体は、提案書を綴じ込んだファイルに同梱させるか、独立し
た資料として提出するかどちらでもよいという理解でよろしいで
しょうか。

提出書類作成要領に関する意見、質問への回答
No.7をご参照ください。

9 10 2 (4) ① ウ 作成要領
すべてのページに通しページ番号（例：1/15～15/15）を記載するこ
ととありますが、技術提案書、添付資料ごとに振っても宜しいで
しょうか。（提-1/100、添-1/100など）

問題ありません。

10 10 2 (4) ① ウ 作成要領 目次の様式は任意との理解で宜しいでしょうか。 ご理解のとおりです。

11 10 2 (4) ①
シ
ス

作成要領
「項目ごとにインデックスを付けること」とありますが、「様式ご
とにインデックスを付けること」との理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

12 10 2 (4) ① ス 作成要領

「技術提案書の副本については、グループ名を伏せて選定を行うた
め、提案書等の記載に際して、記載の指示がない限り、企業名、ロ
ゴ、住所、氏名等、応募者が特定できる表現はしないこと。」と記
載が御座いますが、特許番号、NETIS、商標等も含まれるとの理解で
よろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

13 10 2 (4) ① ス 作成要領

「技術提案書の副本については、グループ名を伏せて選定を行うた
め、提案書等の記載に際して、記載の指示がない限り、企業名、ロ
ゴ、住所、氏名等、応募者が特定できる表現はしないこと。」と記
載が御座いますが、外注品メーカー等は特定される表現を載せても
問題ないという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

14 11 2 (4) ① ソ 作成要領
施設計画図面集の表紙は、様式Ⅳ-2を流用してA3で作成しても宜し
いでしょうか。（図面はA3判を基本とし、A3サイズのファイルに綴
じるため。）

問題ありません。

15 11 2 (4) ① タ 作成要領

「施設図面集の副本については、グループ名を伏せて選定を行うた
め、提案書等の記載に際して、記載の指示がない限り、企業名、ロ
ゴ、住所、氏名等、応募者が特定できる表現はしないこと。」と記
載が御座いますが、特許番号、商標等も含まれるという理解でよろ
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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提案書類作成要領及び様式集に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

16 12 2 (4) ② カ 提出要領

CD-RまたはDVD-Rの提出において、「技術提案書については作成した
Microsoft Word、Microsoft、Excel 等のデータ及び～」について、
技術提案書はPDF変換データとオリジナルデータを保存することと理
解しましたが、施設図面集はPDF変換データのみの保存との理解で宜
しいでしょうか。

CD-RまたはDVD-Rに保存する「施設計画図面集」においても、PDFに
変換したデータに加え、JWCADで使用できるファイル（ファイル形式
JWW）データも保存する必要があります。

17 12 2 (4) ② カ 提出要領
CD-RまたはDVD-Rに保存する「施設計画図面集」は、PDFに変換した
データに加え、JWCADで使用できるファイル（ファイル形式JWW）
データも保存する必要があるとの理解で宜しいでしょうか。

提出書類作成要領に関する意見、質問への回答
No.16をご参照ください。

18 12 2 (4) ② カ 提出要領

「Microsoft Word、Microsoft、Excel 等のデータ及びこれらをPDF
に変換したデータ（PDF はテキストを読み込むことができる形式と
すること）を「技術提案書」と「施設計画図面集」に分けて保存す
ること。 」と記載が御座いますが、Word、Excel、CADなどのオリジ
ナルデータはCD-RまたはDVD-R内に格納しなくてもよいという理解で
よろしいでしょうか。

提出書類作成要領及び様式集のとおり、Word、Excel、CADなどのオ
リジナルデータとPDFデータを格納ください。

19 65 様式Ⅳ-4
添付資料の様式（A4あるいはA3等）や余白の設定は任意との理解で
宜しいでしょうか。
（様式Ⅳ-4だけでなく他の様式も同様）

提出書類作成要領及び様式集P.9 ２．作成要領（１）全般的事項 ⑦
をご参照ください。

20 75 様式Ⅳ-11-①

統括マネジメント業務（設計・建設工事）における配置予定者の資
格について、どのような資格が評価として重視されるのか教示願え
ないでしょうか（例えば、総合技術監理部門の技術士資格を有する
技術者を配置した場合、高い評価が得られるのでしょうか。）。
（評価において重視される事項によって、評価点を得られる配置予
定者を選定したいため。）

評価に関する回答は差し控えます。

21 76 様式Ⅳ-11-②

統括マネジメント業務（設計・建設工事）における配置予定者の実
績について、どのような業務実績が評価として重視されるのか教示
願えないでしょうか（例えば、DB案件における統括責任者として業
務を担当した実績が評価されるのでしょうか。）
（評価において重視される事項によって、評価点を得られる配置予
定者を選定したいため。）

提出書類作成要領に関する意見、質問への回答
No.20をご参照ください。
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提案書類作成要領及び様式集に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

22 87
様式Ⅳ-11-⑬
電気設備工事における配置予定
者の資格

「構成企業内に、電気工事企業が複数社いる場合は、全ての配置予
定者について記載すること。その場合は、同様の様式で次ページに
記載すること。」と記載が御座いますが、同一企業内で配置予定候
補者として、複数名提出することは可能でしょうか。

提出書類作成要領に関する意見、質問への回答
No.2をご参照ください。

23 94 様式Ⅳ-14
添付資料で「水撃計算書」が求められていますが、導水ポンプ、河
頭配水池向け送水ポンプ、石井手配水池向け送水ポンプのそれぞれ
について、水撃計算書の提出が必要との理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

24 112 様式Ⅳ-22
施設計画図面一覧表については、本様式（ファイル）を加工してA3
で作成しても宜しいでしょうか。（図面はA3判を基本とし、A3サイ
ズのファイルに綴じるため。）

問題ありません。
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優先交渉権者選定基準に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

1 4 6 (5) 審査結果等の通知及び公表
各応募者の総合評価点の算定結果については、「別表　技術評価審
査の配点及び評価内容」に記載されている配点の内訳の点数まで公
表されるとの理解で宜しいでしょうか。

審査結果の公表範囲は、河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業
者選定委員会において、今後決定します。

2 6 7 (3)
技術提案内容の審査項目の得点
化方法と技術評価点

表１「１技術評価点、１－４地域経済・地域活動への貢献、（１）
地域経済への貢献に関する提案」の評価については、様式Ⅲ-3-③及
び様式Ⅲ-3-④の記載内容（記載の数値）を用いて定量的評価を行う
との理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

3 6 7 (3)
図-1 地域経済への貢献に関す
る提案の点数算出イメージ

設計・建設期間（維持管理期間は含まない。）における地元企業
（協力企業を含む）への分担率を定量的に評価するとありますが、
審査段階での評価は未発注であるため、見積額での評価という理解
で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。なお局との契約後はモニタリングにより、提
案内容の分担率の達成状況を確認します。

4
別表 技術評価審査の配点及び
評価内容

１－２　設計・建設工事に関する事項、（１）共通事項、①実施体
制等の評価内容として「従事する責任者の資格及び実績等を評価」
とありますが、各業務及び工事における配置予定者の資格及び実績
の評価において、それぞれどのような事項が重視されるのか教示願
えないでしょうか。（評価において重視される事項によって、評価
点を得られる配置予定者を選定したいため。）

評価に関する回答は差し控えます。

5
別表 技術評価審査の配点及び
評価内容

1-2　設計・建設工事に関する事項　（１）共通事項　②設計・建設
工事の工程計画の評価内容で、「・・・実現性の工夫点（工期短
縮）等を評価」とありますが、工期短縮に関して具体的にどのよう
な評価を行うのか（例えば、要求水準よりも1年短縮できる提案であ
れば評価ランクC、2年ならB、3年以上ならAのように定量的に絶対評
価を行う、あるいは工期短縮を提案したグループ間で相対的な評価
を行う等）教示願えないでしょうか。

評価に関する回答は差し控えます。

6
別表 技術評価審査の配点及び
評価内容

設計・建設工事期間において、工程や地域経済への貢献は提案時と
結果が異なることが想定されますが、未達の場合のペナルティはど
のようにお考えでしょうか。

工程は工期のことと推察してお答えしますが、提案した工期や地元
企業への分担率を下回った場合は、設計及び建設工事請負契約書
（案）第27条及び別表１に該当します。

7 地域経済への貢献に関する提案 提案書の様式がございましたら、提示願います。
様式はありません。
（１）地域経済への貢献に関する提案の評価は様式Ⅲ-３-③にある
分担率を使用し、定量評価を行います。
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モニタリング基本計画に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節
(条)

項 目 項目名 内容 回答案

1 1 1 (3) ウ 定例会議

「局及び事業者が、定期的な会議を通じて、業務履行状況等につい
て確認を行う。」と記載が御座いますが、内容に応じて、開催形態
を対面、若しくは、WEBを事業者にて選択が可能であるという理解で
よろしいでしょうか。

原則、対面とします。ただし、内容や状況に応じてWEBでの開催や一
部参加者のWEBでの出席も双方協議の上、可能とします。
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基本契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節
(条)

項 目 項目名 内容 回答案

1 2 6 2 契約内容不適合に関する責任
設計建設JVと維持管理JVは独立した契約関係にあり、構成員も異な
ることから、6条2項は適用除外として、各々の契約に準拠した請求
体制を希望いたします。

原文のとおりとします。

2 2 6 2 契約内容不適合に関する責任
設計建設JVと維持管理JVは契約関係になく、また構成員も完全に同
一ではありませんので、６条２項は削除としていただき、契約関係
に従い、請求する構成を希望します。

基本契約書（案）の意見、質問への回答
№1をご参照ください。

3 2 6 2 契約内容不適合に関する責任

新浄水場は設計建設JVが発注者の承認やモニタリングを経て整備し
た施設となり、発注者の御意見が反映されている場合もありえま
す。従って、発注者に全く賠償を請求できないのは場合によって不
公平となりますので、2項の削除をお願いします。なお、2項を残す
場合は、新浄水場の整備を「全て事業者の裁量で」整備できるよう
に、スキームを変更いただきたいです。

原文のとおりとします。

4 2 6 2 契約内容不適合に関する責任
設計建設JVの不適合に起因する維持管理JVへの損害は、明確に証明
することが困難と思われるため、６条２項は削除いただくことを要
望します。

原文のとおりとします。

5 2 6 2 契約内容不適合に関する責任
「設計建設JVは・・・これを直接賠償することとし」とあります
が、賠償の相手方がどなたになりますでしょうか。維持管理JVもし
くは発注者のどちらになりますでしょうか。

賠償の相手は維持管理JVとなります。

6 2 8 4 設計業務及び建設工事

「設計建設JVは、設計及び建設工事請負契約の規定に従い、契約保
証金を発注者に納付しなければならない。」としていますが、契約
保証金の納付のほかに履行保証保険契約を締結する可能性もあるた
め、「契約保証金を発注者に納付する等、同契約に定める方法によ
り保証を付し、又は保険証券を寄託しなければならない。」という
理解でよろしいでしょうか。

「設計及び建設工事請負契約の規定に従い」と記載されております
ように、設計及び建設工事請負契約に従っていただければ足りる
（同契約で許容されている代替方法も当然可能）との整理ですの
で、原文のとおりとします。

7 3 9 2 維持管理業務
設計・建設の工期延長があった場合、維持管理業務の事業期間の開
始日・終了日は工期延長した期間分、後ろ倒しになるのでしょう
か。

双方協議により決定します。
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基本契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節
(条)

項 目 項目名 内容 回答案

8 3 13 1 契約の解除

維持管理業務委託契約が解除される時点では、既に建設工事請負契
約の業務が終了している可能性があります。そのような際は、建設
工事請負契約の解除の効果が不明であるため、解除は困難であると
いう理解よろしいでしょうか。

維持管理業務開始時に建設工事請負契約の業務が終了していた場合
は、建設工事請負契約は解除の対象となりません。

9 3 13 1 契約の解除

維持管理業務委託契約が解除される場合、建設工事の完了前と後で
対応が変わると考えます。完了前であれば、この表現で理解ができ
ますが、完了後は設計及び建設工事請負契約が満了しているはずで
す。完了後の取り扱いについて、どのように考えればよろしいです
か。

基本契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.8をご参照ください。

10 3 13 1 契約の解除
「維持管理業務委託契約が解除されたとき、この契約並びに設計及
び建設工事請負契約を解除できる」とありますが、どういったケー
スか具体的にご教示ください。

一例として、受注者が反社会的勢力に該当した場合等、全ての契約
関係を維持することが困難な場合が挙げられるかと存じますが、こ
れに限られるものではありません。

11 3 13 1 契約の解除

維持管理業務委託契約が解除されるタイミングでは、既に建設工事
請負契約の業務が終了しているケースが考えられます。そのような
ケースでは、建設工事請負契約の解除の効果が不明であるため、解
除は不可であるという理解よろしいでしょうか。

基本契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.8をご参照ください。

12 4 16 1 秘密保持義務
「秘密情報として受領した情報」と記載が御座いますが、秘密情報
は秘密であることが明示されるという理解でよろしいでしょうか。

明示するかを問わず第16条第2項各号に該当しない情報はいずれも秘
密情報として整理します。

13 4 16 1 秘密保持義務
「秘密情報として受領した情報」とありますが、第16条第2項各号に
該当しない情報はいずれも秘密情報とするという理解でよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

14 4 16 3 (4) 秘密保持義務
「発注者の業務を受託した者」と記載が御座いますが、本事業に関
する業務受託者に限定されるという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

15 4 16 3 秘密保持義務
内部統制上、グループ会社間の情報共有が必要になるのですが、グ
ループ会社間を開示対象として追加していただくことは可能でしょ
うか。

原文のとおりとします。
なお、本条と同内容の守秘義務契約を受注者とグループ会社で締結
した場合は、情報共有は可能です。
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基本契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節
(条)

項 目 項目名 内容 回答案

16 5 20 2 有効期間
秘密保持義務が永久に存続すると理解しますが、契約終了後受領し
た秘密情報を破棄するまでの期間という理解でよろしいでしょう
か。

秘密情報を破棄した後も継続します。
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設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

1 2 3 5 総則
「知りえた秘密」と記載が御座いますが、秘密情報は秘密であるこ
とが明示されるという理解でよろしいでしょうか。

明示するかを問わず基本契約書（案）第16条第2項各号に該当しない
情報はいずれも秘密情報として整理します。

2 4 8 2 著作権の譲渡等
８条１項で無償で譲渡するといしているところ、２項では許諾する
とあるのですが、２項で許諾するのは１項で譲渡した以外の著作権
という理解で宜しいでしょうか。

発注者が（譲渡対象ではない）著作権人格権に含まれる行為を行う
ことを許諾する趣旨、受注者が著作権人格権を行使しないことを約
束する趣旨、譲渡対象の著作権であっても発注者が第2項に規定する
行為を行うことが可能であることを確認する趣旨の複合的規定です
ので、必ずしもご記載の整理というわけではございません。

3 4 8 7 著作権の譲渡等

「受注者が成果物の作成にあたって開発したプログラム及びデータ
ベース」を一定の条件の下で発注者が使えるとのことですが、どの
ようなプログラムやデータベースを想定されているかご教示いただ
けますでしょうか。

受注者側が開発するものであり、現時点では具体的な想定がないた
め、具体的な想定を開示することは難しい点につきご理解くださ
い。

4 5 10 3 一括委任又は一括下請負の禁止
工事の一部を第三者に委任するときも発注者の承諾が必要でしょう
か。

建設業法に則り、施工体制台帳等を提出していただく必要がありま
す。

5 6 14 1 調査職員
調査職員の方は監督員と兼務されますでしょうか。また、常駐され
ますでしょうか。

調査職員と監督員は異なることがあります。また、現場への常駐は
予定しておりません。

6 7 18 1
本件設計及び本件工事に係る地
元関係者との交渉

「受注者が行う業務に関する地元合意形成等の場合を除き」とあり
ますが、発注者が行うものと受注者が行うべきものの区別がつきに
くいかと思われますので、「受注者が行う業務に関する地元合意形
成等の場合を除き」は削除していただくことは可能でしょうか。

原文のとおりとします。

7 9 24 1
監督員の立会い及び工事記録の
整備等

「監督員の立ち合いの上調合し」とありますが、この調合はどのよ
うなものでしょうか。工事材料の調合でしょうか。

例えば、コンクリート打設に先立って行う試験調合が該当します。

8 11 27 2 モニタリング
是正命令後、違約金が発生するまでの期間はどの程度を想定してい
るかご教示いただけますでしょうか。

個別の事案を勘案して決定します。

9 11 27 2 モニタリング
受注者の責めに帰さない事由による「要求水準又は提案内容の未
達」は別紙１の措置対象外という理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

10 11 27 2 モニタリング
受注者の責めに帰さない事由による「要求水準又は提案内容の未
達」は別紙１の措置対象外という理解でよろしいでしょうか。

設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.9をご参照ください。

11 11 27 3 モニタリング
違約罰に加えて違約金の請求がある場合でも、最終的な請求は実損
の範囲内にとどまる、という理解で問題ないでしょうか。

違約罰は、実損を填補するための損害賠償とは別に請求可能なペナ
ルティとしての意味を有するものですので、ご記載いただいた結論
になるとは限りません。

12 11 27 3 モニタリング
違約罰とされますと、損害賠償金と二重に請求を受けるので負担が
重く、違約罰とするのは避けていただくことは可能でしょうか。

原文のとおりとします。

13 11 27 3 モニタリング
要求水準未達の違約金請求における違約金とは、要求水準を満たす
レベルへの修補・改造等に係る費用すべてでしょうか。

第27条第3項に規定のとおり違約罰であり、未達そのものに対して科
される「ペナルティ」ですので、実費とは関係がございません。
なお、設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への
回答No.11もご参照ください。

14 11 27 3 モニタリング
違約罰に加えて違約金を請求される際の考え方ですが、実損賠償を
超えて請求することはないと理解していますが、その理解でよろし
いでしょうか

設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.11をご参照ください。

15 11 28 1
募集要項等と業務内容が一致し
ない場合の修補義務

「必要があると認められる場合には」と記載が御座いますが、履行
期間等の変更や受注者の損害補償は受注者の求めにより実施される
ものという理解でよろしいでしょうか。

原文のとおりです。

16 11 29 1
募集要項等不適合の場合の改造
義務及び破壊検査等

「必要があると認められるときは」と記載が御座いますが、履行期
間等の変更や受注者の損害補償は受注者の求めにより実施されるも
のという理解でよろしいでしょうか。

原文のとおりです。

17 12 30 5 条件変更等
「必要があると認められるときは」と記載が御座いますが、履行期
間等の変更や受注者の損害補償は受注者の求めにより実施されるも
のという理解でよろしいでしょうか。

原文のとおりです。
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設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

18 12 31 1 募集要項等の変更

これ以降につきましても、「発注者は、前項の規定により募集要項
等及び提案書が変更された場合において、必要があると認められる
ときは、履行期間又は請負代金額を変更しなければならない。」と
の記載がある内容につきましては、履行期間等の変更や受注者の損
害補償は受注者の求めにより実施されるものという理解でよろしい
でしょうか。

原文のとおりです。

19 12 31 1 募集要項等の変更
「必要があると認められるときは」と記載が御座いますが、履行期
間等の変更や受注者の損害補償は受注者の求めにより実施されるも
のという理解でよろしいでしょうか。

設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.18をご参照ください。

20 13 32 3 本件設計に係る受注者の提案
「必要があると認められるときは」と記載が御座いますが、履行期
間等の変更や受注者の損害補償は受注者の求めにより実施されるも
のという理解でよろしいでしょうか。

原文のとおりです。

21 13 33 3 本件設計及び工事の中止
「必要があると認められるときは」と記載が御座いますが、履行期
間等の変更や受注者の損害補償は受注者の求めにより実施されるも
のという理解でよろしいでしょうか。

原文のとおりです。

22 13 34 2
受注者の請求による履行期間の
延長

「必要があると認められるときは」と記載が御座いますが、履行期
間等の変更や受注者の損害補償は受注者の求めにより実施されるも
のという理解でよろしいでしょうか。

原文のとおりです。

23 14 35 2
発注者の請求による履行期間の
短縮等

「必要があると認められるときは」と記載が御座いますが、履行期
間等の変更や受注者の損害補償は受注者の求めにより実施されるも
のという理解でよろしいでしょうか。

原文のとおりです。

24 14 36 履行期間の変更方法
建設業法の改正に伴い、公共約款第２４条第３項について加筆いた
だけますでしょうか。

変更版を後日、公表します。

25 14 37 請負代金額の変更方法
建設業法の改正に伴い、公共約款第２５条（B）第３項について加筆
いただけますでしょうか。

変更版を後日、公表します。
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設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

26 14 38 1
賃金又は物価の変動に基づく請
負代金額の変更

初回の契約変更(金額の見直し)の基準日は募集要項P.25に記載され
ている「令和7年7月10(事業費限度額の積算基準日)」なるように文
章を追加してください。

基準日の変更は行いません。

27 14 38 1
賃金又は物価の変更に基づく請
負代金額の変更

起算点を「契約締結日」から要求水準書の「積算基準日」に変更す
るご検討をお願いできますか。現状では、影響範囲が12月を大きく
超える可能性があると懸念しております。

起算日の変更は行いません。

28 14 38 1
賃金又は物価の変更に基づく請
負代金額の変更

昨今の物価変動を鑑み、12月の起算点を「契約締結の日」から要求
水準書に記載されている「積算基準日」に変更いただけないでしょ
うか。

設計建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.27をご参照ください。

29 14 38 1
賃金又は物価の変更に基づく請
負代金額の変更

12月の起算点を「契約締結の日」から要求水準書に記載の「積算基
準日」にご変更をご検討いただけないでしょうか。現状ですと、変
更の影響が12月を大きく超えるのではないかと懸念しています。

設計建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.27をご参照ください。

30 14 38 1
賃金又は物価の変動に基づく請
負代金額の変更

「～履行期間内でこの契約締結の日から12 月を経過した後に～」と
ありますが、契約締結の日からではなく募集要項P.25_7(2)に記載の
積算基準日令和7年10月1日からとさせていただくことは可能でしょ
うか。

設計建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.27をご参照ください。

31 14 38 1
賃金又は物価の変動に基づく請
負代金額の変更

賃金又は物価の変動がなかった場合、当初の請負代金額は、以下に
除く場合を除き、詳細設計完了後に作成・提出する請負代金内訳書
の数量に基づき増減することはないという理解でよろしいでしょう
か。①賃金又は物価の変動があった場合、②当初想定し得なかった
数量に著しい変更が生じた場合、③当初想定し得なかった施工条件
の変更が生じた場合、④発注者と受注者が合意した場合

ご記載いただいたように、契約書に規定する請負代金の変更が認め
られている事由に該当した場合には変更することとなります。

32 14 38 1
賃金又は物価の変動に基づく請
負代金額の変更

「再度請負代金額の変更を行う場合は、前回改定時に用いた指数を
参照するものとする。」とありますが、あくまでも参照のため、前
回改定時に用いた指標よりも適切な指標等があることを受注者側が
示すこと出来た場合は、協議の上で指標を変更することが可能とい
う理解でよろしいでしょうか。

指数という観点からは、再度請負代金額を変更する場合は、基本的
に初回の変更時に使用した指数を用います。なお、参照する請負代
金額という観点からは、前回の請負代金額変更時に請求のあった日
の額を基準とし、算定致します。

33 14 38
賃金又は物価の変動に基づく請
負代金額の変更

建設業法の改正に伴い、公共約款第２６条第９項について加筆いた
だけますでしょうか。

変更版を後日、公表します。
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設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

34 16 42 4 不可抗力による損害
受注者が被る損害は列挙したものにとどまりませんので、損害の額
の（）内は削除としていただくことは可能でしょうか。

原文のとおりとします。

35 18 47 前払及び中間前金払
建設業法の改正に伴い、公共約款第３７条（A）第２項にについて加
筆いただけますでしょうか。

変更版を後日、公表します。

36 21 53 2
前払金等の不払に対する 設計
又は工事の中止

「必要があると認められるときは」と記載が御座いますが、履行期
間等の変更や受注者の損害補償は受注者の求めにより実施されるも
のという理解でよろしいでしょうか。

原文のとおりです。

37 26 64 1 発注者の損害賠償請求等
受注者に帰責事由が無い場合は適用されないという理解でよろしい
でしょうか。

ご理解のとおりです。

38 28 68 5 契約不適合責任期間等

「発注者は、第１項又は第２項の請求等を行ったときは、当該請求
等の根拠となる契約不適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該
請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。」と記
載が御座いますが、具体的にどのような請求を想定しているかご教
示ください

履行の追完を請求した場合において、その追完によっても完全に契
約の内容と適合する状態にできなかったときは、消滅時効の範囲内
で、その不足分の損害賠償を請求するものです。

39 28 68 5 契約不適合責任期間等

「発注者は、第１項又は第２項の請求等を行ったときは、当該請求
等の根拠となる契約不適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該
請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。」と記
載が御座いますが、具体的にどのような請求を想定しているがご教
示ください

設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.38をご参照ください。

40 30 72 1 関係機関の行う検査及び監査

「当該検査又は監査において破壊された部分の復旧に要する費用を
負担するものとする。」と記載が御座いますが、完成検査後におい
ては、施設の所有者が発注者であることを鑑み、受注者負担ではな
く、発注者負担へと変更していただけないでしょうか。

原文のとおりとします。

41 30 72 1 関係機関の行う検査及び監査

「当該検査又は監査において破壊された部分の復旧に要する費用を
負担するものとする。」と記載がありますが、完成検査後において
は、施設の所有者が発注者であるため、発注者負担へと変更してい
ただけないでしょうか。

設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.40をご参照ください。
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設計及び建設工事請負契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

42 33
別紙１
要求水準又は提案内容未達の場
合の措置

是正勧告は要求水準又は提案内容未達の場合の措置に限るものとの
理解でよろしいでしょうか。仮に要求水準書等は達成しているもの
の、貴市の勧告があり、事業者が是正措置をする場合は、貴市の負
担と考えてよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
仮に以降についてはご質問の主旨を図りかねますが、要求水準等を
満足する場合には、別紙１に記載のある是正勧告はできません。

43 事業の中止について
不可抗力により事業継続が困難であると認められる場合、双方で協
議の上、契約終了するものという理解でよろしいでしょうか。

双方協議により決定します。

44 適正な労働費の確保等
建設業法の改正に伴い、公共約款第３条の２に規定されている適正
な労働費の確保等について加筆いただけますでしょうか。

変更版を後日、公表します。
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維持管理業務委託契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

1 3 10 1 委託業務の内容変更等
「サービス対価又は履行期間を変更する必要があるときは」と記載
が御座いますが、サービス対価等は受注者の求めに応じて変更され
るものという理解でよろしいでしょうか。

原文のとおりです。

2 4 16 2 モニタリング
受注者の責めに帰さない事由による「要求水準又は提案内容の未
達」は１８条、１９条、２０条及び２２条に従う措置対象外という
理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

3 4 16 2 モニタリング
受注者の責めに帰さない事由による「要求水準又は提案内容の未
達」は１８条、１９条、２０条及び２２条に従う措置対象外という
理解でよろしいでしょうか。

維持管理業務委託契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.2をご参照ください。

4 6 23 4 契約不適合責任

「履行期間」とは維持管理期間という理解でよろしいでしょうか。
その場合、契約不適合責任期間が長期間となり、受注者側が過度な
リスク計上を行うことに繋がるため、検査後1年以内等に変更頂けな
いでしょうか。

【前段】
ご理解のとおりです。

【後段】
原文のとおりとします。

5 6 23 4 契約不適合責任
「検査」とは１７条３項の検査を指すとい理解でよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

6 6 24
賃金又は物価の変動に基づく
サービス対価の変更

本条で記載のない「基準単価」および「基準費用」の考え方につい
て、「人件費」、「交換部品・消耗品」、「その他経費、その他上
記に含まれないもの」の3項目ごとにお示しいただけないでしょう
か。
また、「日常点検業務」以外の業務で再委託を予定する場合に再委
託費に含まれる人件費が「人件費」と「その他経費、その他上記に
含まれないもの」のいずれで計算する予定かについてご教示くださ
い。

「基準単価」および「基準費用」は項目によらず令和７年 10 月１
日時点のものを参照するものとします。また、「日常点検業務」以
外で再委託を行う場合の再委託費に含まれる人件費については、再
委託の内容によるため、協議により判断します。

7 6 24 1
賃金又は物価の変更に基づく
サービス対価の変更

12月の起算点について「契約締結の日」とありますが、本記載は要
求水準書に記載されているとおり、起算点は「積算基準日」が正し
いとの認識で宜しいでしょうか。

起算点は「契約締結日」です。
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維持管理業務委託契約書（案）に関する意見・質問への回答

№ 頁 章
節

(条)
項 目 項目名 内容 回答案

8 6 24 1
賃金又は物価の変更に基づく
サービス対価の変更

起算点を「契約締結日」から要求水準書の「積算基準日」に変更す
るご検討をお願いできますか。現状では、影響範囲が12月を大きく
超える可能性があると懸念しております。

設計建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.27をご参照ください。

9 6 24 1
賃金又は物価の変動に基づく
サービス対価の変更

初回の契約変更(金額の見直し)の基準日は募集要項P.25に記載され
ている「令和7年7月10(事業費限度額の積算基準日)」なるように文
章を追加してください。

設計建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.27をご参照ください。

10 6 24 1
賃金又は物価の変更に基づく
サービス対価の変更

12月の起算点を「契約締結の日」から要求水準書に記載の「積算基
準日」にご変更をご検討いただけないでしょうか。現状ですと、変
更の影響が12月を大きく超えるのではないかと懸念しています。

設計建設工事請負契約書（案）に関する意見、質問への回答
No.27をご参照ください。

11 10 34 1 発注者の損害賠償請求等
受注者に帰責事由が無い場合は適用されないものという理解でよろ
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

12 12 40 1 契約終了時の施設の確認
「不具合等がないことを確認する。」と記載が御座いますが、具体
的な基準の明示を頂けますでしょうか。

要求水準を達成した上で施設の機能が問題なく使用できることを確
認することを意図しており、具体な基準の明示はできません。

13 13 44 1 秘密の保持
秘密情報は秘密であることが明示されているものという理解でよろ
しいでしょうか。

明示するかを問わず基本契約書（案）第16条第2項各号に該当しない
情報はいずれも秘密情報として整理します。

14 18
別紙2 4 賃金又は物価の変動の
確認 (2)

人件費の物価スライドの改定率の算定として用いる指数が「毎月勤
労統計調査産業別賃金指数／電気・ガス・熱供給・水道業」（厚生
労働省）、事業所規模 ５名以上、調査産業計のうち現金給与総額と
なっています。
前述の指数を採用している理由および、水道施設維持管理業務の積
算で一般的に採用されている建築保全業務労務単価の変動率を採用
しない理由をご教示ください。

あくまでも参考として示している指標です。当該部分に記載のとお
り改定率の算定として用いる指標は双方協議により決定します。

15 事業の中止について
不可抗力により事業継続が困難であると認められる場合、双方で協
議の上、契約終了するものという理解でよろしいでしょうか。

双方協議により決定します。
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